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刊行にあたって

グローバル化やデジタルトランスフォーメーション（DX）が加速するなか、世界は新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）の大流行という新たな試練に向き合うこととなりました。対人

接触や移動が制限される状況下で社会や経済活動のあり方は変容し、個人のみならず組織におい

ても、迅速かつ抜本的な対応が求められています。

このような非常事態において、デジタル化の推進を加速する必要はさらに高まっています。

我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱されているSociety 5.0では、サイバー空間（仮想空

間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させることで、経済発展と社会的課題の解決を

両立するとしています。デジタル化を進めることは、ビジネス変革や競争力の向上に加え、物質

の自由な往来が阻害される状況下での事業継続にも大きな意味を持つこととなります。企業規模

や業種を問わず、すべての企業においてデジタル化の推進は喫緊の課題であるとの認識を新たに

し、取り組んで行く必要があります。

IT人材白書では、「IT人材白書2016」より毎年企業のデジタル化の状況やデジタル化に携わ

る人材について、現状を把握し課題を明確化するために調査を行ってきました。今回の「IT人

材白書2020」では、毎年調査を実施しているIT企業およびユーザー企業におけるIT人材の“量”

や“質”に対する過不足感や、IT業務の内製化について、従業員規模により注目すべき変化が

みられました。

また、Society 5.0の実現に向けた取り組みの一環として、IPAでは社会全体でのデータ連携・

共有の基盤づくりを担う「デジタルアーキテクチャ・デザインセンター」（Digital Architecture 

Design Center: DADC）を設立しました。産官学が連携して透明性・公平性・中立性が確保さ

れたアーキテクチャ設計を行い、活動を通して日本の産業におけるアーキテクチャ設計力の強化

を目指すものです。これらの取り組みが、Society 5.0の実現の一助となることを期待します。

「IT人材白書」に係る調査は、その前身となる「IT人材市場動向予備調査」から数えて13年

目を迎え、「IT人材白書」の発刊は今回で12冊目となりました。本白書を取りまとめるにあたっ

て、調査への協力企業、関係者の皆様やご支援を賜ったすべての皆様方に対し、心から敬意を表

すとともに、厚くお礼申し上げます。

2020年8月

IPA（独立行政法人情報処理推進機構）

理事長　富田　達夫
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「IT 人材白書 2020」の対象読者と本書の読み方

「IT 人材白書」は、IT 人材にかかわるすべての方を対象読者としています。今年度の調査結果
から本書で訴求したい内容は、第 1部第 1章「IT 人材白書 2020」のメッセージとポイント」（2 ペー
ジ）にまとめました。また、IT 企業とユーザー企業を対象に毎年実施している IT 人材動向調査の
結果は、第 3部「2019年度調査結果」（108 ページ）に掲載しています。

以下の対象読者の方々には、特に読んで頂きたいページを掲載します。

対象読者  IT企業経営者・人事担当者／ユーザー企業CIO・IT部門責任者
第 2部第 1章「変化が加速する IT 人材を取り巻く環境」（32 ページ）
「IT 人材動向調査」で毎年尋ねている IT 人材の “量” と “質” について、従業員規模により、変

化が見え始めました。また、ユーザー企業では、IT 業務の内製化状況、IT 企業ではスキル把握の
方法にも変化が見えました。この変化を読者の皆さまはどう読み解くのか、是非お読みください。

第 2部第 2章「DX取り組み企業と IT 人材のあり方」（68 ページ）
デジタルトランスフォーメーション（DX）を取り組んでいる企業のアンケート調査、事例調査

などを掲載しています。事例調査では DX への取り組みにおいて先進性が高い企業の DX 担当部署
の内容も含まれています。今まさに DX に取り組んでいる状況を参考にしてください。

対象読者  IT技術者の皆さま
第 2部第 2章「DX取り組み企業と IT 人材のあり方」の 4節「学び直し・人材流動に関する意識調査」

（85 ページ）
IT 人材にウェブアンケートで学び直しや人材流動などを尋ねた調査結果や学び直しに関する取

り組みを進めている IT 企業のインタビュー内容なども記載しています。今後のあなた自身の未来
を検討する機会にもなります。

読者の皆さまへ
第 3部第 1章「IT 企業における IT 人材の動向」、第 2章「ユーザー企業における IT 人材の動向」の

それぞれに DX 取り組み状況も掲載しています。ぜひ、参考にしてください。
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本白書の図表について
※小数点以下の端数処理により、記載の数値合計が必ずしも100％にならない、または表中の合計値と一致し
ない場合があります。
※図表内数値は、できるだけ元データに忠実に記しました。出典元等に記載のない場合は、本白書にも記載し
ておりません。
※本白書は、白黒コピーでも判読できるように図表の配色やパターンを調整しています。一部の引用図表にお
いても同様に配色やパターンを調整した箇所があります。予めご了承ください。

本書における年度表記について
※西暦による年度表記を基本としています。ただし、本白書における調査以外の資料を参照している箇所におい
ては、出典の表記に準じて元号表記、年表記の場合もあります。
※グラフ凡例について、図表内に凡例がない場合は同ページの凡例を参照。
本書で紹介される組織・団体名について
※2019年度調査時点の組織・団体名を記載しています。

本白書の電子ファイルについて
　・�本白書と同内容の電子ファイル（PDF形式）を提供しています。以下のURLからダウンロード可能です。

アンケート集計結果の電子ファイル提供について
　・�2019年度調査（アンケート）の集計結果は、電子ファイル（Excel 形式）として提供しています。以
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第1章 「IT人材白書2020」のメッセージとポイント

　社会の変容が進み、デジタルトランスフォーメーション（DX）の一刻も早い取り組みが求められている。この動
向を踏まえ、「IT人材白書2020」では、重要性の高い領域である“DXに対応する人材”や“DX推進に向けた企業
動向”と“変化が加速するIT人材を取り巻く環境”という観点から、企業やIT人材の現状を把握するべく調査をし
た。ここでは「IT人材白書2020」のメッセージと、今年度の調査結果のポイントを述べる。

１節　　「IT人材白書2020」のメッセージ

1.	 サブタイトルに込めた意図

今こそDXを加速せよ
～選ばれる“企業”、選べる“人”になる〜

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の大流行という非常事態をきっかけに日本社会のデジタル化の立ち遅
れが浮き彫りになった。“デジタルトランスフォーメーション（DX）”に本気で取り組まなければ、新型コロナウイル
ス感染症流行収束後の世界への対応だけでなく、国際競争力の低下はもちろん、少子高齢化など山積する国内
の問題にも対処できない。 

まさに今、すべての企業は、一刻も早くDXに取り組まざるを得ないときを迎えている。組織、業務、企業文化・
風土等を抜本的に変革し、デジタル技術を活用した顧客価値創出やビジネスモデル革新を実現することで、新た
な成長・競争力強化に繋げていくことが求められている。

本白書の「IT人材動向調査」は、新型コロナウイルス感染症の拡大以前に実施されたため、感染症拡大による
影響はほぼ現れていないことに留意する必要がある。しかし、“企業”の従業員規模やIT業務の内製化状況によ
り、IT人材の“量”、“質”の過不足感、IT業務に携わる範囲などの調査項目で変化が見え始めた。

また、ＤＸの課題として危機感の浸透や変革に対する社内の意識改革、社内人材の育成が挙げられた。一方、
IT人材自身については、“新たなスキルを活かせる場がない”、“勉強の必要性を感じない” といった意識があるこ
とが明らかになった。

企業におけるDXの推進は、企業の経営者の手腕に託され、ビジネス（経営、事業）にITがますます不可欠とな
り、そこにはビジネスを動かす“人”が繋がっている。企業は人材を自社に引き付ける魅力を拡充させ、その人材を
適材適所に配置し、経営を革新しなければならない。そして、IT人材自身は、新しいスキルを身に付け、その力を
発揮できる企業を見つける。

今こそ、“企業”と“人”が新たな日常を迎えるための関係を構築しはじめる時である。
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2.	企業、IT人材個人に向けたメッセージ

2019年度の調査から、IT企業やユーザー企業における変化が加速するIT人材を取り巻く環境やDXに対応する
人材やDX取り組み企業の現状が明らかになった。企業とIT人材個人に求められているものをまとめ、以下に本
年のメッセージとして示す。

IT企業へ
IT人材の“量”、“質”の過不足感は、従業員規模により異なる傾向となった。300名以下のIT企業のIT人材不足

の緩和した原因は、システムの受託開発等の受注量の減少にある。多重請負構造から離脱し、事業変革を本格
的に行うことで別の道が開ける。

一方、301名以上のIT企業ではIT人材の“量”、“質”ともに足りない状況にある。ビジネスエリアの拡大により、IT
人材のスキル枠が広がっていることに起因している。

IT企業にとって、ビジネスエリアの拡大に対応するため、デジタル部門の新設や従業員向け研修施策の着手、
拡がったスキルの幅に対する新たな人事評価制度や給与体系などの整備が喫緊の課題である。

また、IT人材がこの会社と共に未来を作りたいと思える経営者のビジョン発信や社会や顧客への貢献、変革や
挑戦を好む企業文化・風土も必要になる。

ユーザー企業へ
IT業務の内製化（企画・設計など上流工程）に向かう動きが活発になっている。それにともない中途採用によ

る人材獲得・確保やIT人材の“質”の不足の課題が見え始めた。また、IT部門のIT業務の「増加」の見通しも高
まっている。これらは、ユーザー企業が推進するDXへの取り組みと関連した変化と考えられる。

DX推進は、ビジネスとITの連携が不可欠である。ビジネスとITを繋ぐ人材の獲得・確保は多様化し、IT企業
や異業種からの流入が活発になっている。また、様々な人材が集まる組織として変革していく中で、人材の評価
制度、育成制度の見直しも急務である。

ユーザー企業自身が主体となって企画・設計など上流工程を進めると企業やそれらに携わる人材は、様 な々変
化に追いついていく必要がある。

IT人材個人へ
既存事業・業務の中、デジタルビジネスの取り込みや拡大は加速している。また、これまでの技術やスキルを

活かせる従来型の事業・業務もまだ豊富に存在する。今後、従来型の技術やスキルがいつまで通用するのだろう
か。

IT人材にスキルアップについて尋ねた結果、“新たなスキルを活かせる場がない”、“勉強の必要性を感じない”と
の回答があった。その背景には企業の事業変革への転換の遅さ、転換しても軌道に乗れず、スキル活用の幅が広
がらないことがある。IT人材には、今後も、現在と同じスキルがまだ通用するという認識があると考えられる。

常に自分自身の価値を向上し続ける機会を求めるため、“自己研鑚の獲得・拡充”、“自己を高める”場を獲得する
ため、自ら動いて変わろう。企業と一定の距離を保ち、“企業”や“人”との未来を変える関係を構築するべき、今こそ
動くタイミングではないか。
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２節　　「IT人材白書2020」のポイント

1.	 企業のIT人材を取り巻く変化

2019年度調査では、ユーザー企業のIT人材の“質”の不足感や内製化状況、IT企業の人材の“量”、“質”の過不足
感は、従業員規模により異なる傾向やスキル把握の方法に変化が見えた。2019年度の調査結果を過去の調査結
果と比較することより、ユーザー企業とIT企業のIT人材動向を分析していく。

ユーザー企業の1,001名以上でIT人材の“質”に対する不足感の顕著な高まり
～1,000名以下のユーザー企業の“質”の高まりは微増～

従業員規模別のIT人材の“質”に対する不足感を2018年度調査と比較すると、顕著な傾向としては、1,001名以
上のユーザー企業で「大幅に不足している」割合が48.3%となり、10.2ポイント上昇している（図表1-1-1）。

図表1-1-1	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

1,001名以上
（N=205）

301名以上1,000名
以下（N=249）

300名以下
（N=367）

0% 25% 50% 75% 100%

大幅に不足している やや不足している

特に不足はない 無回答

16.349.933.8

2.0
49.848.3

5.6
53.840.6

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=239）

301名以上1,000名
以下（N=346）

300名以下
（N=382）

5.0
56.938.1

0.67.854.337.3

2.417.552.128.0

2019年度 2018年度
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ユーザー企業のIT部門のIT業務は内製化の状況により範囲が異なる
～新事業（業務）の実施は事業部門等、他部門が担当～

ITに関する業務を担当している部門（部署）をユーザー企業に尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比較
した（図表1-1-2）。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「IT部門」が「全社ITの企
画」を担当している割合が85.5%と高くなっている。「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めてい
る」ユーザー企業では、「IT部門」が「社外向けウェブシステム開発・運用」、「社外向けウェブシステム基盤構
築・運用」、「データ分析などの高度化による情報活用」を担当している割合が高くなっている。

「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている」ユーザー企業は、顧客満足度を高めるため
ウェブシステムの担当・制作を強化している可能性がある。

図表1-1-2	 �ユーザー企業でITに関する業務を担当している部門（部署）【IT業務の内製化状況別】

IT部門 IT子会社、外部企業事業部門等、他部門 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

22.2

39.1

31.0

27.8

84.3

70.6

69.4

67.7

85.5

30.6

3.2
2.8

71.8

2.4
7.750.8

2.0
50.016.9

0.8
46.824.6

0.4
2.4

12.9

0.419.010.1

0.423.07.3

0.423.88.1

0.8
1.6
12.1

0.4
1.6

67.3

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

4.3
1.6

63.430.6

3.8
2.7

42.551.1

3.231.221.544.1

2.2
30.125.342.5

1.1
2.2

16.780.1

1.6
4.3

16.178.0

1.6
7.5

12.478.5

1.1
7.0

14.078.0

2.7
0.5

18.378.5

2.2
1.1

53.843.0

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

5.0
8.066.620.4

3.6
16.951.228.4

4.7
46.729.019.5

3.3
47.329.020.4

1.8
8.631.158.6

2.7
16.328.153.0

1.8
25.123.449.7

2.4
29.023.745.0

2.1
7.431.459.2

2.1
8.062.427.5

企画・設計など上流の内製化
を進めている（N=248）

プログラミング工程を含めた全体工程
の内製化を進めている（N=186）

進めていない（N=338）
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ユーザー企業での、上流の内製化の高まりは、DX推進と相関関係あり
～DXに取り組んでいる企業は、多様な価値観で中途採用を受け入れる～

ユーザー企業にIT業務の内製化状況を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。DXに取り組んで
いる企業は、「企画・設計などの上流の内製化」を進めている割合が41.9％と高い。DXに取り組んでいない企業
は内製化を「進めていない」割合が51.9％である（図表1-1-3）。

図表1-1-3	 ユーザー企業の社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況【DX取り組み別】

企画・設計など上流の内製化を進めている

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている

その他 進めていない 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

DXに取リ組んでいない（N=480）

DXに取り組んでいる（N=341）
0.8

51.94.620.821.9

1.5
26.15.325.241.9

図表1-1-4は、ユーザー企業にIT人材の獲得・確保を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。DX
に取り組んでいる企業は、「中途採用」や「新卒採用」、「他部門からの異動」を行っている割合が高いことが分
かる。

図表1-1-4	 ユーザー企業のIT人材の獲得・確保状況【DX取り組み別】

DXに取り組んでいない（N=438）DXに取り組んでいる（N=331）

0% 25% 50% 75%

その他

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者
（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材獲得

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

0.9
0.0

12.8
8.2

29.9
14.2

13.0
26.0

3.4
7.9

0.5
0.6

5.7
19.9

14.6
29.0

3.9
5.4

35.4
49.8

21.9
38.1
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ユーザー企業に自社の企業文化・風土を尋ねた結果をDX取り組み別に比較した。DXに取り組んでいる企業
は、「今後目指すべきビジョンや方向性が明確であり、従業員に周知されている」の割合が「よく当てはまる」、「あ
る程度当てはまる」を足すと75.4％であり、DXに取り組んでいない企業より16.4ポイント高い。また、「多様な価値
観を受け入れる／重んじる」、「果敢にリスクをとり、新しいことにチャレンジすることが尊重される（変革や挑戦
を好む）」の「よく当てはまる」の割合もDXに取り組んでいない企業よりやや高い。DXに取り組んでいる企業で
は、企業文化・風土が良好であり、DXの取り組みを加速させる要素のひとつと考えられる（図表1-1-5）。

図表1-1-5	 ユーザー企業の企業文化・風土【DX取り組み別】

ある程度当てはまる まったく当てはまらないよく当てはまる あまり当てはまらない 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

自社には他社とは違う
特徴（長所）がある

意思決定のスピードが早い

実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

果敢にリスクを取り、新しいことに
チャレンジすることが尊重される

（変革や挑戦を好む）

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている

4.726.727.330.510.9

11.746.332.89.1

4.142.846.66.5

3.532.646.017.9

4.151.934.69.4

2.9
37.551.38.2

3.537.248.410.9

4.740.242.212.9

8.539.938.113.5

0.9
13.849.635.8

2.3
22.353.422.0

0% 25% 50% 75% 100%

自社には他社とは違う
特徴（長所）がある

意思決定のスピードが早い

実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

果敢にリスクを取り、新しいことに
チャレンジすることが尊重される

（変革や挑戦を好む）

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている

1.3
17.944.025.611.3

10.445.235.09.4

8.143.341.57.1

5.227.749.217.9

9.453.132.15.4

6.345.243.35.2

6.040.646.76.7

5.248.140.06.7

9.248.134.68.1

2.3
16.759.821.3

9.831.347.511.5

DXに取り組んでいる（N=341） DXに取り組んでいない（N=480）
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IT人材の“量”、“質”は従業員規模100名以下で緩和、301名以上1000名以下で「大幅に不足」が増加
～従業員規模により急速に事業変化が起こっている最中～

従業員規模別のIT人材の“量”に対する過不足感を2018年度調査と比較すると、2019年度調査では、300名以
下のIT企業で「大幅に不足している」割合が低下している。31名以上100名以下のIT企業では11.0ポイント、30名
以下のIT企業では8.9ポイント低下している。一方で301名以上のIT企業では「大幅に不足している」割合が上昇
しており、特に301名以上1,000名以下のIT企業では9.3ポイント上昇している（図表1-1-6）。

図表1-1-6	 IT企業のIT人材の“量”に対する過不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=28）

301名以上1,000名
以下（N=71）

101名以上300名
以下（N=235）

31名以上100名
以下（N=370）

30名以下
（N=292）

71.428.6

2.8
59.238.0

0.4

0.0

5.169.425.1

6.871.122.2

10.360.629.1

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=44）

301名以上1,000名
以下（N=122）

101名以上300名
以下（N=322）

31名以上100名
以下（N=452）

30名以下
（N=266）

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）

無回答

2.3
0.0

11.463.622.7

0.8
0.8
5.763.928.7

0.6
0.6
5.665.527.6

0.4
0.0
5.860.633.2

0.4
0.4
10.950.438.0

2019年度 2018年度
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IT企業に現在実施している事業を尋ねた結果について、従業員規模が100名以下のIT企業で実施している割
合が上位3位までの事業を抜粋して、2018年度調査と比較した（図表1-1-7）。30名以下のIT企業では、「技術者
等の人材派遣、提供」が42.8%となり、8.3ポイント減少している。30名以下のIT企業における「技術者等の人材
派遣、提供」の割合の低下は、図表1-1-6で示した30名以下のIT企業におけるIT人材の“量”が「大幅に不足してい
る」割合の低下と関連している可能性がある。

図表1-1-7	 �IT企業が現在実施している事業の上位3位まで（従業員規模別）	
【2019年度調査と2018年度調査】1

2019年度
0% 25% 50% 75% 100%

30 名以下（N=292） 31名以上100 名以下（N=367）

101名以上 300 名以下（N=231） 301名以上1,000 名以下（N=69）

1,001名以上（N=26）

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

システム受託開発

65.4

53.8

88.5

56.5

59.4

92.8

45.5

55.0

86.6

31.9

62.4

84.2

33.6

42.8

78.8

2018年度
0% 25% 50% 75% 100%

30 名以下（N=266） 31名以上100 名以下（N=450）

101名以上 300 名以下（N=320） 301名以上1,000 名以下（N=120）

1,001名以上（N=44）

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

システム受託開発

59.1

47.7

86.4

54.2

60.8

88.3

47.8

60.3

83.8

41.1

63.8

87.8

38.0

51.1

78.6

1―当てはまるすべての選択肢を回答可能。掲載している項目は抜粋
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従業員規模別のIT人材の“質”に対する不足感を2018年度調査と比較すると、2019年度調査では、100名以下の
IT企業で「大幅に不足している」割合が低下している。31名以上100名以下のIT企業では6.6ポイント低下してい
る。一方で101名以上のIT企業では「大幅に不足している」割合が上昇しており、特に301名以上1,000名以下のIT
企業では5.9ポイント上昇している（図表1-1-8）。

図表1-1-8	 IT企業のIT人材の“質”に対する不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

1,001名以上
（N=28）

301名以上1,000名
以下（N=71）

101名以上300名
以下（N=235）

31名以上100名
以下（N=370）

30名以下
（N=292）

0% 25% 50% 75% 100%

3.671.425.0

2.8
63.433.8

5.165.529.4

5.967.326.8

14.454.830.8

1,001名以上
（N=44）

301名以上1,000名
以下（N=122）

101名以上300名
以下（N=322）

31名以上100名
以下（N=452）

30名以下
（N=266）

0% 25% 50% 75% 100%

大幅に不足している やや不足している

特に不足はない 無回答

2.39.165.922.7

0.86.664.827.9

0.97.163.028.9

0.45.360.833.4

0.410.953.035.7

2019年度 2018年度
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IT企業は、ビジネスエリアの拡大によりスキルの幅が拡がる
～スキル把握には「自社の独自基準」利用が増加、評価制度の強化を図るか～

IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものの割合の上位5位を従業員規模別に集計し、2018年
度調査と比較したものである。従業員規模にかかわらず「自社の独自基準」を利用している割合が上昇している。
その一方、「自社の独自基準」以外については、従業員規模にかかわらず軒並み利用している割合が低くなって
いる（図表1-1-9）。

DXの取り組みなどによるビジネスエリアの拡大により、IT企業がIT人材に求めるスキルの枠が拡がっているこ
とが想定される。また、スキルの多様化で、評価の対象とするスキルが決められない状況もあり、そのような要因
から「自社の独自基準」の割合が高くなっている可能性がある。

図表1-1-9	 �IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの（従業員規模別）	
【2019年度調査と2018年度調査】2　その他、無回答を除く

30 名以下 (N=292) 31 名以上 100 名以下 (N=370)

101 名以上 300 名以下 (N=235)

301 名以上 1,000 名以下 (N=71) 1,001 名以上 (N=28)

30 名以下 (N=249) 31 名以上 100 名以下 (N=435)

101 名以上 300 名以下 (N=309)

301 名以上 1,000 名以下 (N=120) 1,001 名以上 (N=42)

I
T
ス
キ
ル
標
準

 (

I
T
S
S/

I
T
S
S+)

教
育
訓
練
講
座・プ
ロ
グ
ラ
ム

（
大
学・民
間
等
）の
受
講・履
修

情
報
処
理
技
術
者
試
験

以
外
の
試
験
、資
格

情
報
処
理
技
術
者
試
験

自
社
の
独
自
基
準

100%

0%

25%

50%

75% 71.4

63.4
66.0

69.5
71.9

50.0

17.9

67.9

39.4

16.9

53.5

80.3

24.7

12.8

48.9

73.2

18.9
16.8

38.6

70.0

9.2
7.2

25.3

45.5

75.0

I
T
ス
キ
ル
標
準

 (

I
T
S
S/

I
T
S
S+)

教
育
訓
練
講
座・プ
ロ
グ
ラ
ム

（
大
学・民
間
等
）の
受
講・履
修

情
報
処
理
技
術
者
試
験

以
外
の
試
験
、資
格

情
報
処
理
技
術
者
試
験

自
社
の
独
自
基
準

100%

0%

25%

50%

75%

52.4

21.4

66.7

83.3

50.0

38.3

19.2

55.8

80.8

51.7

31.4

20.4

48.5

76.4

59.2

26.7

16.8

43.2

73.1

56.8

15.715.7

32.9

57.0

60.6

2019年度 2018年度

2―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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2.	DX推進に向けて

昨今、デジタル技術を活用してビジネスの創出・変革を高める取り組みとして、DXの取り組みが大きな課題と
なっている。こうした課題を踏まえ、DXの取り組み状況を分析する。

回答企業の４割強がDXに取り組んでおり、従業員規模により格差が生じている
～従業員規模1001名以上では、77.6％がDXに取り組んでいる～

DXへの取り組み状について回答した結果3を従業員規模別に示す（図表1-1-10）。回答企業の全体では、「全
社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んで
いる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」を合わせると4割強の企業がDXへの取り組みを実施して
いる。従業員規模別に見ると、従業員規模1,001名以上の77.6％がDXに取り組んでいる4が、従業員規模100名以
下ではDXに取り組んでいる企業が3割弱となった。従業員規模によりDXへの取り組みに差が見られる。

図表1-1-10	 DXへの取り組み状況【従業員規模別】

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる

取り組んでいない 無回答分からない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=290）

301名以上1,000名以下（N=346）

101名以上300名以下（N=436）

100名以下（N=912）

全体（N=1,984）

0.03.419.016.631.729.3

0.010.440.519.419.710.1

0.014.250.013.115.67.1

0.112.158.711.38.39.5

0.111.047.813.915.312.0

3―�ユーザー企業のIT部門またはIT企業の人事部門からの回答と、デジタルビジネス推進部門からの回答が、同一企業からの回答である場合は、ユーザー
企業のIT部門またはIT企業の人事部門からの回答は除外した

4―�DXに取り組んでいる企業は、DXの取り組みを「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに
取り組んでいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業を示す
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DX取り組み状況5を回答企業の業種別に示す。業種により回答企業数の偏りがあるが、回答数の多い製造業
と情報通信業を従業員規模別で見たところ従業員規模301名以上の情報通信業及び1,001名以上の製造業にお
いてDXに取り組んでいる割合が7割台半ばから9割台半ばとなった（図表1-1-11）。

図表1-1-11	 ＤＸ取り組み状況6【業種別】　無回答を除く

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

生活関連サービス業，娯楽業（N=11）

宿泊業，飲食サービス業（N=11）

電気・ガス・熱供給・水道業（N=11）

不動産業，物品賃貸業（N=25）

建設業（N=38）

金融業，保険業（N=47）

運輸業，郵便業（N=49）

サービス業（他に分類されない） （N=64）

学術研究，専門・技術サービス業（N=105）

卸売業，小売業（N=159）

製造業（N=355）

情報通信業（N=1,103）

全体（N=1,983）

72.727.3

81.818.2

18.281.8

64.036.0

50.050.0

40.459.6

55.144.9

67.232.8

46.753.3

59.740.3

53.546.5

62.237.8

58.841.2

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=105）

301名以上1,000名以下
（N=108）

300名以下（N=142）

全体（N=355）

20.080.0

59.340.7

73.926.1

53.546.5

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=41）

301名以上1,000名以下
（N=95）

300名以下（N=967）

全体（N=1,103）

2.4
97.6

24.275.8

68.531.5

62.237.8

製造業 情報通信業

5―�DXに取り組んでいる企業は、DXの取り組みを「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに
取り組んでいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業、DXに取り組んでいない企業は、「取り組んでいない」、「分から
ない」と回答した企業を示す

6―�回答数が10以下の業種は除いた
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デジタルビジネス推進企業のDX専門部署は、全社のコントロールタワーの役割を担う
～DX遂行当事者としてだけではなく社内連携部署の支援役となり、DX推進を加速させる～

「専門部署がある」と回答したデジタルビジネス推進企業に、DXの推進やデジタルビジネス強化に取り組む専
門部署の機能を尋ねた結果を示す（図表1-1-12）。

DX専門部署を置いている企業では、DX遂行当事者としての役割と、社内関連部署の支援役（伴走者）という
役割に加え、「DXに関する全社戦略の立案」、「DXに関する戦略や目標の社内関連部署への指示」、「DXに関
する他社等との連携の推進」といった、全社のコントロールタワー的な役割も担っている。

図表1-1-12	 デジタルビジネス推進企業でDXの推進やデジタルビジネス強化に取り組む専門部署の機能

0% 25% 50% 75% 100%

N=104その他

DXに関する社内関連部署の支援・サポート

DXに関する自社内での取り組みの実施

DXに関する他社等との連携の推進

DXに関する戦略や目標の
社内関連部署への指示

DXに関する全社戦略の立案

7.7

69.2

76.0

72.1

55.8

64.4

デジタルビジネス推進企業は47.6％が全社戦略に基づき、全社的にDXを実施
～全社戦略はDX推進の要、DX成果を呼び込む～

デジタルビジネス推進企業に、DX取り組み状況を尋ねた結果を示す（図表1-1-13）。
「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」が47.6％、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDX

に取り組んでいる」が32.4％、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」が20％である。
デジタルビジネス推進企業に、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた結果を、DXへの取り組

み状況別に比較7する。DXやデジタルビジネスのすべての取り組み内容において、「全社戦略に基づいて全社的
にDXに取り組んでいる」企業で、「成果あり」の割合が高くなっている（図表1-1-13）。

7―DX取り組み状況別に見ると回答数が少なくなることに留意
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図表1-1-13	 �デジタルビジネス推進企業の取り組み状況／DXやデジタルビジネスの取り組み内容・成果【DXへの
取り組み状況別】8　

全社戦略に基づき、全社的に
DXに取り組んでいる
全社戦略に基づき、一部の部門に
おいてDXに取り組んでいる
部署ごとに独自、個別にDXに
取り組んでいる

0% 25% 50% 75% 100%

20.032.447.6

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

42.0

30.7

46.6

55.7

71.6

6.8
51.1

10.2
59.1

5.7
47.7

3.4
40.9

3.4
25.0

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

13.378.38.3

71.713.3

6.7
73.320.0

6.7
78.315.0

5.0
55.040.0

15.0

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

21.6

16.2

21.6

27.0

27.0

5.4
73.0

16.267.6

8.1
70.3

18.954.1

5.4
67.6

デジタルビジネス推進企業における取り組み状況（N=185）

全社戦略に基づき、全社的に
DXに取り組んでいる（N=88）

全社戦略に基づき、一部部門に
おいてDXに取り組んでいる（N=60）

部署ごとに独自、個別にDX
に取り組んでいる（N=37）

連携先とのWin-Win関係、DX人材の社外から獲得がDX取り組みに成果をもたらす
～危機感の浸透や変革に対する社内の抵抗、社内人材の育成はDX取り組みの課題～

デジタルビジネス推進企業にDXに対応する上での課題を尋ねた結果について、全体平均185社の割合との差
を表したものである（図表1-1-14）。グラフ上で0より左側に伸びている課題は選択された割合が全体平均より低い
ことを、右側に伸びている課題は選択された割合が全体平均より高いことを示している。

「成果なし・取り組んでいない」デジタルビジネス推進企業では“内向き問題”（危機感の浸透や変革に対する
社内の抵抗、社内人材の育成など）を課題とするケースが多いが、「成果あり」と回答しているデジタルビジネス
推進企業においては“外向き問題“（連携先とのWin-Win関係、DX人材の社外からの獲得）が多く見られるのが
特徴といえる。また、既存システムの改修負担、プロジェクト開始時のリスクテイク判断を課題としているのも「成
果あり」と回答しているデジタルビジネス推進企業の特徴であり、DXを実際に推進することにより切実に実感し
ている様子がうかがえる。

8―�「既に十分な成果が出ている」と「既にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果あり」として集計している。「今後
の成果が見込まれている」と「まだ見通しは分からない」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果なし」として集計している
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図表1-1-14	 デジタルビジネス推進企業がDXに対応する上での課題【DX取り組み内容と成果別】9

新規製品・サービスの創出（N=61）

業務の効率化による生産性向上（N=97）

既存製品・サービスの高付加価値化（N=68）

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=50）

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=41）

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

DXを推進するための既存の情報システムの
改修の負担が大きい

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXを担う能力のある人材が、
社外から獲得できない

DXを担う能力のある人材が、
社内で育成できない

成果が挙がらないプロジェクトの
中止・撤退の判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの
判断が難しい

DXの推進に向けて様々な取り組みを行って
いるものの、なかなか成果・収益があがらない

連携先との間でWin-Winの関係を
維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

0.4
0.22

0.15
0.18

0.34

-0.13
-0.2
-0.23

-0.04
0.05

-0.12
0.29

-0.28
-0.03

0.04

0.6
0.22

0.39
0.25

-0.02

-0.26
-0.48

-0.35
-0.26

-0.13

-0.72
-0.65

0.4
0.05
0.03

0.23
0.25

0.85
0.21
0.17

-0.12
-0.16
-0.07
-0.08

0.03

0.32
0.61

0.3
0.75

0.23

0.48
-0.1

0.21
-0.46

0.27
-0.11

-0.37
-0.39

-0.24
-0.16

-0.66
-0.32
-0.36
-0.38

-0.22

新規製品・サービスの創出（N=124）

業務の効率化による生産性向上（N=88）

既存製品・サービスの高付加価値化（N=117）

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=135）

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=144）

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

-0.15
-0.06
-0.07
-0.1

-0.38

0.05
0.06
0.11

0.02
-0.05

0.04
-0.08

0.14
0.02

-0.05

-0.22
-0.06

-0.19
-0.15

0.02

0.1
0.14
0.17
0.15
0.14

0.26
0.19

-0.2
-0.03
-0.03

-0.09
-0.07

-0.42
-0.12
-0.18

0.05
0.05
0.04
0.05

-0.04

-0.12
-0.17
-0.15

-0.44
-0.25

-0.18
0.03

-0.1
0.26

-0.3

0.04
0.1
0.19
0.14
0.18

0.25
0.09
0.18
0.22
0.24

成果あり 成果なし・取り組んでいない

9―�����グラフの数値は、「企業群別のそれぞれの課題選択割合÷それぞれの課題選択における全体平均割合-1」で算出。既に十分な成果が出ている」と「既
にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果あり」として集計している。「今後の成果が見込まれている」、「まだ見
通しは分からない」、「取り組んでいない」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果なし・取り組んでいない」として集計している。回答数に留
意が必要である
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成果の功績を掲げ、企業文化・風土を高め、選ばれる企業になる
～「チャレンジ」、「多様な価値観」、「仕事を楽しむ」は、新規製品・サービス創出に効果あり～

デジタルビジネス推進企業に、企業文化・風土を尋ねた結果を、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果
別に比較する（図表1-1-15）。「成果あり」の企業とそれ以外の企業では、「リスクを取り、チャレンジ」、「多様な
価値観受容」、「仕事を楽しむ」、「意思決定のスピード」の差が大きい。

図表1-1-15	 デジタルビジネス推進企業の企業文化・風土【DX取り組み内容と成果別】10,11

新製品・サービスの創出（N=61)

既存製品・サービスの高付加価値化（N=68)

業務の効率化による生産性の向上（N=97)

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=50)

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=41)

0% 25% 50% 75% 100%

その他

意思決定のスピード

実力主義

個人裁量が大きい

仕事を楽しむ

成長・助け合う土壌

社内の風通しがよい

多様な価値観受容

リスクを取り、チャレンジ

社会や顧客への貢献意識

ビジョンが明確で、周知徹底

74.0
78.0

67.2
69.1

64.9

78.0
80.5

72.1
72.1

60.8

74.0
75.6
73.8

64.7
58.8

80.0
80.5
82.0
82.4

67.0

74.0
80.5

75.4
72.1

57.7

88.0
80.5
78.7
83.8

80.4

90.0
82.9
83.6
88.2

78.4

92.0
92.782.0

85.3
74.2

88.0
85.4

78.7
79.4

69.1

94.0
90.2
91.8
91.2
91.8

94.0
82.9

91.8
91.2
91.8

新製品・サービスの創出（N=124)

既存製品・サービスの高付加価値化（N=117)

業務の効率化による生産性の向上（N=88)

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=135)

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=144)

0% 25% 50% 75% 100%

48.9
49.3
50.0
47.9
45.5

37.8
39.6
37.1
35.0
35.2

49.6
50.7
47.6
51.3
53.4

61.5
62.5

58.9
57.3

65.9

44.4
44.4

41.1
41.0
46.6

65.2
68.8
67.7

64.1
61.4

66.7
70.1
67.7

64.1
67.0

57.0
59.0
58.9

55.6
58.0

51.1
54.2
52.4
50.4
52.3

87.4
88.9
87.9
88.0
86.4

73.3
77.8

72.6
71.8

64.8

成果あり 成果なし・取り組んでいない

10―�「既に十分な成果が出ている」と「既にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果あり」として集計している。「今
後の成果が見込まれている」、「まだ見通しは分からない」、「取り組んでいない」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果なし・取り組んで
いない」として集計している。回答数に留意が必要である

11―選択肢は略称した。選択肢の詳細は図表3-3-25を参照
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3.	スキルアップ意欲と活かす場

先端IT分野の知識やスキルが求められる業務を担当しているかどうかを尋ね、当てはまる人材を「先端IT従
事者」とした。学び直しの実態をそれ以外の人材（先端IT非従事者）との比較を行った。

先端IT従事者は「業務が忙しい」、先端IT非従事者は「勉強の必要性をあまり感じない」と課題に差異がある
～スキルを活かす場こそ“人”のやる気を上げる～

先端IT従事者と先端IT非従事者の双方に対して、先端的なIT領域12のスキルの習得状況や今後の予定を尋ね
たところ、先端IT非従事者については、いずれの項目についても「習得する予定はない」という回答が9割近くに
上る結果となった（図表1-1-16）。

現時点では、先端IT非従事者の多くは、先端的なIT領域のスキル習得に対して消極的であると考えられる。

図表1-1-16	 先端IT従事者と先端IT非従事者の先端的なIT領域のスキルの習得状況や今後の予定

これから習得する予定である

ある程度習得している

習得する予定はない

これから習得する予定である

ある程度習得している

習得する予定はない

0% 25% 50% 75% 100%

5G（N=500）

自動運転／MaaS（N=500）

ブロックチェーン（N=500）

AR／VR（N=500）

アジャイル開発／DevOps（N=500）

デジタルビジネス／X-Tech（N=500）

IoT（Internet of Things）（N=500）

AI・人工知能（N=500）

データサイエンス（N=500）

45.632.022.4

52.027.220.8

53.827.418.8

47.630.422.0

48.223.028.8

49.231.219.6

25.628.246.2

23.441.235.4

33.424.642.0

0% 25% 50% 75% 100%

0.8

0.8

1.0

0.6

1.4

0.8

1.2

1.6

0.6

8.6

5.2

4.6

6.8

5.6

6.8

11.6

11.6

7.4

90.6

94.0

94.4

92.6

93.0

92.4

87.2

86.8

92.0

先端IT従事者 先端IT非従事者

12―�データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス／X-Tech、アジャイル開発／DevOps、AR／VR、ブロックチェーン、自動運転／MaaS、
5G
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スキルアップに関しては、IT人材のほとんどを占める先端IT非従事者は、先端IT従事者に比べ、時間も費用も
かけていないことがわかった。

自主的な勉強の状況に関しては、「業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない」と答えた割合は、先端IT非
従事者では51.6%と半数以上を占めたのに対し、先端IT従事者では26.2％だった（図表1-1-17）。

図表1-1-17	 先端IT従事者と先端IT非従事者の自主的な勉強の状況

業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない

業務上必要な内容があれば、業務外（職場以外）でも勉強する

業務で必要かどうかにかかわらず、自主的に勉強している

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

16.032.451.6

20.653.226.2

スキルアップの月当たりの自己負担額については、「ほとんどお金をかけない」と答えた割合が、先端IT非従事
者では71%と7割以上に上ったのに対し、先端IT従事者では36％だった（図表1-1-18）。平均値で見ると、先端IT
非従事者では3,920円だったのに対し、先端IT従事者では12,780円だった。

図表1-1-18	 先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップの自己負担額

ほとんどお金をかけない

5千円以上1万円未満

5万円以上10万円未満

5千円未満

1万円以上5万円未満

10万円以上

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

1.2
0.6
4.85.417.071.0

3.03.816.022.019.236.0
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「ITやデジタル関連のスキルアップに向けた勉強に関する課題」について尋ね、先端IT従事者と先端IT非従
事者の回答を比較した（図表1-1-19）。先端IT非従事者で最も多かった回答は「勉強の必要性を感じない（現在
のスキルで十分だと思うから）」だったのに対し、先端IT従事者で最も多かった回答は「業務が忙しく、勉強時間
が確保できない」であり、差異がみられた。

また、「新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない」という回答は、先端IT従事者と先端IT非従事者の
双方に多くみられた。

図表1-1-19	 先端IT従事者と先端IT非従事者のITやデジタル関連のスキルアップに向けた勉強に関する課題

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50%

その他

どのように勉強したらよいかがわからない

何を勉強したらよいかが具体的にわからない

家事や育児等で忙しく、勉強時間が確保できない

勉強を始めても長続きしない

勉強の必要性をあまり感じない
（会社側から特に求められないから）

勉強に必要な費用が確保できない

勉強の必要性はわかるが、意欲がわかない

勉強の必要性をあまり感じない
（現在のスキルで十分だと思うから）

新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない

業務が忙しく、勉強時間が確保できない

2.0
2.0

12.0
6.0

11.8
9.6

9.8
18.4

11.6
17.4

17.6
15.4

15.6
19.6

18.0
22.0

26.2
13.8

23.2
28.2

23.8
40.0
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「自分のやりたいこと」や「クリエイティブな仕事をしたい」先端IT従事者
～自分が望む仕事ができる企業を追い求める～

「転職の理由」について、転職経験者に尋ねた。先端IT従事者と先端IT非従事者を比較して、最も差異が大き
かった回答は「クリエイティブな仕事ができない」だった。先端IT従事者では17.9％なのに対し、先端IT非従事者
では8.3％であった。次いで「先端的な仕事ができない」が続いている（図表1-1-20）。

図表1-1-20	 先端IT従事者と先端IT非従事者の転職の理由

先端 IT 非従事者（N=327）先端 IT 従事者（N=319）

0% 25% 50%

その他

先端的な仕事ができなかったから

上司以外の人間関係に不満があったから

クリエイティブな仕事ができなかったから

もっと自由な働き方を実現したかったから

もっとスキルアップしたかったから

勤務先の企業の社風が合わなかったから

上司に不満があったから

労働時間が長かったから

自分のやりたい仕事ができなかったから

給与を上げたかったから

6.4
4.4

3.7
13.2

8.6
13.2

8.3
17.9

14.1
14.7

15.6
17.9

18.7
16.0

17.7
17.9

19.6
20.4

25.4
34.8

37.6
34.5
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4.	選ばれる企業、自分の価値を高めるために

企業の方向性と個人のあるべき姿を描こう
～ビジネス、エンジニアリング、マネジメントを通じて選ばれる“企業”と“人”になる～

「デジタル化がもたらす第４次産業革命が進む中で、企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていない」とい
う本質的な課題を解決するための方向性としては、企業と個人の新たな関係性の構築と、IT人材の適材適所化
を行うことが必要となる。ビジネス（経営、事業）、エンジニアリング（技術）、マネジメント（人、組織）の三位一体
で革新を行い、企業の方向性と個人のあるべき姿を描いていくことが求められる。あるべき姿を明らかにしたうえ
で、その実現につながるような、企業の具体的な施策、IT人材個人の取り組みを行っていくことが必要である。

図表1-1-21	 	DXに対応する人材に関する課題解決の方向性

＜課題解決の方向性＞
企業と個人の新たな関係の構築とIT人材の適材適所化

三位一体での
革新

ビジネス

三位一体での

ビジネスビジネス
（経営、事業） エンジニアリングエンジニアリングエンジニアリング

（技術）

マネジメントマネジメントマネジメント
（人、組織）

＜具体施策︓
IT人材個人＞

・人生100年時代を踏まえた
柔軟なキャリア形成
・自身の市場価値の見える化、
ポ－タビリティ化

↓
企業に依存せず、常に自らの価
値を向上し続ける取組み

＜具体施策︓企業＞

・めざすデジタル経営の姿や長期事業ビジョ
ンの明示
・そのために必要な人材プロファイルの明示
・能力を正当に評価し処遇する仕組み作り
や、リスクにチャレンジする組織文化の醸
成
・新技術の積極的な採用による業務生産
性向上や継続的にスキルアップできる
“場”の提供
・デジタルな社風の定着と全社員のリテラ
シー向上（デジタルミドル層の拡大)

↓
デジタル時代に選ばれる企業
になるための事業/組織改革

＜本質的課題＞
デジタル化がもたらす第4次産業革命が進む中で、産業構造や消費者行動・考え方が
大きく変化しているにも関わらず、企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていない
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第2章 わが国のIT人材の全体像

1.	 情報サービス産業1における雇用の動向

図表1-2-1の日本銀行「企業短期経済観測調査」（日銀短観）によれば、雇用人員は、全産業で見ると2013年3月
よりマイナスになり「不足」が継続している。情報サービス業は、2012年3月より雇用人員はマイナスが継続してい
る。また、全産業と比較するとより「不足」に向かっている。

図表1-2-1	 情報サービス業と全産業の雇用判断（日本銀行「企業短期経済観測調査」を基に作成）2
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1―�本白書では、日本標準産業分類（平成19年11月改定）の「情報通信業」の中分類「情報サービス業」および中分類「インターネット附随サービス業」
に基づく業種と定義する

2―雇用人員（「過剰」－「不足」）は、日銀短観の判断項目
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2.	わが国の IT人材総数の推計

（1）IT企業（IT提供側）のIT人材推計結果
2019年度調査結果に基づき、IT人材の総数を推計した。推計値ではあるが、わが国のIT人材育成施策の前提

となる基盤情報として位置付けることができる。
2019年度調査結果に基づくIT企業（IT提供側）のIT人材の推計は図表1-2-2の通りとなる。

図表1-2-2	 IT企業（IT提供側）のIT人材数推計結果3

民間企業データベース登録データより 本調査結果
業種細分類名称 企業数 従業員数 IT人材推計

受託開発ソフトウェア業 17,679 877,711 649,479 
パッケージソフトウェア業 759 77,091 52,397 
組込みソフトウェア業 1,939 60,290 40,973 
情報処理サービス業 2,524 218,417 144,131 
電子計算機製造業 414 25,625 7,037 
情報記録物製造業 601 14,789 4,057 
電気機械器具卸売業 7,772 221,585 60,926 

合　　　計 31,688 1,495,508 959,000 

2019年度調査に基づき、IT企業のIT人材の構成比を用いて、IT人材の職種4とIT人材レベル5 別のIT人材を推
計すると図表1-2-3の通りとなる。

図表1-2-3	 IT企業（IT提供側）のIT人材の職種・レベル別推計結果

IT人材の	
割合

社内・業界
をリード
する人材

指導者・
リーダー

自立して
業務を遂行
できる人材

指導や補助
が必要な
人材

合　計

自社の事業企画 4.1% 2,045 9,987 18,126 9,161 39,319
コンサルタントなど 6.7% 3,341 16,320 29,621 14,971 64,253
プロジェクトマネージャ 19.6% 9,774 47,743 86,651 43,796 187,964
システムアーキテクト 7.3% 3,640 17,782 32,273 16,312 70,007
インフラ系技術者 8.9% 4,438 21,679 39,347 19,887 85,351
アプリ系技術者 38.0% 18,950 92,563 167,998 84,910 364,420
運用系サービス技術者 9.2% 4,588 22,410 40,673 20,557 88,228
データ分析やAI等、新規事業を担う技術者 1.3% 12,467 12,467
その他（教育（EDU＝エデュケーション）、	
コンテンツサービス系技術者、	
情報セキュリティ専門技術者	
（問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御な
ど）等）

4.9% 46,991 46,991

3―推計IT人材数の合計は百の単位を切り捨て表示
4―職種はITスキル標準に定義された職種などを用いた
5―共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF)などで定義したレベルを用いた
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（2）ユーザー企業（IT利用側）のIT人材推計結果
2019年度調査結果に基づくユーザー企業（IT利用側）のIT人材の推計数は29万人となった（図表1-2-4）。 

総従業員数が多い業種（1位～3位）は、業種・従業員数別に平均を求めたIT人材率を用いて推計を行った。その
他の業種は、一律して従業員規模別に平均を求めたIT人材率を用いて推計した。

図表1-2-4	 ユーザー企業（IT利用側）のIT人材数推計結果

IT人材推計数

業種 従業員101～
300名の企業

従業員301～
1,000名の企業

従業員
1,001名以上の企業

IT人材推計
合計

製造業 31,176 15,220 30,313 76,709
医療，福祉 4,938 4,182 4,621 13,741
卸売業，小売業 27,525 12,086 4,493 44,104
建設業	
電気・ガス・熱供給・水道業	
情報通信業＊	
運輸業，郵便業	
金融業，保険業	
不動産業，物品賃貸業	
学術研究，専門・技術サービス業	
宿泊業，飲食サービス業	
生活関連サービス業，娯楽業	
教育，学習支援業	
複合サービス事業	
サービス業

69,377 39,561 50,507 159,446

133,016 71,049 89,935 294,000
　　＊IT企業（IT提供側は除く）
　　※情報システム部門のIT人材推計（IT子会社のIT人材はIT企業側に含む）
　　　農業・林業、漁業、鉱業・採石業・砂利採取業、公務を除いた
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図表1-2-5	 ユーザー企業（IT利用側）の従業員数

業種
従業員101～
300名の企業
の従業員数

従業員301～
1,000名の企業
の従業員数

従業員1,001名
以上の企業	
の従業員数

総従業員数	
合計

従業員
数上位

農業，林業 10,385 7,410 3,160 20,955
漁業 4,157 4,157
鉱業，採石業，砂利採取業 2,546 3,964 1,223 7,733
建設業 229,996 209,270 356,670 795,936
製造業 1,201,080 1,172,762 2,528,120 4,901,962 1位
電気・ガス・熱供給・水道業 13,308 14,780 137,915 166,003
情報通信業 106,607 94,049 228,949 429,605
運輸業，郵便業 469,183 353,749 819,124 1,642,056
卸売業，小売業 766,583 758,043 932,380 2,457,006 3位
金融業，保険業 86,578 152,220 902,992 1,141,790
不動産業，物品賃貸業 119,308 128,700 185,463 433,471
学術研究，専門・技術サービス業 175,959 185,361 237,593 598,913
宿泊業，飲食サービス業 128,228 119,000 127,754 374,982
生活関連サービス業，娯楽業 132,649 103,559 121,795 358,003
教育，学習支援業 138,715 159,338 306,529 604,582
医療，福祉 989,583 838,450 926,225 2,754,258 2位
複合サービス事業 64,355 112,982 244,830 422,167
サービス業（他に分類されない） 373,763 412,211 576,914 1,362,888
公務（他に分類されるものを除く） 114,305 271,853 2,032,717 2,418,875

　　注：「従業員数上位」の項目はIT人材数推計の対象となる業種のみの順位を表す

図表1-2-6	 ユーザー企業（IT利用側）のIT人材率

IT人材率

業種 従業員101～300名
の企業の従業員数

従業員301～1,000名
の企業の従業員数

従業員1,001名以上
の企業の従業員数

製造業 2.6% 1.3% 1.2%
医療・福祉 0.5% 0.5% 0.5%
卸売業，小売業 3.6% 1.6% 0.5%
建設業	
電気・ガス・熱供給・水道業	
情報通信業	
運輸業，郵便業	
金融業，保険業	
不動産業，物品賃貸業	
学術研究，専門・技術サービス業	
宿泊業，飲食サービス業	
生活関連サービス業，娯楽業	
教育，学習支援業	
複合サービス事業	
サービス業

3.2% 1.7% 0.8%
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2019年度調査に基づき、ユーザー企業のIT人材の構成比を用いて、IT人材の職種6とIT人材レベル7別のIT人
材を推計すると図表1-2-7の通りとなる。

図表1-2-7	 ユーザー企業（IT利用側）のIT人材の職種・レベル別推計結果

IT人材
の割合

社内・業界を
リードする人材

指導者・
リーダー

自立して業務を
遂行できる人材

指導や補助が	
必要な人材 合　計

IT戦略策定・IT企画	
（ストラテジスト） 9.9% 2,037 5,763 13,010 8,295 29,106

IT投資案件のマネジメント
（プロジェクトマネージャ） 20.1% 4,137 11,701 26,415 16,842 59,094

社内業務プロセス・設計 14.2% 2,922 8,266 18,661 11,898 41,748
社内IT基盤設計	
（システムアーキテクト） 10.9% 2,243 6,345 14,325 9,133 32,046

社内システム導入・開発・保守
（テクニカルスペシャリスト） 21.3% 4,384 12,399 27,992 17,847 62,622

社内システム運用管理	
（サービスマネージャ） 15.0% 3,087 8,732 19,713 12,569 44,100

データ分析やAI等、新規事業を
担う技術者 2.1% 6,174 6,174

その他（社内IT人材の育成、	
情報セキュリティ専門技術者
（問題切分け、ログ分析、攻撃
検知、防御など）等）

6.5% 19,110 19,110

3.	 IT人材の総数推計

2019年度調査結果に基づき、国内IT人材の総数を算出すると図表1-2-8の通りになる。

図表1-2-8	 IT人材の総数推計

IT人材区分 2019年度推計
IT企業IT人材（IT提供側） 959,000
ユーザー企業IT人材（IT利用側） 294,000
IT人材数合計 1,253,000

6―職種は共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF）などで定義された職種などを用いた
7―共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF）などで定義したレベルを用いた
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第3章 IT人材白書2020調査事業概要

　この章では、2019年度に実施した「IT人材動向調査」、「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と
役割のあり方に関する調査」の概要を掲載する。

1.	 実施調査概要

図表1-3-1	 2019年度調査概要

（1）IT人材動向調査（IT企業／ユーザー企業／デジタルビジネス推進部門）
（2）DX取り組みに対する事例調査
（3）学び直し・人材流動に関する意識調査（先端IT従事者／先端IT非従事者）
（4）学び直しに関する調査（IT 企業インタビュー）
（5）人材流動に関する調査（転職エージェント・ユーザー企業インタビュー）

（1）IT人材動向調査（IT企業/ユーザー企業/デジタルビジネス推進部門向け）
「IT人材動向調査」は、IT企業、ユーザー企業、デジタルビジネス推進部門を有する企業を対象として実施し
た。以下の調査対象企業にアンケート協力の依頼状を郵送で送付した。回答はウェブサイト経由での回答、調査
票のアップロードによる回答、メールへの調査票添付による回答、FAX回答のいずれかの方法で得た。

図表1-3-2	 「IT人材動向調査」の概要1

調査方法 ウェブアンケート調査等

調査期間 2020年1月24日～2020年3月2日

調査対象 回収率

IT企業向け ・業界団体（JISA、JUAS、CSAJ、JEITA）の会員企業
・地域の業界団体の会員企業
・民間データベース登録企業（情報・通信に分類される企業）

996社／3,000社
33.2％

ユーザー企業向け ・業界団体（JUAS、JEITA）の会員企業
・地域の業界団体の会員企業
・民間データベース登録企業（情報システム部門）

821社／3,000社
27.4％

デジタルビジネス推進部門向け ・業界団体（JISA、JUAS、CSAJ、JEITA）の会員企業
・その他の業界団体の会員企業
・民間データベース登録企業
・デジタルビジネス推進部門を有する企業

227社／1,000社
22.7％

1―各団体略称の正式名称は、巻末資料「調査協力機関・団体等一覧」（P.202）に掲載している
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デジタルビジネス推進部門向けの調査対象は、業界団体の会員企業、民間データベース登録企業などより抽出
し以下のような方法で行なった。

デジタルビジネス推進部門向けの調査対象の企業で、デジタルビジネスを推進している部署を設置している企
業をランダムに抽出した。なお、デジタルビジネスを推進している部署の選定は、デジタル推進、デジタルトランス
フォーメーションなどのキーワードで、部署名、業務内容と照合した。調査回答者はデジタルビジネス推進部門の
責任者とした。

（2）DX取り組みに対する事例調査
DXに取り組んでいる企業に以下の目的でインタビュー調査を行った。
・	DXに関する先進的な取り組み事例の詳細な把握
・	工夫点の類型化のための具体的な情報の収集
・	DX人材の特徴や育成、組織に関する情報の収集

図表1-3-3	 DXの取り組みの事例調査2

調査対象
・ DXへの取り組みにおいて先進性が高い企業のDX担当部署
・ DXへの取り組みに関する取材記事が掲載されている企業のDX担当部署
（対象企業は、業種の偏りがないように選定）

調査期間 2019年11月～2020年3月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 12件（新規11件＋2018年度調査企業のフォロー1件）

調査項目

• デジタルビジネスやデジタルトランスフォーメーション（DX）に関する取り組み
• DXを推進する組織体制
• DXを推進する人材
• DXを推進する組織の文化、環境整備
• DX推進に向けた働き方改革や諸制度の見直し状況（人事制度など）
• 業務のデジタル化や生産性向上のためのツール活用状況
• DXへ取り組むきっかけや必然性（危機感や脅威）
• 共創領域・協調領域の考え方（外部連携）　など

（3）学び直し・人材流動に関する意識調査（先端IT従事者／先端IT非従事者）
先端的なIT業務に従事する人材（先端IT従事者3）とそれ以外の人材（先端IT非従事者）に対して、学び直し

の実態や重視するワークスタイル、転職についてウェブアンケートを行った。

2―�2018年度調査「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」�
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html

3―�データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス/X-Tech、アジャイル開発/DevOps、AR/VR、ブロックチェーン、自動運転/MaaS、5GのIT
業務を選択した従事者を先端IT従事者とした

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
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図表1-3-4	 学び直し・人材流動に関する意識調査の概要（先端IT従事者／先端IT非従事者）

調査対象 先端IT従事者（500名）＋ 先端IT非従事者（500名）

調査期間 2019年12月

調査方法 ウェブアンケート調査

調査項目 回答者属性、ワークスタイル、スキルアップ、転職実態など

（4）学び直しに関する調査（IT企業インタビュー）
IT人材の採用・育成のほか、学び直しの取り組みについてインタビューを行った。

図表1-3-5	 学び直しに関する調査（IT企業インタビュー）の概要

調査対象 学び直しに関する取り組みを進めているIT企業

調査期間 2019年9月～2020年1月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 9社

調査項目

・ IT人材の不足感や獲得の状況について
・ 従来型IT人材からデジタル人材へのスキル転換の取り組みについて
・ 人材不足に対する対応や生産性向上に関する取り組みについて
・ その他

（5）人材流動に関する調査（転職エージェント・ユーザー企業インタビュー）
人材流動の実態等を把握するために、転職エージェント及びユーザー企業に対してインタビューを行った。

図表1-3-6	 人材流動に関する調査（転職エージェント・ユーザー企業インタビュー）の概要

調査対象 IT・デジタル人材の流動の実態について知見のある企業

調査期間 2019年9月～11月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 5社

調査項目

＜転職エージェント：3社＞
・ IT・デジタル関連の転職市場の全体動向について
・ デジタル人材の流動（転職等）の実態について
・ 従来型IT人材からデジタル人材へのスキル転換の実態について
・ その他
＜ユーザー企業：2社＞
・ 事業内容とデジタル人材の種類等について
・ デジタル人材の採用について
・ デジタル人材の育成について
・ その他
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第1章 変化が加速するIT人材を取り巻く環境
　「IT人材白書」では、毎年の調査で、IT人材動向をユーザー企業のIT部門（以後、ユーザー企業と記載）とIT
企業に尋ねている。2019年度調査では、ユーザー企業のIT人材の“質”の不足感やIT業務の内製化状況、IT企業
のIT人材の“量”や“質”の変化、スキル把握の方法に変化が見えた。
　2019年度の調査結果を過去の調査結果と比較することより、ユーザー企業とIT企業のIT人材動向を分析して
いく。

１節　　デジタルトランスフォーメーションの加速

1.	 進むデジタル規制改革1

2020年2月世界的大流行（パンデミック）を引き起こした新型コロナウイルス感染症は、内外経済に甚大な影響
を及ぼしている。

我が国では、政府より2020年4月7日緊急事態宣言が発令され、我が国経済は、感染症拡大の影響により大幅
に下押し、国難ともいうべき厳しい状況のなか、先行きも厳しい状況が続くと見込まれる。

そうした中、2020年4月20日、国民の命と生活を守り抜く「緊急支援フェーズ」、「V字回復フェーズ」が示され
た。国民の命と健康と生活を守り抜くとの重大な決意で、感染症の影響をしのぎ、その後の経済のV字回復につ
なげ、日本経済を持続的な成長軌道へ戻すことを確実に成し遂げる経済再生の強靭な経済構造の構築を目指す
ことが示された。
■強靱な経済構造の構築
1. サプライチェーン改革
2. 海外展開企業の事業の円滑化、農林水産物・食品の輸出力の維持・強化及び国内供給力の強化支援
3. リモート化等によるデジタルトランスフォーメーション加速
4. 公共投資の早期執行等

■進むデジタル規制改革
さらに、上記緊急事態宣言が解除された2020年7月2日政府の規制改革推進会議では、新型コロナウイルスの

感染拡大を踏まえ、「書面、押印、対面」を原則とした制度・慣行・意識の抜本的見直しに向けた共同宣言を行
い、同年7月17日、政府は、デジタル強靱化社会の実現に向けた2020年の経済財政運営と改革の基本方針を閣議
決定した。ニューノーマルへの移行期におけるデジタルトランスフォーメーション（以後、ＤＸと記載）の実現に向
け、デジタル技術の社会実装に際して、これを阻む規制・制度・商慣行、業務について、官民ともに検討が急ピッチ
で進んでいる。

DXの加速を下支えするIT人材の動向を第1章「変化が加速するIT人材を取り巻く環境」、第2章「DX取り組み
企業とIT人材のあり方」で述べる。

1―�内閣府　https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/keizaitaisaku.html. �
規制改革推進会議　https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/p_index.html�
IT総合戦略本部　https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200717/siryou1.pdf

https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/keizaitaisaku.html.
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/p_index.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200717/siryou1.pdf
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２節　　ユーザー企業のIT人材を取り巻く変化

1.	 はじめに

本白書では、IT人材の“質”に対する不足感について毎年調査を実施している。ユーザー企業を対象とした調
査では、2016年度調査から2018年度調査までIT人材の“質”が「大幅に不足している」割合が33%前後であったも
のが、2019年度調査では39.5%となる変化が見られた。IT業務の内製化状況を尋ねる調査では、1,001名以上の
ユーザー企業で「企画・設計など上流の内製化を進めている」割合が2019年度調査では33.3%であったものが、
2019年度調査で47.8%に上昇するという変化も見られた。

本節では、過去の調査結果との比較や、IT業務の内製化状況・DXへの取り組み状況を軸に調査結果を分析
することで、ユーザー企業のIT人材やIT業務の変化の動向を探る。

2.	ユーザー企業のIT人材の動向

図表2-1-1は、ユーザー企業におけるIT人材の“量”に対する過不足感について5年間の変化を示したものである。
「大幅に不足している」割合は、上昇幅は小さくなっているものの年々高くなる傾向にあり、2019年度調査では
「大幅に不足している」割合が33%となっている。

図表2-1-1	 ユーザー企業のIT人材の“量”に対する過不足感【過去5年間の変化】

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=821）

2018年度調査（N=967）

2017年度調査（N=974）

2016年度調査（N=984）

2015年度調査（N=780）

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

無回答

0.0
0.5

10.556.033.0

1.3
0.6

12.654.331.1

0.7
0.4

15.154.529.3

0.5
0.2

14.859.824.7

0.4
0.3

15.163.720.5
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以降では、2018年度調査と2019年度調査の結果を比較することで、ユーザー企業のIT人材の動向を見てい
く。

従業員規模別のIT人材の“量”に対する過不足感を2018年度調査と比較すると、2019年度調査では、1,000名以
下で「大幅に不足」は微増となった（図表2-1-2）。

図表2-1-2	 ユーザー企業のIT人材の“量”に対する過不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=205）

301名以上1,000名
以下（N=249）

300名以下
（N=367）

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

無回答

1.5
3.958.036.6

0.4
8.456.234.9

15.554.829.7

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=239）

301名以上1,000名
以下（N=346）

300名以下
（N=382） 2.4

0.3
18.153.925.4

0.4
1.3
5.056.536.8

0.9
0.6

11.853.233.5

2019年度 2018年度

図表2-1-3は、ユーザー企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について5年間の変化を示したものである。
「大幅に不足している」割合は、2016年度調査から2018年度調査までは33%前後が続いたが、2019年度調査で
は39.5%となった。

図表2-1-3	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感【過去5年間の変化】

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=821）

2018年度調査（N=967）

2017年度調査（N=974）

2016年度調査（N=984）

2015年度調査（N=780）

大幅に不足している やや不足している

特に不足はない 無回答

0.09.551.039.5

1.154.133.8

0.753.932.9

0.7

11.0

12.5

9.356.733.2

1.59.259.030.3
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従業員規模別のIT人材の“質”に対する不足感を2018年度調査と比較すると、顕著な傾向としては、1,001名以
上のユーザー企業で「大幅に不足している」割合が48.3%となり、10.2ポイント上昇している（図表2-1-4）。

図表2-1-4	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

1,001名以上
（N=205）

301名以上1,000名
以下（N=249）

300名以下
（N=367）

0% 25% 50% 75% 100%

大幅に不足している やや不足している

特に不足はない 無回答

16.349.933.8

2.0
49.848.3

5.6
53.840.6

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=239）

301名以上1,000名
以下（N=346）

300名以下
（N=382）

5.0
56.938.1

0.67.854.337.3

2.417.552.128.0

2019年度 2018年度
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ユーザー企業に“過去1年間にIT人材を獲得・確保した方法”を尋ねた。従業員規模別の結果を2018年度調査
と比較すると、顕著な傾向として、1,001名以上のユーザー企業で「中途採用（キャリア採用）」割合が58.2%とな
り、11.6ポイント上昇している（図表2-1-5）。従業員規模1,001名以上の企業では、IT業務の内製化の割合が高
まっていることから（図表2-1-7）、企画・設計など上流の内製化に必要な人材を、中途採用で強化している可能性
がある。

図表2-1-5	 ユーザー企業がIT人材を獲得・確保した方法（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

0%

25%

50%

75%

獲
得・確
保
を
行
い
た
い
が
で
き
て
い
な
い

獲
得・確
保
し
て
い
な
い

協
力
企
業・派
遣
企
業
等
の

外
部
人
材
の
活
用

特
定
技
術
を
持
っ
た
企
業
、

I
T
技
術
者（
個
人
事
業
主
等
）と
契
約

M
&
A
、他
社
へ
の
出
資
で
人
材
獲
得

関
連
会
社（
親
会
社・情
報
子
会
社
）

か
ら
の
転
籍
、出
向

他
部
門
か
ら
の
異
動

外
国
人
採
用

中
途
採
用（
キ
ャ
リ
ア
採
用
）

新
卒
採
用

5.0
7.0

33.3

7.0

0.5

25.4

40.8

6.0

58.2

47.3

11.9

24.6

13.6

2.51.3

6.8

21.2

1.3

37.7

22.9

13.6

31.9

13.3

6.3

0.0

7.28.4
6.0

34.3

22.0

300 名以下（N=354） 301名以上1,000 名以下
（N=331）

1,001名以上（N=232）

300 名以下（N=332） 301名以上1,000 名以下
（N=236）

1,001名以上（N=201）

0%

25%

50%

75%

獲
得・確
保
を
行
い
た
い
が
で
き
て
い
な
い

獲
得・確
保
し
て
い
な
い

協
力
企
業・派
遣
企
業
等
の

外
部
人
材
の
活
用

特
定
技
術
を
持
っ
た
企
業
、

I
T
技
術
者（
個
人
事
業
主
等
）と
契
約

M
&
A
、他
社
へ
の
出
資
で
人
材
獲
得

関
連
会
社（
親
会
社・情
報
子
会
社
）

か
ら
の
転
籍
、出
向

他
部
門
か
ら
の
異
動

外
国
人
採
用

中
途
採
用（
キ
ャ
リ
ア
採
用
）

新
卒
採
用

6.9
9.5

27.6

6.0
1.7

23.7

38.4

4.7

46.6

42.2

13.9

22.7

12.1

3.0
0.6

6.3

21.1

0.3

34.1

23.9

12.7

33.6

9.9
6.8

1.4
4.5

11.0

4.5

34.7

18.1

2019年度 2018年度
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IT人材を中途採用したユーザー企業に“中途採用したIT人材の直前の勤務先業種”を尋ねた従業員規模別の
結果を2018年度調査と比較すると、顕著な傾向として、301名以上1,000名以下のユーザー企業で「ユーザー企業
のIT部門」の割合が43%となり、22.6ポイント上昇している（図表2-1-6）。

図表2-1-6	 �ユーザー企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種（従業員規模別）【2019年度調査2と
2018年度調査】　その他を除く

300名以下（N=109） 301名以上1,000 名以下
（N=86）

1,001名以上（N=112）

0%

25%

50%

75%

特
定
技
術
を
持
っ
た
フ
リ
ー
ラ
ン
ス

（
個
人
事
業
主
な
ど
）

ベ
ン
チ
ャ
ー
、ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業

（
専
門
分
野
に
特
化
、デ
ジ
タ
ル
化
の

推
進・支
援
を
専
門
な
ど
）

ネ
ッ
ト
ビ
ジ
ネ
ス
実
施
企
業

ユ
ー
ザ
ー
企
業
の
I
T
部
門
以
外

ユ
ー
ザ
ー
企
業
の
I
T
部
門

中
小
S
l
e
r

（
従
業
員
数
３
０
０
名
以
下
の
I
T
企
業
）

中
堅
S
l
e
r

（
従
業
員
数
３
０
１
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以
上

１
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０
０
名
以
下
の
I
T
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業
）

大
手
ベ
ン
ダ
ー

（
従
業
員
数
１
０
０
１
名
以
上
の
I
T
企
業
）

0.90.9
3.6

8.0

42.9

25.0

33.9

42.0

3.5
0.00.0

9.3

43.0

32.6
30.2

20.9

7.38.3
4.6

11.0

25.7

53.2

22.0
18.3

300 名以下（N=117） 301名以上1,000 名以下
（N=103W）

1,001名以上（N=99）

2.0
4.0

5.16.1

36.436.436.4

42.4

5.85.8
1.9

4.9

41.7
39.8

9.4

4.3
1.7

9.4

16.2

53.8

16.217.1
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０
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０
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（
従
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員
数
１
０
０
１
名
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上
の
I
T
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業
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23.3
20.4

2019年度 2018年度

2―2019年度調査から「従業員数1,001名以上のIT企業」を「大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）」、「従業員数301名以上1,000名以下の
IT企業」を「中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）」、「従業員数300名以下のIT企業」を「中小Sler（従業員数300名以下のIT企
業）」とした。2018年度の表記は2019年度と同じとした。
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ユーザー企業に社内の“ITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況”を尋ねた。従業員規模別の結果を
2018年度調査と比較すると、「企画・設計など上流の内製化を進めている」割合が、従業員規模が大きくなるに従
い上昇している。顕著な傾向としては、1,001名以上のユーザー企業で「企画・設計など上流の内製化を進めてい
る」割合が47.8%となり、14.5ポイント上昇している（図表2-1-7）。

図表2-1-7	 �ユーザー企業の社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況（従業員規模別）	
【2019年度調査と2018年度調査】

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=205）

301名以上1,000名
以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

企画・設計など上流の内製化を進めている プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている

その他 進めていない

無回答

41.24.922.730.2

48.24.624.821.0

40.64.824.929.3

29.35.416.147.8

1.1

1.4

0.4

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=237）

301名以上1,000名
以下（N=338）

300名以下（N=372）

全体（N=947）

38.88.019.833.3

41.76.225.426.6

52.27.319.920.7

45.17.121.926.0

2019年度 2018年度
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3.	ユーザー企業のIT業務の状況

ここでは、ユーザー企業のIT業務の動向を2014年度調査3の調査結果と比較して分析する。
2014年度調査では、今後のIT業務の増減の見通しを下記の5つに分類して分析した。
「A. IT部門で増加する見通しの割合が多い業務」
「B. すべての部門で増加する見通しの割合が多い業務」
「C. IT部門でも増加するが、IT子会社、外部企業に委託する意向も強い業務」
「D. IT部門でも増加するが、事業部門で見通しの割合が多い業務」
「E. IT子会社・外部企業で増加する見通しの割合が多い業務」
これ以降では、5つの分類ごとに2014年度調査と2019年度調査の結果を比較4する。
「A. IT部門で増加する見通しの割合が多い業務」である「全社ITの企画」と、「B. すべての部門で増加する

見通しの割合が多い業務」である「情報セキュリティリスク管理」を2014年度調査と比較する（図表2-1-8）。顕著
な傾向としては、「全社のIT企画」について「IT部門」が52.8%となり11.4ポイント上昇しているのと同時に、「事
業部門等、他部門」も22.8%となり9.1ポイント上昇している。「情報セキュリティリスク管理」については、「IT部
門」が54.6%となり12.2ポイント上昇している。

図表2-1-8	 �ユーザー企業の部門別の今後のIT業務（全社ITの企画、情報セキュリティリスク管理）の増減の見通
し【2019年度調査と2014年度調査】　無回答を除く

2019年度調査
A．IT部門で増加する見通しの割合が多い業務 B．すべての部門で増加する見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=415）

事業部門等、他部門
（N=543）

IT部門（N=676）

2.2
83.914.0

2.0
75.122.8

1.2
46.052.8

全社ITの企画 情報セキュリティリスク管理

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
(N=433）

事業部門等、他部門
(N=535）

IT部門(N=670）

1.4
72.725.9

2.4
74.223.4

2.1
43.354.6

2014年度調査
A．IT部門で増加する見通しの割合が多い業務 B．すべての部門で増加する見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
(N=179）

事業部門(N=233）

IT部門(N=505）

3.4
84.911.7

4.3
82.013.7

1.4
57.241.4

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
(N=197）

事業部門(N=233）

IT部門(N=488）

1.0
68.530.5

2.1
77.320.6

2.7
54.942.4

全社ITの企画 情報セキュリティリスク管理

3―2014年度調査の結果は「IT人材白書2015」に掲載されている
4―2014年度調査では「IT部門」、「事業部門」、「IT子会社・外部企業」、2019年度調査では「IT部門」、「事業部門等、他部門」、「IT子会社、外部企
業」という項目名で、部門ごとの今後のIT業務の増減の見通しを尋ねている。ここでは「事業部門」と「事業部門等、他部門」、「IT子会社・外部企業」
と「IT子会社、外部企業」を比較する。
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「C. IT部門でも増加するが、IT子会社、外部企業に委託する意向も強い業務」である「社内システム運用管
理」、「社内IT基盤構築・運用」、「社内システム開発・導入・保守」を2014年度調査と比較する（図表2-1-9）。顕
著な傾向としては、いずれの業務でも「IT部門」と「事業部門等、他部門」で「増加」の割合が上昇している一方、
「IT子会社、外部企業」では、「増加」の割合が低下している。また、2014年度調査では、すべての業務につい
て「IT子会社、外部企業」が最も「増加」の割合が高かったが、2019年度調査では「IT部門」が逆転している。
「IT部門」では「増加」の割合が、「社内システム開発・導入・保守」について42.1%となり17ポイント上昇、「社内
IT基盤構築・運用」について36.9%となり14.7ポイント上昇と、大幅に上昇している。

図表2-1-9	 �ユーザー企業の部門別の今後のIT業務（社内システム関連）の増減の見通し【2019年度と2014年
度調査】　無回答を除く

2019年度調査
C．IT部門でも増加するが、IT子会社・外部企業に委託する意向も強い業務

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=442）

事業部門等、他部門
（N=518）

IT部門（N=659）

24.7

14.3

33.8

3.272.2

4.281.5

10.555.7

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=460）

事業部門等、他部門
（N=516）

IT部門（N=659）

26.3

11.4

36.9

3.770.0

2.9
85.7

6.456.8

社内システム運用管理 社内IT基盤構築・運用

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=463）

事業部門等、他部門
（N=526）

IT部門（N=655）

28.1

16.9

42.1

4.567.4

3.279.8

6.951.0

社内システム開発・導入・保守

2014年度調査
C．IT部門でも増加するが、IT子会社・外部企業に委託する意向も強い業務

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=239）

事業部門（N=214）

IT部門（N=467）

32.6

6.1

20.3

1.7
65.7

7.986.0

12.067.7

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=263）

事業部門（N=203）

IT部門（N=455）

31.9

4.4

22.2

1.1
66.9

6.489.2

10.867.0

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=268）

事業部門（N=215）

IT部門（N=446）

31.7

10.2

25.1

2.2
66.0

7.082.8

9.065.9

社内システム運用管理 社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守
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「D. IT部門でも増加するが、事業部門で見通しの割合が多い業務」である「データ分析などの高度化による情
報活用」と「社内業務プロセス設計」を2014年度調査と比較する（図表2-1-10）。「IT部門」で「データ分析などの
高度化による情報活用」が「増加」する見込みの割合が45.4%となり7.8ポイント上昇、「社内業務プロセス設計」
が41.8%となり8.5ポイント上昇している。

図表2-1-10	 �ユーザー企業の部門別の今後のIT業務（データ分析などの高度化による情報活用、社内業務プロセ
ス設計）の増減の見通し【2019年度調査と2014年度調査】　無回答を除く

2019年度
D．IT部門でも増加するが、事業部門で見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=448）

事業部門等、他部門
（N=609）

IT部門（N=581）

1.6
77.521.0

1.3
55.842.9

1.4
53.245.4

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=426）

事業部門等、他部門
（N=639）

IT部門（N=593）

1.9
85.712.4

1.9
66.032.1

1.7
56.541.8

データ分析などの高度化による情報活用 社内業務プロセス設計

2014年度
D．IT部門でも増加するが、事業部門で見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=197）

事業部門（N=310）

IT部門（N=372）

3.678.717.8

2.3
53.943.9

3.0
59.437.6

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=185）

事業部門（N=367）

IT部門（N=400）

3.2
85.411.4

3.570.825.6

4.062.833.3

データ分析などの高度化による情報活用 社内業務プロセス設計

「E. IT子会社・外部企業で増加する見通しの割合が多い業務」である「社外向けウェブシステム開発・運用」
と「社外向けウェブシステム基盤構築・運用」を2014年度調査と比較すると全体的に大きな変化は見られない
（図表2-1-11）。
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図表2-1-11	 �ユーザー企業の部門別の今後のIT業務（社外向けウェブシステム関連など）の増減の見通し【2014
年度調査との比較】　無回答を除く

2019年度
E．IT子会社・外部企業で増加する見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=522）

事業部門等、他部門
（N=550）

IT部門（N=566）

1.5
76.122.4

3.1
80.016.9

4.877.417.8

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=525）

事業部門等、他部門
（N=542）

IT部門（N=569）

1.7
76.222.1

3.584.911.6

5.177.517.4

社外向けウェブシステム開発・運用 社外向けウェブシステム基盤構築・運用

2014年度
E．IT子会社・外部企業で増加する見通しの割合が多い業務

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=324）

事業部門（N=241）

IT部門（N=330）

0.9
75.323.8

2.5
85.112.4

7.075.817.3

0% 25% 50% 75% 100%

IT子会社、外部企業
（N=326）

事業部門（N=225）

IT部門（N=336）

1.5
74.823.6

5.382.212.4

8.075.916.1

社外向けウェブシステム開発・運用 社外向けウェブシステム基盤構築・運用

IT部門の今後のIT業務の増減の見通しを見るとIT部門自体の業務は増加傾向である。特に2014年度調査よ
り10％増加したのは、「B. すべての部門で増加する見通しの割合が多い業務」の「情報セキュリティリスク管理」
が「IT部門」で12.2ポイント増加し、「C. IT部門でも増加するが、IT子会社、外部企業に委託する意向も強い業
務」でも、「IT部門」の「社内システム開発・導入・保守」が17ポイント、「社内IT基盤構築・運用」は14.7ポイント
と大幅に上昇している。IT業務の内製化の増加によりIT部門の業務増加が推測される。

ITに関する業務を担当している部門（部署）をユーザー企業に尋ねた結果を2014年度調査と比較すると、全業
務で「事業部門等、他部門」が担当する割合が上昇している。また、2018年度調査から追加された「その他（新
事業（業務）の実施など）」については、「事業部門等、他部門」が66.5%と最も高い割合となっている（図表2-1-
12）。
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図表2-1-12	 ユーザー企業でITに関する業務を担当している部門（部署）【2019年度と2014年度調査】

IT部門 IT子会社、外部企業事業部門等、他部門 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）
の実施など）

データ分析などの
高度化による情報活用

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用

社外向けウェブシステム
開発・運用

情報セキュリティリスク
管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

5.4
5.166.523.0

4.0
10.548.537.0

4.444.022.729.0

3.2
43.126.127.6

2.2
5.221.171.5

2.4
14.619.063.9

2.2
20.115.262.5

2.3
22.316.059.4

2.7
3.821.472.1

2.4
4.461.531.7

2019年度（N=821） 2014年度（N=587）

0% 25% 50% 75% 100%

データ分析などの
高度化による情報活用

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用

社外向けウェブシステム
開発・運用

情報セキュリティリスク
管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

7.0
6.140.546.3

6.146.711.835.4

5.844.816.732.7

1.4
6.09.783.0

1.4
17.29.072.4

1.5
23.35.369.8

1.4
26.96.565.2

0.9
3.2
8.987.1

1.2
3.252.143.4

今後のIT業務の増減の見通しが「増加」である割合が高い順に1位から3位までを部門別に図表2-1-13に示す。
「IT部門」では「情報セキュリティリスク管理」、「事業部門等、他部門」では「データ分析などの高度化による情
報活用」、「IT子会社、外部企業」では「社内システム開発・導入・保守」が1位となっている。

図表2-1-13	 ユーザー企業の部門別の今後のIT業務の増減の見通し【増加の見通し1位～3位】5　無回答を除く

1位 2 位 3位

IT 部門 情報セキュリティリスク管理
（54.6％）

全社 ITの企画
（52.8％）

データ分析などの高度化に
よる情報活用（45.4％）

事業部門等、他部門 データ分析などの高度化に
よる情報活用（42.9％）

その他（新事業（業務）
の実施など）（37.1％）

社内業務プロセス設計
（32.1％）

IT子会社、外部企業 社内システム開発・導入・
保守（28.1％）

社内 IT 基盤構築・運用
（26.3％）

情報セキュリティリスク管理
（25.9％）

5―ユーザー企業の各部門の今後のIT業務の増減の見通しは、付録を参照
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4.	ユーザー企業のIT業務の内製化状況

2019年度調査でも、社内にITのスキルを蓄積・強化するためのIT業務の内製化状況を尋ねている。従業員規
模別に比較したものを図表2-1-14に示す。

従業員規模別に見ると、「企画・設計など上流の内製化を進めている」割合は、従業員規模が大きくなるに従い
高くなっており、1,001名以上のユーザー企業では約5割となっている。IT業務の内製化を「進めていない」割合
は、従業員規模が小さくなるに従い低くなっている。

一方、「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている」割合は、1,001名以上のユーザー企業が
最も低くなっている。1,001名以上のユーザー企業では、会社の規模に応じてシステムの規模も大きくなることか
ら、プログラミング工程を含めた内製化の推進にまでは至らないものの、企画・設計など上流については内製化
を進めている企業が多くなっているものと思われる。

全体で見ると、「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業は30.2%、「プログラミング工程を
含めた全体工程の内製化を進めている」ユーザー企業は22.7%、「進めていない」ユーザー企業は41.2%である。
以降は、この結果と他の設問の結果をクロス集計することで、IT業務の内製化状況とIT人材の動向の関係を見て
いく。

図表2-1-14	 ユーザー企業が社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況【従業員規模別】

企画・設計など上流の内製化を進めている

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている

その他 進めていない

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

1.5
29.35.416.147.8

0.4
40.64.824.929.3

1.4
48.24.624.821.0

1.1
41.24.922.730.2
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図表2-1-15は、ITに関する業務を担当している部門（部署）をユーザー企業に尋ねた結果をIT業務の内製化状
況別に比較したものである。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「IT部門」が「全
社ITの企画」を担当している割合が85.5%と高くなっている。「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を
進めている」ユーザー企業では、「IT部門」が「社外向けウェブシステム開発・運用」、「社外向けウェブシステム
基盤構築・運用」、「データ分析などの高度化による情報活用」を担当している割合が高くなっている。

「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている」ユーザー企業は、顧客満足度を高めるため
ウェブシステムの担当・制作を強化している可能性がある。

図表2-1-15	 �ユーザー企業でITに関する業務を担当している部門（部署）【IT業務の内製化状況別】　

IT部門 IT子会社、外部企業事業部門等、他部門 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

22.2

39.1

31.0

27.8

84.3

70.6

69.4

67.7

85.5

30.6

3.2
2.8

71.8

2.4
7.750.8

2.0
50.016.9

0.8
46.824.6

0.4
2.4

12.9

0.419.010.1

0.423.07.3

0.423.88.1

0.8
1.6
12.1

0.4
1.6

67.3

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

4.3
1.6

63.430.6

3.8
2.7

42.551.1

3.231.221.544.1

2.2
30.125.342.5

1.1
2.2

16.780.1

1.6
4.3

16.178.0

1.6
7.5

12.478.5

1.1
7.0

14.078.0

2.7
0.5

18.378.5

2.2
1.1

53.843.0

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業
（業務）の実施など）

データ分析などの高
度化による情報活用

社外向けウェブシス
テム基盤構築・運用

社外向けウェブ
システム開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム
運用管理

社内IT基盤構築・
運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス
設計

5.0
8.066.620.4

3.6
16.951.228.4

4.7
46.729.019.5

3.3
47.329.020.4

1.8
8.631.158.6

2.7
16.328.153.0

1.8
25.123.449.7

2.4
29.023.745.0

2.1
7.431.459.2

2.1
8.062.427.5

企画・設計など上流の内製化
を進めている（N=248）

プログラミング工程を含めた全体工程
の内製化を進めている（N=186）

進めていない（N=338）
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図表2-1-16は、IT部門における今後のIT業務の増減の見通しを尋ねた結果を内製化状況別に比較したもので
ある。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「全社ITの企画」と「情報セキュリティリ
スク管理」が「増加」する見込みである割合が、他と比較して高くなっている。「プログラミング工程を含めた全
体工程の内製化を進めている」ユーザー企業では、「社外向けウェブシステム開発・運用」と「社外向けウェブシ
ステム基盤構築・運用」が「増加」する見込みである割合が、他と比較して高くなっている。

図表2-1-16	 �ユーザー企業のIT部門における今後のIT業務の増減の見通し【IT業務の内製化状況別】

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）
の実施など）（N=193）

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=206）

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用（N=194）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=194）

情報セキュリティリスク
管理（N=235）

社内システム運用
管理（N=227）

社内IT基盤構築・
運用（N=231）

社内システム開発・
導入・保守（N=231）

全社ITの企画
（N=236）

社内業務プロセス
設計（N=209）

1.0
58.540.4

1.5
45.652.9

6.273.720.1

5.274.720.1

0.934.964.3

13.248.538.3

7.851.141.1

8.247.244.6

0.437.761.9

1.0
49.349.8

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）
の実施など）（N=124）

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=141）

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用（N=140）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=139）

情報セキュリティリスク
管理（N=161）

社内システム運用
管理（N=163）

社内IT基盤構築・
運用（N=164）

社内システム開発・
導入・保守（N=164）

全社ITの企画
（N=162）

社内業務プロセス
設計（N=141）

0.0
58.941.1

0.747.551.8

5.769.325.0

5.067.627.3

1.2
47.251.6

8.652.838.7

3.753.742.7

5.540.953.7

1.2
48.850.0

2.1
50.447.5

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業(業務）
の実施など）（N=194）

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=201）

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用（N=202）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=201）

情報セキュリティリスク
管理（N=238）

社内システム運用
管理（N=233）

社内IT基盤構築・
運用（N=229）

社内システム開発・
導入・保守（N=226）

全社ITの企画
（N=241）

社内業務プロセス
設計（N=211）

2.1
79.418.6

2.0
65.232.8

3.585.610.9

4.584.610.9

3.851.744.5

9.065.725.3

6.167.226.6

6.263.730.1

1.7
56.042.3

1.9
69.728.4

企画・設計など上流の内製化
を進めている

プログラミング工程を含めた全体
工程の内製化を進めている

進めていない
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図表2-1-17は、ユーザー企業が現在利用しているIT外部サービスを尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比
較したものである。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業は、他と比較して全体的にIT外部
サービスを利用している割合が高くなっている。上流工程の内製化を進めているユーザー企業は、図表2-1-14で
示したように従業員規模が大きい企業の割合が高く、外部サービスを1つのツールとして捉え積極的に利用をして
いると推測される。全工程の内製化を進めているユーザー企業では、外部サービスの利用は、低い傾向にある。

図表2-1-17	 ユーザー企業が現在利用しているIT外部サービス【IT業務の内製化状況別】6　

進めていない (N=302）

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている (N=178）

企画・設計など上流の内製化を進めている (N=246）

0% 25% 50% 75% 100%

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、
その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの利用

PaaSサービスの利用

ブロックチェーンを活用したサービス

RPA（Robotic Process AutomatioN）、
ビジネスプロセス最適化（データの整備、準備）

の開発委託、利用

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの
開発委託、利用

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発委託、利用

SaaSサービスの利用

パッケージソフトウェアの利用

技術者等の人材派遣、提供の利用

組込みソフトウェア開発の委託

システム開発（運用、保守も含む）の委託

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

18.5
11.8

22.4

39.4
42.7

48.4

20.5
25.3

36.6

17.9
19.1

32.5

3.3
2.2

4.1

29.1
27.5

52.4

19.5
19.7

32.5

47.7
47.2

55.3

54.0
53.4

70.7

70.9
68.0

83.3

27.2
34.3

51.2

22.5
15.7

24.0

75.2
61.8

85.0

33.8
32.6

47.6

6―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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図表2-1-18は、IT人材の“質”に対する不足感を尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比較したものである。
「大幅に不足している」割合、及び「大幅に不足している」と「やや不足している」を合計した割合は、「企画・設計
など上流の内製化を進めている」ユーザー企業が最も高くなっている。「プログラミング工程を含めた全体工程の
内製化を進めている」ユーザー企業では、「大幅に不足している」割合が最も低くなっている。

図表2-1-18	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感【IT業務の内製化状況別】

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない

0% 25% 50% 75% 100%

進めていない(N=338）

プログラミング工程を含めた全体工程の
内製化を進めている(N=186）

企画・設計など上流の内製化を
進めている(N=248）

13.646.240.2

8.157.034.9

5.252.042.7

図表2-1-19は、“職種別のIT人材数とレベルの把握状況”を尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比較したも
のである。「職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している」割合は、「プログラミング工程を含めた全体工
程の内製化を進めている」ユーザー企業が最も高く、次いで「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユー
ザー企業が高くなっている。

「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている」ユーザー企業は、IT人材の職種やレベルを把
握している企業が多く、IT人材を適材適所に配置可能となり、IT人材の“質”の向上に注力しやすい可能性があ
る。

図表2-1-19	 ユーザー企業の職種別IT人材数とレベルの把握状況【IT業務の内製化状況別】

職種別の人材数だけ把握している

把握していない

職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している

人材のレベルだけ把握している

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

進めていない(N=338）

プログラミング工程を含めた全体工程の
内製化を進めている(N=186）

企画・設計など上流の内製化を
進めている(N=248）

0.3
35.816.66.540.8

0.0
9.112.411.367.2

0.0
16.914.112.556.5
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図表2-1-20は、今後、重要と考え育成して行きたいIT人材を尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比較した
ものである。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「IT戦略策定・IT企画、IT投資案
件のマネジメント人材」の割合が46.7%と、他と比較して顕著に高くなっている。

図表2-1-20	 ユーザー企業が今後、重要と考え育成して行きたいIT人材【IT業務の内製化状況別】

事業戦略を策定できる人材

社内業務プロセス設計などにかかわる人材

データ分析やAI等、新規事業を担う技術者

情報セキュリティ専門技術者（問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御など）

IT戦略策定・IT企画、IT投資案件のマネジメント人材

社内システム導入・開発・保守、運用管理などの人材

その他

0% 25% 50% 75% 100%

進めていない(N=317）

プログラミング工程を含めた全体工程の
内製化を進めている(N=186）

企画・設計など上流の内製化を
進めている(N=240）

0.6
5.77.326.215.830.913.6

1.6
6.54.826.915.632.811.8

0.0
3.33.813.817.546.715.0

図表2-1-21は、ユーザー企業がIT人材を獲得・確保した方法を尋ねた結果をIT業務の内製化状況別に比較し
たものである。「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「中途採用（キャリア採用）」、
「他部門からの異動」、「協力企業・派遣企業等の外部人材の活用」の割合が他と比較して高くなっている。上
流の内製化を進めるため、多様な方法で、多様なIT人材を積極的に獲得・確保している可能がある。

図表2-1-21	 ユーザー企業がIT人材を獲得・確保した方法【IT業務の内製化状況別】7　

プログラミング工程を含めた全体工程
の内製化を進めている（N=178）

企画・設計など上流の内製化を
進めている（N=243）

進めていない（N=306）

0% 25% 50% 75%

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者
（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材獲得

関連会社（親会社・情報子会社）からの転籍、出向

他部門からの異動

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

10.1
14.0

9.1

35.0
16.3
14.8

13.4
15.7

27.6

3.9
7.3
5.8

0.3
1.7

0.0

9.5
8.4

16.9

15.4
16.3

30.0

2.3
7.9

4.1

29.1
45.5

53.1

17.3
36.0
35.8

7―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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図表2-1-22は、IT人材を中途採用したユーザー企業8に“中途採用したIT人材の直前の勤務先業種”を尋ねた結
果をIT業務の内製化状況別に比較したものである。「プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めて
いる」ユーザー企業では、「中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）」の割合が53.2%と、他の比較して顕著に高
くなっている。プログラミング工程を含めた全工程の内製化を進めるため、多様化への対応や中小Slerから積極
的に優秀なIT人材を確保しているものと思われる。

「企画・設計など上流の内製化を進めている」ユーザー企業では、「ユーザー企業のIT部門」の割合が他と比
較して高くなっている。他のユーザー企業のIT部門からの中途採用をしている企業は、「IT戦略策定・IT企画、
IT投資案件のマネジメント人材」を今後重要と考え育成していきたい企業の割合が高く、育成もするが、それに対
応できる人材や、情報をマネジメントする責任者であるCIOを確保している可能性がある。

図表2-1-22	 �ユーザー企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種【IT業務の内製化状況別】9　

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている（N=79）

企画・設計など上流の内製化を進めている（N=123）

進めていない（N=84）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、
デジタル化の推進・支援を専門など）

ネットビジネス実施企業

ユーザー企業のIT部門以外

ユーザー企業のIT部門

中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）

中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）

大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）

4.8
2.5
3.3

2.4
2.5
3.3

1.2
3.8
2.4

6.0
11.4
10.6

33.3
32.9

42.3

28.6
53.2

34.1

22.6
26.6

32.5

26.2
22.8

30.1

5.	ユーザー企業のIT業務の内製化、IT人材獲得・確保とDXの取り組み状況

ここからは、DX推進の要素の1つとして考えられるユーザー企業のIT業務の内製化とIT人材の獲得・確保の
状況をDX取り組み状況別10に見ていく。なお、「DX取り組み企業とIT人材のあり方」については第2章で詳しく述
べる。

8―図表2-1-5（2019年度）の設問に「中途採用（キャリア採用）」と回答した企業
9―当てはまるすべての選択肢を回答可能
10―�DXへの取り組み状を尋ねた設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組ん

でいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答したユーザー企業、DXへの取り組み状を尋ねた設問に「取り組んでいない」、「分か
らない」と回答したユーザー企業
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図表2-1-23は、IT業務の内製化状況を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。DXに取り組んでい
る企業は、「企画・設計などの上流の内製化」を進めている割合が41.9％と高い。DXに取り組んでいない企業は
内製化を「進めていない」割合が51.9％である。

図表2-1-23	 ユーザー企業の社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況【DX取り組み別】

企画・設計など上流の内製化を進めている

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている

その他 進めていない 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

DXに取リ組んでいない（N=480）

DXに取り組んでいる（N=341）
0.8

51.94.620.821.9

1.5
26.15.325.241.9

図表2-1-24は、ユーザー企業にIT人材の獲得・確保を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。DX
に取り組んでいる企業は、「中途採用」や「新卒採用」、「他部門からの異動」を行っている割合が高いことが分
かる。

図表2-1-24	 ユーザー企業のIT人材の獲得・確保状況【DX取り組み別】

DXに取り組んでいない（N=438）DXに取り組んでいる（N=331）

0% 25% 50% 75%

その他

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者
（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材獲得

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

0.9
0.0

12.8
8.2

29.9
14.2

13.0
26.0

3.4
7.9

0.5
0.6

5.7
19.9

14.6
29.0

3.9
5.4

35.4
49.8

21.9
38.1
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図表2-1-25は、ユーザー企業で中途採用を行った企業に中途採用した人材の直前の勤務先を尋ねた結果を
DX取り組み別に比較したものである。DXに取り組んでいる企業は、IT企業の従業員規模が301名以上から中途
採用している割合が高く、ユーザー企業のIT部門からの中途採用の割合も高い。IT企業、ユーザー企業のIT部
門から人材が流入していると見られる。

図表2-1-25	 ユーザー企業の中途採用した人材の直前の勤務先【DX取り組み別】

DXに取り組んでいない（N=149）DXに取り組んでいる（N=158）

0% 25% 50% 75%

その他

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、
デジタル化の推進・支援を専門など）

ネットビジネス実施企業

ユーザー企業のIT部門以外

ユーザー企業のIT部門

中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）

中堅Sler（従業員数301名以上
1,000名以下のIT企業）

大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）

8.1
3.8

4.0
3.8

4.0
2.5

1.3
4.4

10.7
8.2

34.2
39.2

36.2
38.0

23.5
33.5

16.8
38.0
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6.	ユーザー企業の企業文化・風土とDXの取り組み状況

ユーザー企業では、自社の企業文化・風土を尋ねた結果をDX取り組み状況別に比較したものを図表2-1-26に
示す。DXに取り組んでいる企業は、「今後目指すべきビジョンや方向性が明確であり、従業員に周知されている」
の割合が「よく当てはまる」、「ある程度当てはまる」を足すと75.4％と割合が高く、DXに取り組んでいない企業よ
り16.4ポイント高い。また、「多様な価値観を受け入れる／重んじる」、「果敢にリスクをとり、新しいことにチャレ
ンジすることが尊重される（変革や挑戦を好む）」の「よく当てはまる」の割合もDXに取り組んでいない企業より
やや高い。DXに取り組んでいる企業では、企業文化・風土が良好であり、DXの取り組みを加速させる要素のひと
つと考えられる。

図表2-1-26	 ユーザー企業の企業文化・風土【DX取り組み別】

ある程度当てはまる まったく当てはまらないよく当てはまる あまり当てはまらない 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

自社には他社とは違う
特徴（長所）がある

意思決定のスピードが早い

実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

果敢にリスクを取り、新しいことに
チャレンジすることが尊重される

（変革や挑戦を好む）

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている

4.726.727.330.510.9

11.746.332.89.1

4.142.846.66.5

3.532.646.017.9

4.151.934.69.4

2.9
37.551.38.2

3.537.248.410.9

4.740.242.212.9

8.539.938.113.5

0.9
13.849.635.8

2.3
22.353.422.0

0% 25% 50% 75% 100%

自社には他社とは違う
特徴（長所）がある

意思決定のスピードが早い

実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

果敢にリスクを取り、新しいことに
チャレンジすることが尊重される

（変革や挑戦を好む）

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている

1.3
17.944.025.611.3

10.445.235.09.4

8.143.341.57.1

5.227.749.217.9

9.453.132.15.4

6.345.243.35.2

6.040.646.76.7

5.248.140.06.7

9.248.134.68.1

2.3
16.759.821.3

9.831.347.511.5

DXに取り組んでいる（N=341） DXに取り組んでいない（N=480）
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7.	 まとめ

ユーザー企業では、2019年度調査で“質”に対する不足感の顕著な高まりが見られた。従業員規模別に2018年
度調査の結果と比較すると、特に1,001名以上のユーザー企業で、“質”に対する不足感の高まりが見られ、「大幅
に不足している」割合は約5割に達した。

同時にIT業務の内製化状況の調査結果では、従業員規模別に2018年度調査の結果と比較すると、「企画・
設計など上流の内製化を進めている」割合が、従業員規模が大きくなるに従い上昇しており、1,001名以上のユー
ザー企業では「企画・設計など上流の内製化を進めている」割合が同様に約5割に達した。ユーザー企業がIT業
務の内製化を進めようとしたら、従業員規模が大きいユーザー企業を中心として、DXを推進する取り組みのなか
で、IT人材の“量”、そして特にIT人材の“質”の不足に直面している可能性もある。

ユーザー企業のIT業務の動向を見ると、全体的にIT部門以外の「事業部門等、他部門」がIT業務を担当する
割合が2014年度調査と比較すると高くなっている一方で、IT部門の業務がすべての業務で「増加」する見通しの
割合も高まっている。一部ではIT部門から「事業部門等、他部門」にIT業務が移行しているものの、IT業務の内
製化の増加や、従来の情報システムの保守・運用の枠を越えるDXの推進に伴って、IT部門の業務が「増加」する
見通しとなっているのかもしれない。

DXを実現する過去に類例のない情報システムの開発や、インターネットが社会インフラとなった現在における顧
客満足度の向上には、アジャイル開発やDevOps（デブオプス）11のような従来一般的なウォータフォール等とは
異なる開発・運用形態が必要とされる。

雇用制度や人材の流動性の違いもあるため、米国のように必要に応じてIT人材を自社で雇用し、ユーザー企
業自身が主体となって自社システムを内製し、内製が終了したら一部のIT人材は必要とされる他社に移動すると
いった形態をとることは現在の日本では難しいと考えられる。しかしながら、DXの推進にはユーザー企業自身が
主導するアジャイル開発やDevOps（デブオプス）のような開発・運用形態が適していることから、例えば、DXに
関連する一部のシステムについては人員を確保してプログラミング工程を含めて内製化することや、大規模なシス
テムについてはユーザー企業自身が主体となって企画・設計など上流工程を進めるといったことが望ましいと考え
られる。ユーザー企業のIT人材には、このような変化への対応が求められる。

11―�DevOpsは「Development」（開発）と「Operations」（運用）を略したもの。開発者と運用者が密接に協力しながら、情報システムの開発・運用を
進めて行く開発モデル
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3節　　IT企業のIT人材を取り巻く変化

1.	 はじめに

本白書では、IT人材の“量”に対する過不足感、“質”に対する不足感について毎年調査を実施している。IT企業
を対象とした調査では、2017年度調査、2018年度調査と、IT企業のIT人材の“量”と“質”が「大幅に不足している」
割合が上昇してきたものが、2019年度調査では下降に転じた。前節で示したユーザー企業に対する調査結果と
は、対照的な結果である。

また、IT企業に現在実施している事業を尋ねた結果では、「技術者等の人材派遣、提供」を実施している割合
が低下するという変化も見られた。前節で示したユーザー企業におけるIT業務の内製化の動向や、DXへの取り
組みと関連して、IT企業側にも“地殻変動”が起こりつつある可能性がある。

そこで本節では、過去の調査結果との比較や、DXの取り組み状況を軸に分析することで、IT企業のIT人材や
事業の変化の動向を探る。

2.	 IT企業のIT人材の動向

図表2-１-27は、IT企業におけるIT人材の“量”に対する過不足感について5年間の変化を示したものである。
「大幅に不足している」割合は、2017年度調査から上昇してきたが、2019年度調査では26.2%と5.7ポイント低下
しており、「やや不足している」は6.7％ポイント上昇している。

図表2-1-27	 IT企業のIT人材の“量”に対する過不足感【過去5年間の変化】

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=996）

2018年度調査（N=1,206）

2017年度調査（N=1,319）

2016年度調査（N=1,221）

2015年度調査（N=1,031）

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

無回答

0.4
0.3

8.167.024.2

0.0
0.1
6.966.826.2

0.6
0.3
7.060.131.9

0.6
0.8

8.161.029.5

0.9
0.3

11.966.620.3

以降では、2018年度調査と2019年度調査の結果を比較することで、IT企業のIT人材の動向を見ていく。
従業員規模別のIT人材の“量”に対する過不足感を2018年度調査と比較すると、2019年度調査では、300名以

下のIT企業で「大幅に不足している」割合が低下している。31名以上100名以下のIT企業では11.0ポイント、30名
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以下のIT企業では8.9ポイント低下している。一方で301名以上のIT企業では「大幅に不足している」割合が上昇
しており、特に301名以上1,000名以下のIT企業では9.3ポイント上昇している（図表2-１-28）。

図表2-1-28	 IT企業のIT人材の“量”に対する過不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=28）

301名以上1,000名
以下（N=71）

101名以上300名
以下（N=235）

31名以上100名
以下（N=370）

30名以下
（N=292）

71.428.6

2.8
59.238.0

0.4

0.0

5.169.425.1

6.871.122.2

10.360.629.1

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上
（N=44）

301名以上1,000名
以下（N=122）

101名以上300名
以下（N=322）

31名以上100名
以下（N=452）

30名以下
（N=266）

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）

無回答

2.3
0.0

11.463.622.7

0.8
0.8
5.763.928.7

0.6
0.6
5.665.527.6

0.4
0.0
5.860.633.2

0.4
0.4
10.950.438.0

2019年度 2018年度
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図表2-１-29は、IT企業に現在実施している事業を尋ねた結果について、従業員規模が100名以下のIT企業で
実施している割合が上位3位までの事業を抜粋して、2018年度調査と比較したものである。30名以下のIT企業で
は、「技術者等の人材派遣、提供」が42.8%となり、8.3ポイント減少している。30名以下のIT企業における「技術
者等の人材派遣、提供」の割合の低下は、図表2-１-28で示した30名以下のIT企業におけるIT人材の“量”が「大
幅に不足している」割合の低下と関連している可能性がある。

図表2-1-29	 �IT企業が現在実施している事業の上位3位まで（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調
査】12

2019年度

0% 25% 50% 75% 100%

30 名以下（N=292） 31名以上100 名以下（N=367）

101名以上 300 名以下（N=231） 301名以上1,000 名以下（N=69）

1,001名以上（N=26）

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

システム受託開発

65.4

53.8

88.5

56.5

59.4

92.8

45.5

55.0

86.6

31.9

62.4

84.2

33.6

42.8

78.8

2018年度

0% 25% 50% 75% 100%

30 名以下（N=266） 31名以上100 名以下（N=450）

101名以上 300 名以下（N=320） 301名以上1,000 名以下（N=120）

1,001名以上（N=44）

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

システム受託開発

59.1

47.7

86.4

54.2

60.8

88.3

47.8

60.3

83.8

41.1

63.8

87.8

38.0

51.1

78.6

12―当てはまるすべての選択肢を回答可能。掲載している項目は抜粋
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図表2-１-30は、IT企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について5年間の変化を示したものである。「大
幅に不足している」割合は、2017年度調査から上昇してきたが、2019年度調査では29%と2.8ポイント低下してい
る。

図表2-1-30	 IT企業のIT人材の“質”に対する不足感【過去5年間の変化】

25%0% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=996）

2018年度調査（N=1,206）

2017年度調査（N=1,319）

2016年度調査（N=1,221）

2015年度調査（N=1,031）

特に不足はない

やや不足している

無回答

大幅に不足している

1.6 5.0 65.5 27.8 

0.0 7.9 63.1 29.0 

0.7 7.3 60.3 31.8 

0.5 6.6 63.2 29.7 

1.7 8.2 66.8 23.3 

従業員規模別のIT人材の“質”に対する不足感を2018年度調査と比較すると、2019年度調査では、100名以下の
IT企業で「大幅に不足している」割合が低下している。31名以上100名以下のIT企業では6.6ポイント、30名以下
のIT企業では4.9ポイント低下している。一方で101名以上のIT企業では「大幅に不足している」割合が上昇してお
り、特に301名以上1,000名以下のIT企業では5.9ポイント上昇している（図表2-１-31）。

図表2-1-31	 IT企業のIT人材の“質”に対する不足感（従業員規模別）【2019年度調査と2018年度調査】

1,001名以上
（N=28）

301名以上1,000名
以下（N=71）

101名以上300名
以下（N=235）

31名以上100名
以下（N=370）

30名以下
（N=292）

0% 25% 50% 75% 100%

3.671.425.0

2.8
63.433.8

5.165.529.4

5.967.326.8

14.454.830.8

1,001名以上
（N=44）

301名以上1,000名
以下（N=122）

101名以上300名
以下（N=322）

31名以上100名
以下（N=452）

30名以下
（N=266）

0% 25% 50% 75% 100%

大幅に不足している やや不足している

特に不足はない 無回答

2.39.165.922.7

0.86.664.827.9

0.97.163.028.9

0.45.360.833.4

0.410.953.035.7

2019年度 2018年度
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図表2-１-32は、IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものを尋ねた結果について、5年間の変化
を示したものである。2018年度調査と比較すると、「自社の独自基準」が13.9ポイントの高い伸びを見せ、69%と
利用している割合が最も高くなっている。「自社の独自基準」以外については、2018年度調査と比較して、軒並み
利用している割合が低くなっている。

図表2-1-32	 IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの【過去5年間の変化】13

IT人材白書2015年度調査（N=1,031） IT人材白書2016年度調査（N=1,221）

IT人材白書2017年度調査（N=1,319） IT人材白書2018年度調査（N=1,206）

IT人材白書2019年度調査（N=996）

0% 25% 50% 75%

無回答

その他

教育訓練講座・プログラム（大学・民間等）
の受講・履修（新設問）

組込みスキル標準（ETSS）

情報システムユーザースキル標準（UISS）

iコンピテンシ・ディクショナリ

共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF）

ITスキル標準（ITSS）

情報処理技術者試験以外の試験、資格

情報処理技術者試験

自社の独自基準

2.8

2.4

13.1

2.1

1.9

6.8

1.5

19.8

39.1

64.5

69

4.2

2.5

17.2

2.7

2.6

7.9

2.9

26.5

42.7

68.7

55.1

2.0

2.6

3.3

3.1

7.0

4.9

32.0

30.9

66.6

58.0

6.4 

2.0 

2.9 

2.4 

4.8 

4.8 

32.9 

21.6 

55.7 

59.3 

8.0 

2.8 

4.8 

2.9 

3.5 

6.5 

30.6 

13.6 

56.1 

52.9 

13―当てはまるすべての選択肢を回答可能。ITスキル標準　http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html

http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html
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図表2-１-33は、IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものの割合の上位5位を従業員規模別に
集計し、2018年度調査と比較したものである。従業員規模にかかわらず「自社の独自基準」を利用している割合
が上昇している。その一方、「自社の独自基準」以外については、従業員規模にかかわらず軒並み利用している割
合が低くなっている。

DXの取り組みなどによるビジネスエリアの拡大により、IT企業がIT人材に求めるスキルの枠が拡がっているこ
とが想定される。また、スキルの多様化で、評価の対象とするスキルが決められない状況もあり、そのような要因
から「自社の独自基準」の割合が高くなっている可能性がある。

図表2-1-33	 �IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの（従業員規模別）【2019年度調査と2018
年度調査】14　その他、無回答を除く

30 名以下 (N=292) 31 名以上 100 名以下 (N=370)

101 名以上 300 名以下 (N=235)

301 名以上 1,000 名以下 (N=71) 1,001 名以上 (N=28)

30 名以下 (N=249) 31 名以上 100 名以下 (N=435)

101 名以上 300 名以下 (N=309)

301 名以上 1,000 名以下 (N=120) 1,001 名以上 (N=42)

I
T
ス
キ
ル
標
準

 (

I
T
S
S/

I
T
S
S+)

教
育
訓
練
講
座・プ
ロ
グ
ラ
ム

（
大
学・民
間
等
）の
受
講・履
修

情
報
処
理
技
術
者
試
験

以
外
の
試
験
、資
格

情
報
処
理
技
術
者
試
験

自
社
の
独
自
基
準

100%

0%

25%

50%

75% 71.4

63.4
66.0

69.5
71.9

50.0

17.9

67.9

39.4

16.9

53.5

80.3

24.7

12.8

48.9

73.2

18.9
16.8

38.6

70.0

9.2
7.2

25.3

45.5

75.0

I
T
ス
キ
ル
標
準

 (

I
T
S
S/

I
T
S
S+)

教
育
訓
練
講
座・プ
ロ
グ
ラ
ム

（
大
学・民
間
等
）の
受
講・履
修

情
報
処
理
技
術
者
試
験

以
外
の
試
験
、資
格

情
報
処
理
技
術
者
試
験

自
社
の
独
自
基
準

100%

0%

25%

50%

75%

52.4

21.4

66.7

83.3

50.0

38.3

19.2

55.8

80.8

51.7

31.4

20.4

48.5

76.4

59.2

26.7

16.8

43.2

73.1

56.8

15.715.7

32.9

57.0

60.6

2019年度 2018年度

14―当てはまるすべての選択肢を回答可能



IT人材白書2020 61

第
2
部

第
第
第

変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変
変

3.	 IT企業の事業内容、IT人材の獲得・確保とDXの取り組み状況

ここからは、DX推進の阻害要因や要素となる可能性のある事業内容やIT人材の獲得・確保の状況をDX取り
組み状況別15に見ていく。なお、「DX取り組み企業とIT人材のあり方」については第2章で詳しく述べる。

図表2-1-34は、IT企業の事業内容を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。「システム受託開発」
を除くとDXに取り組んでいる企業は取り組んでいない企業と比べ、「IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開
発・提供」、「RPA（Robotic Process Automation）、ビジネスプロセス最適化（データの整備、準備）の開発・提
供」、「パッケージソフトウェア開発・提供関連など」を行っている割合が高い。DXに取り組んでいない企業は、
「技術者等の人材派遣、提供」を行っている割合が高く、取り組んでいる企業よりも、事業自体も多角化していな
い。既存のビジネスモデルや業務スタイルを継続している。

図表2-1-34	 IT企業の事業内容【DX取り組み別】

0% 25% 50% 75% 100%

DX に取り組んでいる（N=333） DX に取り組んでいない（N=651）

その他

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの提供など

PaaSサービスの構築・運用など

ブロックチェーンの開発・提供など

RPA（Robotic Process Automation）、ビジネスプロセス
最適化（データの整備、準備）の開発・提供

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開発・提供

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発・提供

SaaSサービス開発・提供など

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

組込みソフトウェア開発

システム受託開発

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

5.7

7.7

10.8

2.0

3.1

0.9

11.2

15.4

34.7

12.3

34.1

57.6

24.1

83.3

16.7

7.2

17.4

23.7

9.9

12.0

6.3

36.3

42.0

45.6

28.8

46.2

48.3

24.3

85.0

30.6

15―�DXへの取り組み状を尋ねた設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組ん
でいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答したユーザー企業、Xへの取り組み状を尋ねた設問に「取り組んでいない」、「分か
らない」と回答したユーザー企業
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図表2-1-35は、IT企業のIT人材の獲得・確保を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したものである。DXに取り
組んでいる企業は、「中途採用」や「新卒採用」、「外国人採用」を行っている割合が高いことが分かる。今後、
DX推進に伴って、IT人材の獲得・確保ができないことは、事業の根底を揺るがしかねない。IT企業は事業継続・
強化を図るために、ユーザー企業と比較してIT人材の獲得・確保を積極的に行っている様子が伺える。

図表2-1-35	 IT企業のIT人材の獲得・確保【DX取り組み別】

0% 25% 50% 75% 100%

DXに取り組んでいる（N=329） DXに取り組んでいない（N=646）

その他

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材の獲得

関連会社（親会社・情報子会社）からの転籍、出向

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

2.2

4.8

4.0

37.5

11.9

0.9

7.6

11.6

65.3

70.6

1.2

2.1

2.4

49.8

14.3

4.9

18.2

22.2

77.2

85.1

図表2-1-36は、IT企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先を尋ねた結果をDX取り組み別に比較したもの
である。DXに取り組んでいる企業は、「大手ベンダー」や「中堅Sler」のIT人材の中途採用の割合が高いことが
分かる。

図表2-1-36	 IT企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種【DX取り組み別】

0% 25% 50% 75% 100%

DXに取り組んでいる（N=244） DXに取り組んでいない（N=405）

その他
特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、
デジタル化の推進・支援を専門など）

ネットビジネス実施企業

ユーザー企業のIT部門以外

ユーザー企業のIT部門

中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）

中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）

大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）

14.1

16.0

5.7

2.0

11.1

14.1

67.2

23.5

14.6

9.4

14.8

14.3

8.2

14.8

24.6

70.5

51.2

34.8
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4.	 IT企業の企業文化・風土とDX取り組み状況

IT企業における企業文化・風土と、DXの取り組み状況との関係を見ていく。
図表2-１-37は、IT企業に自社の企業文化・風土を尋ねた結果をDXの取り組み別に比較したものである。
DXに取り組んでいる企業は、「果敢にリスクをとり、新しいことにチャレンジすることが尊重される（変革や挑

戦を好む）」の割合が「よく当てはまる」、「ある程度当てはまる」を足すと59.6％で、DXに取り組んでいない企業よ
り14.5ポイント高い。また、「今後目指すべきビジョンや方向性が明確であり、従業員に周知されている」の「よく当
てはまる」の割合もDXに取り組んでいない企業よりやや高い。IT企業においては、DXに取り組んでいる企業ほ
ど、リスクをとってチャレンジする前向きな姿勢をもっており、DXの取り組みを加速させる要素のひとつと考えられ
る。

図表2-1-37	 IT企業の企業文化・風土【DX取り組み別】

0% 25% 50% 75% 100%

自社には他社とは違う特徴
（長所）がある

意思決定のスピードが早い

実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている
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実力主義である

個人の裁量が大きい

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有が
うまくいっている（メンバー間や上司
と部下で意見を言い合える環境）

多様な価値観を受け
入れる／重んじる

社会や顧客への
貢献意識が強い

今後目指すべきビジョン
や方向性が明確であり、
従業員に周知されている

果敢にリスクを取り、新しいことに
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5.	まとめ

IT企業においてIT人材の“量”が「大幅に不足している」割合は、2017年度調査から上昇してきたが、2019年度
調査では低下に転じた。従業員規模別に見ると、300名以下のIT企業で「大幅に不足している」割合が低下してお
り、特に100名以下のIT企業で大きく低下した。一方で301名以上のIT企業では「大幅に不足している」割合が上
昇しており、特に301名以上1,000名以下のIT企業では大幅に上昇した。IT人材の“質”についても、従業員規模別
に見ると、同様の傾向が見られた。

この背景には、大規模金融プロジェクトの終了や、景気動向としては消費税が10％に跳ね上がったほか、世界
不安（アメリカと中国の動向）の影響があると見られる。システムの受託開発等における多重請負構造において、
受注量の減少に伴い、末端の小規模なIT企業への発注が減少することで、IT人材の“量”と“質”の不足感が緩和
している可能性が考えられる。

また、IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものを2018年度調査と比較すると、「自社の独自基
準」が13.9ポイントの高い伸びを見せ、69%と利用している割合が最も高くなっている。「自社の独自基準」以外
については、2018年度調査と比較して、軒並み利用している割合が低くなっている。これは従業員規模別でも見
ても全体傾向として同様の傾向である。

デジタル変革によりビジネスエリアが拡大し、スキルの枠が拡がっている。また、スキルの多様化で、評価の対
象とするスキルが決められない状況もあり、そのような要因から「自社の独自基準」の割合が高くなっている可能
性がある。拡がったスキルの幅に対応したIT人材のための新たな人事評価制度や給与体系などの整備が必要に
なる。そのような背景もあり、301名以上のIT企業は、IT人材の“量”と“質”ともに「不足」が継続し、スキルの幅が
広い人は、場の拡がりで転職先が多様化している。

前節で分析したユーザー企業におけるIT業務の内製化の動向や、IT企業のIT人材の“量”と“質”についての動
向を踏まえれば、中小規模のIT企業においても、自社の事業・業務と、ユーザー企業への支援や協業の両方につ
いて、DXの推進に舵を切ることを検討すべきである。

経営者からの今後目指すべきビジョンの方向性の共有や人事評価をスキルと結びつける工夫など、企業とIT人
材を結びつける要素を多く持つことは、企業と人材双方の良い要素を引き出すことにつながる。相乗効果によっ
て、明るい未来に向かうことが可能となる。
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「AI 白書 2020」16 より　～今必要な AI 人材とは～
近年、DX（デジタルトランスフォーメーション）において重要なツールとしてAIが注目されている。『AI白書

2020』の「企業におけるAI利用動向アンケート調査」では、ユーザー企業にAIの利活用状況を尋ねている。回答
企業525社のうち、「すでに導入している」企業の割合は4.2％、「現在実証実験（PoC）を行っている」が4.8％
であり、併せても1割に満たない低調な状況である（図表C-1）。AIの導入が進まない要因のひとつに、導入を検
討する際の「AI人材の不足」が挙げられる。ユーザー企業におけるAI人材の不足を人材種別にみると「現場の知
見と基礎的AI知識を持ち、自社へのAI導入を推進できる従業員」、「AIツールでデータ分析を行い、自社の事業に
活かせる従業員」、「AIを活用した製品・サービスを企画できるAI事業企画」、「AIに理解がある経営・マネジメン
ト層」の順番で「不足している」割合が大きくなっている（図表C-2）。AIを開発できる人材だけでなく、AI導入を
推進したり活用したりする人材も「AI人材」として積極的に確保・育成することが必要ではないだろうか。

図表C-1	 AI導入状況　出典元：「AI白書2020」

すでに導入している

利用に向けて検討を進めている 関心はあるがまだ特に予定はない

現在実証実験（PoC）を行っている

これから検討をする予定である 不明

今後も取り組む予定はない

過去に検討・導入または実証実験（PoC）を行ったが現在は取り組んでいない

N=525

1.1%

4.8%

4.2%5.3%

16.4%

51.2%

6.5%

10.5%

図表C-2	 ユーザー企業におけるAI人材の不足等（人材種別）17　出典元：「AI白書2020」

ある程度いる

自社には必要ない

充分にいる

不足している

不明

0% 25% 50% 75% 100%

現場の知見と基礎的AI知識を持ち、
自社へのAI導入を推進できる従業員

AIツールでデータ分析を行い、
自社の事業に活かせる従業員

AIを活用したソフトウェアやシステムを
実装できるAI開発者

先端的なAIアルゴリズムを開発したり、
学術論文を書けるAI研究者

AIを活用した製品・サービスを
企画できるAI事業企画

AIに理解がある経営・マネジメント層

N=525

4.019.470.16.3
0.2

4.022.769.04.2
0.2

4.049.944.41.7
0.0

4.056.838.70.6
0.0

4.032.658.34.8
0.4

4.021.053.720.0
1.3

C O L U M N

16―「AI白書2020」https://www.ipa.go.jp/ikc/publish/ai_hakusyo.html
17―「自社には必要ない」には「自社の事業には必要ない」、「外部に委託するので社内には必要ない」などを含む

https://www.ipa.go.jp/ikc/publish/ai_hakusyo.html
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新型コロナウイルス感染症の流行によって 
広まりを見せるテレワーク
1990年代より今に至るまで、政府によってテレワークは推進されてきた。2017年からは、東京オリンピック

の開催を見据えて毎年7月24日を「テレワークデイズ」に設定、全国一斉にテレワークの実施を呼びかける運動
も始まった。国土交通省の調査18によると、認知状況（テレワークを知っている割合）は2016年調査では18.5％
だったが、2019年調査では32.7％に上昇している。また、就業者のうち、テレワーカーの割合は2019年には減
少したものの、前年までは上昇傾向にあった（雇用型就業者の場合：2016年21.4％、2017年22.2％、2018年
24％、2019年20.5％）。
この流れを一気に加速させることになったのが、世界的な新型コロナウイルス感染症の流行である。2020年

4月7日に「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」が出されたことに伴い、経済産業大臣が、日本商工会議所
等の中小企業団体の長に対して在宅勤務等の対応を推進するよう要請を行った。また、経済産業省は、所管の
948団体に対して同様の要請を行った。要請内容は、「社会機能を維持するために必要な職種を除き、①オフィ
スでの仕事は、原則として、自宅で行えるようにすること、②やむを得ず出勤が必要な場合も、出勤者を最低７割
は減らすこと」というもの。これにより、多くの企業でテレワークの導入が進んだと見られる。
テレワークの効果として挙げられている項目のひとつとして、非常時の事業継続性（BCP）の確保がある。オ

フィスに出勤をしなくても滞りなく業務が行えれば、今回のような疫病の発生や、自然災害などの非常事態時にも
事業の継続が可能になる。その他にも、テレワークは人材の確保・育成や、人材の離職抑制・就労継続支援など人
材面においても有効であるとされており、さらなる普及が期待されている。なお、前述の国土交通省の調査結果
では、業種別のテレワーカーの割合についても掲載されており、情報通信業が最も高い割合となっている（図表
C-3）。
しかし、情報通信業の中で自社サービスを持つ企業のテレワーク実施割合は高いと推測するが、受託開発ソフ

トウェア業を行っている人材の一部は客先に常駐しており、テレワーク環境の有無とは別の問題として、基幹シス
テム等の開発環境に社外からアクセスは一切できないため、テレワークの実施は困難だと考えられる。テレワー
クによって、情報漏洩等の情報セキュリティ上のリスクは高くなるため、強力な情報セキュリティ対策を講じなけれ
ばテレワークを進められない。システム開発や保守・運用は社外から開発環境等にアクセス可能になれば、それ
に携わるIT人材の働き方や意識も変化していくだろう。
第2部第2章「DX取り組み企業とIT人材のあり方」と第3部第4章「IT人材動向」にIT人材を先端IT従事者と先

端IT非従事者に分けて比較し、学び直しの実態のほか、重視するワークスタイルや転職の実態等の意識調査を
掲載している。「仕事で重視すること」を尋ねた結果では、「自由な働き方ができる」について「強くそう思う」と
の回答がIT人材全体で見ると34.9％19を占めている。テレワークの普及によって「自由な働き方ができる」ことを
重視する傾向が高まる可能性もあり、今後の働き方がどのように変わっていくのかにも注目していきたい。。

C O L U M N

18―�令和元年度のテレワーク人口実態調査結果�
https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi03_hh_000055.html

19―先端IT従事者で44.2％、先端IT非従事者で25.6％、合計して割ると34.9％

https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi03_hh_000055.html
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図表C-3	 業種別テレワーカーの割合　出典元：国土交通省（テレワーク人口実態調査結果）

14 

２-５．業種別テレワーカーの割合 

○業種別での割合は、雇用型テレワーカーでは、「情報通信業」が最も高く35.8%、次いで「学術研究、専門・技術
サービス業」で29.5%、他業種の割合で約10～20%となっており、「宿泊業・飲食業」が5.4%と最も低い。 

○自営型テレワーカーでも「情報通信業」の割合が最も高く50.4%、次いで「学術研究、専門・技術サービス業」で
32.7%、他業種で約10～20%台となっており、「医療、福祉」が8.0%と最も低い。 

35.8%

29.5%

20.2%

19.8%

19.0%

17.9%

17.6%

14.2%

13.1%

13.1%

12.3%

11.0%

10.9%

10.3%

8.0%

5.4%

12.5%

0% 25% 50%

情報通信業（n=1,557）

学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業（n=755）

電気・ｶﾞｽ業（n=425）

金融・保険業（n=1,619）

建設業（n=1,744）

製造業（n=6,736）

教育、学習支援業（n=1,767）

不動産業（n=669）

公務員（n=1,872）

複合ｻｰﾋﾞｽ事業・他に分類されないｻｰﾋﾞｽ業

（n=3,484）

農林水産・鉱業（n=228）

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業（洗濯・理美容・冠婚葬祭業

等）、娯楽業（n=934）

卸・小売業（n=4,428）

運輸業（n=1,872）

医療、福祉（n=4,599）

宿泊業・飲食業（n=1,244）

その他（n=1,874）

テレワーカー

雇用型全体（n=35,807）

50.4%

32.7%

28.3%

26.0%

20.5%

18.8%

17.9%

17.1%

16.0%

15.9%

13.8%

11.7%

10.9%

9.7%

8.0%

24.9%

0% 30% 60%

情報通信業（n=135）

学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業（n=416）

金融・保険業（n=99）

複合ｻｰﾋﾞｽ事業・他に分類されないｻｰﾋﾞｽ業

（n=612）

製造業（n=200）

教育、学習支援業（n=293）

不動産業（n=235）

電気・ｶﾞｽ業（n=41）

卸・小売業（n=570）

建設業（n=233）

運輸業（n=80）

宿泊業・飲食業（n=230）

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業（洗濯・理美容・冠婚葬祭業

等）、娯楽業（n=321）

農林水産・鉱業（n=176）

医療、福祉（n=187）

その他（n=365）

テレワーカー

自営型全体（n=4,193）

業種別 雇用型テレワーカーの割合 業種別 自営型テレワーカーの割合 
雇用型就業者全体(n=35,807) 自営型就業者全体(n=4,193) 
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第2章 DX取り組み企業とIT人材のあり方
　「IT人材白書」では「IT人材白書2016」のサブタイトルとして～デジタルトランスフォーメーションへの対応を急
げ～を打ち出し、それ以降毎年、企業のデジタル化1の状況やデジタル化に携わる人材の調査を行ってきた。
　今年度は2018年度に実施した「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調
査」で抽出された課題の深堀や、取り組み状況の継続把握、事例の拡充等を行い、掲載する。

１節　　はじめに

1.	 産業界におけるデジタルトランスフォーメーションの推進

近年、AI、IoT、ビッグデータ等のデジタル技術の普及に伴い、「ビジネスにITを活用する」域を超え、デジタル
技術を前提として、顧客価値の実現に向け、ビジネスモデルや組織、業務、企業文化・風土等を抜本的に変革し、
新たな成長・競争力強化につなげていく「デジタルトランスフォーメーション（DX：Digital Transformation、以
後、DXと記載）」の潮流が、グローバルに巻き起こってきている。

あらゆる産業において、新たなデジタル技術を使ってこれまでにないビジネスモデルを展開する新規参入者が
登場し、従来の産業構造を根本から覆す破壊的なイノベーションが起きている。各企業は、競争力維持・強化の
ために、DXをスピーディーに進めていくことが求められている。DXの目指すところは、企業経営や事業のあり方、
スタイルの変革であり、そのためには組織や制度、企業文化・風土、人の意識やスキルなども変革対象であり、経
営層を含めた全員参加型の取り組みが必要となる。

しかしながら、DXという言葉が一般に広まって来たのはここ数年であり、産業界にはDXに関する共通認識も
まだ十分に形成されていない現状があると見られる。また、企業によって取り組み状況にも差があり、一部の企業
ではデジタル部門を設置する等DXへの積極的な取り組みが見られる一方で、DXの重要性の認識も進んでいない
企業も存在する。また、取り組みを始めてはいるものの、実際のビジネス変革には繋がっていない企業もある。

経済産業省は2019年7月に経営者や社内の関係者がDXの推進に向けた現状や課題に対する認識を共有し、ア
クションにつなげるための気付きの機会を提供するものとして「DX推進指標」を策定した。IPAでは、「DX推進
指標自己診断結果入力サイト」2を公開しており、各企業・団体の自己診断や、全体平均との比較などができるよ
うになっている。2020年5月には、企業・団体等から寄せられた自己診断結果を分析した結果3を公表した。

この章では、企業のDXへの取り組みの現状を把握し、DX取り組みを行っている企業の特徴を明らかにする。

1―�デジタル化とは、IoTやビッグデータ、AIなどといったデジタルテクノロジーを用いた、ビジネスプロセスの改善や新たな事業領域への進出、既存のビ
ジネスモデルの転換であると定義した

2―「DX推進指標 自己診断結果入力サイト」　https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
3―「DX推進指標 自己診断結果 分析レポート」　https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200528.html

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200528.html
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2.	調査概要

2018年度に実施した「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」で抽
出された課題の深堀、取り組み状況の把握の拡充、継続を目的として調査を行った。調査内容は「DXに対応する
人材のあり方研究会」4で監修した。

実施事項としては、DX取り組み事例の拡充及びDX推進モデルの改善について企業12社にインタビュー調査
を実施した。また、学び直し・人材流動の実態調査及び促進策検討について企業14社にインタビュー調査を実施
し、1,000名のIT人材5にアンケートを実施した。これらの調査結果及び、「IT人材動向調査」で行ったアンケート
調査結果からDX取り組み状況を把握し、取りまとめた。

2019年度の「IT人材動向調査」では、デジタルビジネス推進部門、ユーザー企業のIT部門、IT企業の人事部門
に対して、DX取り組み状況を聞いた。同一企業からの回答6を除いた1,984社からの回答結果を従業員規模別に
示す（図表2-2-1）。

回答企業の全体では、「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部
門においてDXに取り組んでいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」を合わせると4割強の企業
がDXへの取り組みを実施している。従業員規模別に見ると、従業員規模1,001名以上の77.6％がDXに取り組んで
いる7が、従業員規模100名以下ではDXに取り組んでいる企業が3割弱となった。従業員規模によりDXへの取り
組みに差が見られる。

図表2-2-1	 DXへの取り組み状況【従業員規模別】

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる

取り組んでいない 無回答分からない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=290）

301名以上1,000名以下（N=346）

101名以上300名以下（N=436）

100名以下（N=912）

全体（N=1,984）

0.03.419.016.631.729.3

0.010.440.519.419.710.1

0.014.250.013.115.67.1

0.112.158.711.38.39.5

0.111.047.813.915.312.0

4―「DXに対応する人材のあり方研究会」の委員は、巻末に記載
5―詳細は4節の「学び直し・人材流動に関する意識調査」を参照
6―�ユーザー企業のIT部門またはIT企業の人事部門からの回答と、企業のデジタルビジネス推進部門からの回答が、同一企業からの回答である場合は、
ユーザー企業のIT部門またはIT企業の人事部門からの回答は除外した

7―�DXに取り組んでいる企業は、DXの取り組みを「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに
取り組んでいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業を示す
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DX取り組み状況8を回答企業の業種別に示す（図表2-2-2）。業種により回答企業数の偏りがあるが、回答数の
多い製造業と情報通信業を従業員規模別で見たところ、従業員規模301名以上の情報通信業及び1,001名以上の
製造業においてDXに取り組んでいる割合が7割台半ばから9割台半ばとなった。

図表2-2-2	 DX取り組み状況【業種別】9　無回答を除く

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

生活関連サービス業，娯楽業（N=11）

宿泊業，飲食サービス業（N=11）

電気・ガス・熱供給・水道業（N=11）

不動産業，物品賃貸業（N=25）

建設業（N=38）

金融業，保険業（N=47）

運輸業，郵便業（N=49）

サービス業（他に分類されない） （N=64）

学術研究，専門・技術サービス業（N=105）

卸売業，小売業（N=159）

製造業（N=355）

情報通信業（N=1,103）

全体（N=1,983）

72.727.3

81.818.2

18.281.8

64.036.0

50.050.0

40.459.6

55.144.9

67.232.8

46.753.3

59.740.3

53.546.5

62.237.8

58.841.2

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=105）

301名以上1,000名以下
（N=108）

300名以下（N=142）

全体（N=355）

20.080.0

59.340.7

73.926.1

53.546.5

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=41）

301名以上1,000名以下
（N=95）

300名以下（N=967）

全体（N=1,103）

2.4
97.6

24.275.8

68.531.5

62.237.8

製造業 情報通信業

8―DXに取り組んでいる企業は、DXの取り組みを「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに
取り組んでいる」、「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業、DXに取り組んでいない企業は、「取り組んでいない」、「分からな
い」と回答した企業を示す

9―回答数が10以下の業種は除いた
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２節　　デジタルビジネス推進企業

この節では、デジタルビジネス推進部門でDXに取り組んでいると回答した企業（以降、デジタルビジネス推進
企業と記載）の特徴を見ていく。

1.	 デジタルビジネス推進企業動向

デジタルビジネス推進企業に、DXの推進やデジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無を尋ねた結果を
示す（図表2-2-3）。「DXの推進やデジタルビジネス強化に取り組む専門部署がある」と回答したデジタルビジネス
推進企業が56.2％、「専門部署はないが、プロジェクトチームがある」が19.5％である。

図表2-2-3	 デジタルビジネス推進企業のDXの推進やデジタルビジネス強化の取り組み専門部署の有無

専門部署がある 専門部署はないが、プロジェクトチームがある ない

0% 25% 50% 75% 100%

N=185 24.319.556.2

図表2-2-3で「専門部署がある」と回答したデジタルビジネス推進企業に、DXの推進やデジタルビジネス強化に
取り組む専門部署の機能を尋ねた結果を図表2-2-4に示す。

DX専門部署を置いている企業では、DX遂行当事者としての役割と、社内関連部署の支援役（伴走者）という
役割に加え、「DXに関する全社戦略の立案」、「DXに関する戦略や目標の社内関連部署への指示」、「DXに関
する他社等との連携の推進」といった、全社のコントロールタワー的な役割も担っている。

図表2-2-4	 デジタルビジネス推進企業でDXの推進やデジタルビジネス強化に取り組む専門部署の機能

0% 25% 50% 75% 100%

N=104その他

DXに関する社内関連部署の支援・サポート

DXに関する自社内での取り組みの実施

DXに関する他社等との連携の推進

DXに関する戦略や目標の
社内関連部署への指示

DXに関する全社戦略の立案

7.7

69.2

76.0

72.1

55.8

64.4
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デジタルビジネス推進企業に、DX取り組み状況を尋ねた結果を示す（図表2-2-5）。「全社戦略に基づき、全社
的にDXに取り組んでいる」が47.6％、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」が32.4％、
「部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」が20％である。

デジタルビジネス推進企業に、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた結果を、DXへの取り組
み状況別に比較10する。DXやデジタルビジネスのすべての取り組み内容において、「全社戦略に基づいて全社的
にDXに取り組んでいる」企業で、「成果あり」の割合が高くなっている（図表2-2-5）。

図表2-2-5	 �デジタルビジネス推進企業の取り組み状況／DXやデジタルビジネスの取り組み内容・成果【DXへの
取り組み状況別】11

全社戦略に基づき、全社的に
DXに取り組んでいる
全社戦略に基づき、一部の部門に
おいてDXに取り組んでいる
部署ごとに独自、個別にDXに
取り組んでいる

0% 25% 50% 75% 100%

20.032.447.6

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

42.0

30.7

46.6

55.7

71.6

6.8
51.1

10.2
59.1

5.7
47.7

3.4
40.9

3.4
25.0

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

13.378.38.3

71.713.3

6.7
73.320.0

6.7
78.315.0

5.0
55.040.0

15.0

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

21.6

16.2

21.6

27.0

27.0

5.4
73.0

16.267.6

8.1
70.3

18.954.1

5.4
67.6

デジタルビジネス推進企業における取り組み状況（N=185）

全社戦略に基づき、全社的に
DXに取り組んでいる（N=88）

全社戦略に基づき、一部部門に
おいてDXに取り組んでいる（N=60）

部署ごとに独自、個別にDX
に取り組んでいる（N=37）

10―DX取り組み状況別に見ると回答数が少なくなることに留意
11―�「既に十分な成果が出ている」と「既にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果あり」として集計している。「今後

の成果が見込まれている」と「まだ見通しは分からない」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果なし」として集計している
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デジタルビジネス推進企業に、IT分野の業務が分かる役員の割合を尋ねた結果を示す（図表2-2-6）。役員の
内、IT分野の業務が分かる役員の割合は、7～10割が45.2％と最も高い。

デジタルビジネス推進企業に、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた結果をIT分野の業務が
分かる役員の割合別12に比較する。DXやデジタルビジネスのIT分野の業務が分かる役員の割合が0～2割の企
業では、「成果あり」の割合が低くなっている（図表2-2-6）。

図表2-2-6	 �デジタルビジネス推進企業におけるIT分野の業務が分かる役員の割合／DXやデジタルビジネスの
取り組み内容と成果【IT分野の業務が分かる役員の割合別】

7～10割

3～6割

0～2割
0% 25% 50% 75% 100%

45.216.738.1

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

7.8
71.920.3

12.570.317.2

7.8
73.418.8

4.7
76.618.8

1.6
57.840.6

7.1
71.421.4

10.7
75.014.3

53.646.4

3.6

0.0
42.953.6

3.6
35.760.7

10.5
53.935.5

11.8
57.930.3

6.6
50.043.4

10.5
40.848.7

7.9
32.959.2

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

成果あり 成果なし

取り組んでいない

0% 25% 50% 75%100%

デジタルビジネス推進企業におけるIT分野の業務が分かる役員の割合（N=168）

役員の内、IT分野の業務が分かる
役員の割合【0～2割】（N=64）

役員の内、IT分野の業務が分かる
役員の割合【3～6割】（N=28）

役員の内、IT分野の業務が分かる
役員の割合【7～10割】（N=76）

12―IT分野の業務が分かる役員の割合別に見ると回答数が少なくなることに留意
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デジタルビジネス推進企業に、企業文化・風土を尋ねた結果を、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果
別に比較する（図表2-2-7）。

「成果あり」の企業とそれ以外の企業では、「リスクを取り、チャレンジ」、「多様な価値観受容」、「仕事を楽し
む」、「意思決定のスピード」の差が大きい。

図表2-2-7	 デジタルビジネス推進企業の企業文化・風土【DX取り組み内容と成果別】13

新製品・サービスの創出（N=61)

既存製品・サービスの高付加価値化（N=68)

業務の効率化による生産性の向上（N=97)

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=50)

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=41)

0% 25% 50% 75% 100%

その他

意思決定のスピード

実力主義

個人裁量が大きい

仕事を楽しむ

成長・助け合う土壌

社内の風通しがよい

多様な価値観受容

リスクを取り、チャレンジ

社会や顧客への貢献意識

ビジョンが明確で、周知徹底

74.0
78.0

67.2
69.1

64.9

78.0
80.5

72.1
72.1

60.8

74.0
75.6
73.8

64.7
58.8

80.0
80.5
82.0
82.4

67.0

74.0
80.5

75.4
72.1

57.7

88.0
80.5
78.7
83.8

80.4

90.0
82.9
83.6
88.2

78.4

92.0
92.782.0

85.3
74.2

88.0
85.4

78.7
79.4

69.1

94.0
90.2
91.8
91.2
91.8

94.0
82.9

91.8
91.2
91.8

新製品・サービスの創出（N=124)

既存製品・サービスの高付加価値化（N=117)

業務の効率化による生産性の向上（N=88)

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=135)

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=144)

0% 25% 50% 75% 100%

48.9
49.3
50.0
47.9
45.5

37.8
39.6
37.1
35.0
35.2

49.6
50.7
47.6
51.3
53.4

61.5
62.5

58.9
57.3

65.9

44.4
44.4

41.1
41.0
46.6

65.2
68.8
67.7

64.1
61.4

66.7
70.1
67.7

64.1
67.0

57.0
59.0
58.9

55.6
58.0

51.1
54.2
52.4
50.4
52.3

87.4
88.9
87.9
88.0
86.4

73.3
77.8

72.6
71.8

64.8

成果あり 成果なし・取り組んでいない

13―�「既に十分な成果が出ている」と「既にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果あり」として集計している。「今後
の成果が見込まれている」、「まだ見通しは分からない」、「取り組んでいない」と回答したデジタルビジネス推進企業を「成果なし・取り組んでいな
い」として集計している。また、「企業文化・風土」の各項目は「よく当てはまる」、「ある程度当てはまる」を足した割合である。留意が必要である。選
択肢は略称した。選択肢の詳細は図表3-3-25を参照
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図表2-2-8は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する上での課題を尋ねた結果について、全体平均185社
の割合との差を表したものである。グラフ上で0より左側に伸びている課題は選択された割合が全体平均より低い
ことを、右側に伸びている課題は選択された割合が全体平均より高いことを示している。

「成果なし・取り組んでいない」デジタルビジネス推進企業では“内向き問題”（危機感の浸透や変革に対する
社内の抵抗、社内人材の育成など）を課題とするケースが多いが、「成果あり」と回答しているデジタルビジネス
推進企業においては“外向き問題”（連携先とのWin-Win関係、DX人材の社外からの獲得）が多く見られるのが
特徴といえる。また、既存システムの改修負担、プロジェクト開始時のリスクテイク判断を課題としているのも「成
果あり」と回答しているデジタルビジネス推進企業の特徴であり、DXを実際に推進することにより切実に実感し
ている様子がうかがえる。
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図表2-2-8	 デジタルビジネス推進企業がDXに対応する上での課題【DX取り組み内容と成果別】14

新規製品・サービスの創出（N=61）

業務の効率化による生産性向上（N=97）

既存製品・サービスの高付加価値化（N=68）

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=50）

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=41）

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

DXを推進するための既存の情報システムの
改修の負担が大きい

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXを担う能力のある人材が、
社外から獲得できない

DXを担う能力のある人材が、
社内で育成できない

成果が挙がらないプロジェクトの
中止・撤退の判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの
判断が難しい

DXの推進に向けて様々な取り組みを行って
いるものの、なかなか成果・収益があがらない

連携先との間でWin-Winの関係を
維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

0.4
0.22

0.15
0.18

0.34

-0.13
-0.2
-0.23

-0.04
0.05

-0.12
0.29

-0.28
-0.03

0.04

0.6
0.22

0.39
0.25

-0.02

-0.26
-0.48

-0.35
-0.26

-0.13

-0.72
-0.65

0.4
0.05
0.03

0.23
0.25

0.85
0.21
0.17

-0.12
-0.16
-0.07
-0.08

0.03

0.32
0.61

0.3
0.75

0.23

0.48
-0.1

0.21
-0.46

0.27
-0.11

-0.37
-0.39

-0.24
-0.16

-0.66
-0.32
-0.36
-0.38

-0.22

新規製品・サービスの創出（N=124）

業務の効率化による生産性向上（N=88）

既存製品・サービスの高付加価値化（N=117）

企業文化や組織マインドの根本的な変革（N=135）

現在のビジネスモデルの根本的な変革（N=144）

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0

-0.15
-0.06
-0.07
-0.1

-0.38

0.05
0.06
0.11

0.02
-0.05

0.04
-0.08

0.14
0.02

-0.05

-0.22
-0.06

-0.19
-0.15

0.02

0.1
0.14
0.17
0.15
0.14

0.26
0.19

-0.2
-0.03
-0.03

-0.09
-0.07

-0.42
-0.12
-0.18

0.05
0.05
0.04
0.05

-0.04

-0.12
-0.17
-0.15

-0.44
-0.25

-0.18
0.03

-0.1
0.26

-0.3

0.04
0.1
0.19
0.14
0.18

0.25
0.09
0.18
0.22
0.24

成果あり 成果なし・取り組んでいない

14―�グラフの数値は、「企業群別のそれぞれの課題選択割合 ÷ それぞれの課題選択における全体平均割合 -1」で算出。既に十分な成果が出ている」と
「既にある程度の成果が出ている」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果あり」として集計している。「今後の成果が見込まれている」、
「まだ見通しは分からない」、「取り組んでいない」と回答したデジタルビジネス推進部門数を「成果なし・取り組んでいない」として集計している。回
答数に留意が必要である
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「成果あり」のデジタルビジネス推進企業のＤＸに対応する人材の育成方法を尋ねた結果を示す（図表2-2-
9）。DXの取り組みで成果を出している企業は、社内外の研修やセミナー、勉強会、コンテスト、資格取得など、多
様な育成施策を採用している。

図表2-2-9	 デジタルビジネス推進企業のDXに対応する人材の育成方法【DX取り組み内容別（成果あり15）】

0% 25% 50% 75%

特になし（上記に当てはまらない、
育成していない、分からないも含む）

上記以外の方法で、自社で独自に実施

特定の育成カリキュラムなどはなく、OJT

学会活動への参加の推奨や支援

社外のコミュニティ活動、勉強会、
コンテストへの参加や教育機関への留学

社内での勉強会やコンテストなど

育成制度として資格取得の推奨や支援

育成制度として自主的な外部講座
（通学形式、Web形式）

育成制度として自社以外の
企業への出向や留職など

育成カリキュラムとして社外の研修やセミナー

育成カリキュラムとして社内の研修やセミナー

1.0

2.2

37.1

13.4

47.4

53.6

43.3

45.4

25.8

54.6

48.5

0% 25% 50% 75%

2.9

5.9

38.2

13.2

45.6

57.4

41.2

35.3

26.5

39.7

48.5

0% 25% 50% 75%

3.3

4.9

41.0

13.1

44.3

54.1

39.3

37.7

24.6

39.3

44.3

0% 25% 50% 75%

4.9

12.2

39.0

7.3

39.0

46.3

39.0

34.1

19.5

43.9

43.9

0% 25% 50% 75%

4.0

8.0

30.0

12.0

44.0

56.0

42.0

44.0

22.0

56.0

50.0

1.業務の効率化による
生産性の向上（N=97）

2.既存製品・サービスの
高付加価値化（N=68)

3.新規製品・サービス
の創出（N=61)

4.現在のビジネス
モデルの根本的な
変革（N=41)

5.企業文化や組織
マインドの根本的な
変革（N=50)

15―�各DX取り組み内容の項目の「既に十分な成果が出ている」と「既にある程度の成果が出ている」を抽出し「成果あり」とした
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３節　　DXに取り組んでいる企業の施策

この節では、DXの取り組みに対する企業インタビュー結果をもとに、DXに取り組んでいる企業の施策を掲
載する。なお、詳細は「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に向けた企業とIT人材の実態調査」16 
に掲載している。

DXに取り組んでいる企業に以下の目的でインタビュー調査を行った。
・	DXに関する先進的な取り組み事例の詳細な把握
・	工夫点の類型化のための具体的な情報の収集
・	DX人材の特徴や育成、組織に関する情報の収集

図表2-2-10	 DXの取り組みの事例調査17

調査対象
・ DXへの取り組みにおいて先進性が高い企業のDX担当部署
・ DXへの取り組みに関する取材記事が掲載されている企業のDX担当部署
（対象企業は、業種の偏りがないように選定）

調査期間 2019年11月～2020年3月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 12件（新規11件＋2018年度調査企業のフォロー1件）

調査項目

• デジタルビジネスやデジタルトランスフォーメーション（DX）に関する取り組み
• DXを推進する組織体制
• DXを推進する人材
• DXを推進する組織の文化、環境整備
• DX推進に向けた働き方改革や諸制度の見直し状況（人事制度など）
• 業務のデジタル化や生産性向上のためのツール活用状況
• DXへ取り組むきっかけや必然性（危機感や脅威）
• 共創領域・協調領域の考え方（外部連携）　など

16―https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
17―�2018年度調査「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」�

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
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1.	 DX推進のトリガー

インタビュー対象企業のDX推進に向けた共通の取り組みとして、以下の2つが挙げられる。
1つは「トップダウンの危機感の共有」である。トップだけでなく経営陣全員さらに社員にまで浸透した危機感

を持っていることであり、具体的には次のような意見があった。
　⃝ 過去に経験した「事業の危機」を受けた、経営陣および多くの社員の危機意識
　⃝ �これまで数十年間、既存のビジネスモデル主力事業から脱却できていないという会社の危機感が、社長か

ら経営陣に共有されている
　⃝ �テクノロジーによる破壊的な変化を感じ、DXのメッセージを社員全体に伝えている

2つめは「中長期（10年以上先）のイメージ／ビジョン構築」である。10年以上先に起こりうる既存事業の変化イ
メージ（中長期のビジョン）を持っていることが、DX推進につながると考えられる。具体的には次のようなものが
挙げられた。
　⃝ �業界で起きている“もの”から“こと”への変化と課題意識
　⃝ �人口減少や社会問題を見据えた、既存事業以外の収益構造の検討
　⃝ �社長直轄で「10年後の事業」を考えるプロジェクトを開始
　⃝ �次の100年を見据えた、新たな顧客価値の検討
　⃝ �テクノロジーによって起きる未来の創造

2.	デジタル技術や変革理解に関する勉強会、最新技術の把握

変化の激しいデジタル技術やデジタル変革については、一過性でなく継続的に、かつ全社を対象に、勉強会や
啓発のための研修などを行っていることがわかる。

行っている勉強会や研修には次のようなものがある。
　 1.　経営層を含む定期勉強会

　�　経営層を含むメンバーで開催する勉強会である。他社のDX事例を収集し、定期的に開催するデジタル勉
強会や、WGでの最新技術情報の都度共有などがある。

　 2.　全社員向けの啓発研修
　�　全社員を対象にした啓発研修である。CDO自らが全社員向けにデジタル研修を実施する例や、DXに関す

る啓発研修を実施する例などがある。
　 3.　参加メンバーの自発的な最新技術把握・実践

　�　DXを推進する人員が自発的に最新技術を把握し、実践を行う場がある。新しい取り組みや技術に取り組
めるメンバーを構成して情報収集に当たる例、好奇心のある若手メンバーを中心に、自発的に情報収集し実
践する例、海外のスタートアップの情報を現地で収集する例などがある。
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3.	 DX推進のポイント

複数の調査対象企業から、自らの強い想いや信念を持ち、DX を具体的に推進していく実務リーダーの存在が
不可欠である、という意見が聞かれた。そのようなリーダーを適切に登用する意思決定や仕組み化を行うことが
経営トップには求められると言える。

DXの推進（事業創造）は、①事業創造が未着手、②事業創造初期段階、③事業創造本格化の3つの段階に分
けられる。その段階の間には障壁が存在し、推進するためには障壁を突破する必要がある。突破する力を持つの
は実務リーダーである。

「①事業創造が未着手」の段階は、“事業創造の必要性を感じていない”、“DX推進担当者が不在”、“既存事業
部門からの費用化に関する反発“、“失敗リスクの洗い出しやその解消方法に関する議論に終始”、“デジタル技術
がわからないことで取り組みを敬遠”があり、“事業創造のアイデアはあるが、失敗リスクを潰せず進められない”
という状態にある。「①事業創造が未着手」と「②事業創造初期段階」の間には、「検討が進まない壁」が存在
する。この壁を突破するには、「問題意識の明確化（想い/明確なイメージを持ったイノベーションリーダーを据え
る）」、「社長/経営層を巻き込んで検討し続け、取り組みを前に進める」、「想いのあるリーダーが牽引して進め
る」などが有効である（図表2-2-11）。「②事業創造初期段階」は、“PoCを正しく評価できていない”、“失敗をおそ
れ、PoCにとどまってしまう”、“PoCを始めた以上、やめられなくなってしまっている”、“既存事業担当メンバーが、
単年度収支の観点から意見し、本格的なデジタル投資に反発する”という状態である。「③事業創造本格化」に
進むためには、「社内メンバーによる評価ではなく、顧客による評価を重視する」、「取り組む必要性のある社会
課題・顧客課題を推進」、「経営から全社視点/中長期視点での改革や推進・コミットを示す」などが有効である
（図表2-2-12）。

図表2-2-11	 DX推進の「検討が進まない壁」の原因と解決策

1. デジタルトランスフォーメーションを推進するた
めの危機感が無い/必要性を理解していない

検討が進まない壁の原因

2. 既存事業が忙しく、責任をもってデジタルを活
用した新規事業（DX）を創造する担当者
が不在

4. 失敗リスクの洗い出しやその解消方法に関す
る議論に終始しすぎ

3. 既存事業部門からの費用化に関する反発

5. デジタル技術がわからないことで取り組みを敬
遠

原因の解決策（今回インタビューより）

問題意識の明確化（前述）
• トップダウンの危機感を伝達する
• 中長期の課題意識を考える
• 想い/明確なイメージを持ったイノベーションリーダーを据える

社長/経営層を巻き込んで検討し続け、取組みを常に前に進める
• 社長やCDOを含む委員会を設置し、情報共有や実証判断をしながら進める
• 全体の会議では総論賛成だが、各論で個別意見がでる事が多いため、別途意
思決定者やキーパーソンと個別に議論し、理解してもらう

社会課題や顧客課題から検討し、解決が必要なテーマとして進める
• リスクよりも「解決すべき」という考え方で進める

想いのあるリーダーが牽引して進める
• 全員で議論するのではなく、想いのあるリーダーが牽引する

DXを推進可能な別組織の設立（責任と予算・権限の付与）
• ガバナンスをきかせるより、独立性を狙って新会社を設立
• 経営企画/事業戦略本部の下にDX検討組織を設置
• 親和性のある事業部門配下にDX組織を設置（全社予算での検討）

既存事業で成果を創出し、既存事業部門を巻き込んでいく
• 既存事業のデジタル活用成果を示し、取組みの意義を周知・巻き込んでいく

デジタル技術の勉強/情報収集を継続して実施
• 他社のDX事例や技術情報を収集し、デジタル勉強会やWGで都度共有
• 海外のスタートアップの情報を現地で収集
• 新しい取組や技術に取り組めるメンバー構成し、情報収集を行う
• CDO自ら全社員向けにデジタル研修を実施
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図表2-2-12	 DX推進の「事業が本格化しない壁」の原因と解決策

1. PoCを正しく評価できていない（気づいた点
や課題を修正しながら、良い方向に軌道修
正することなく、失敗評価にとどまる）

事業が本格化しない壁の原因

2. 失敗をおそれ、PoCにとどまってしまう

4. 既存事業担当メンバーが、単年度収支の観
点から意見し、本格的なデジタル投資に反発
する

3. PoCを始めた以上、やめられなくなってしまって
いる

原因の解決策（今回インタビューより）

社内メンバーによる評価ではなく、顧客による評価を重視する
• アイデアやPoCに対して、社内で評論せず、顧客目線/顧客による評価を行う
• デザイン思考の研修を行い、顧客視点での評価軸をもつ/重視する

社内メンバーは法令や規制面、外部パートナーが技術面で強みを連携して進める
• 既存業務を理解したメンバーと、外注メンバーによる技術を連携して進める
• 大学・研究機関の技術力と現場とユーザーを巻き込み、実現可能性を高める

取り組む必要性のある社会課題・顧客課題を推進
• 社会課題・顧客課題解決の視点で推進することで、継続的な取り組み化
• 課題意識/イメージが明確なリーダーによる牽引

明確なマイルストン（時期とKPI）を設定し、客観的な判断でピボットする/やめる
• 一定期間（3ヶ月-半年）で評価
• 事業をピボットする場合も、将来像を明確にして、マイルストンを再設定して評価

複数事業部門間での情報共有（≒競争）の場の設計
• 各事業部主導のDXの取組であれば、経営層に対して各事業部の成功事例と
して共有できる場を設計することで、モチベーションを高めさせられる

DXを推進可能な別組織の設立（責任と予算・権限の付与）
• DX新会社を設立し、事業会社としてのP/Lを意識させる

経営から全社視点/中長期視点での改革や推進・コミットを示す
• 「短期P/L視点」から「中長期視点での価値創造経営」への改革をCxOが伝え
る

• 全社コストで、全社共通のDX技術基盤をクラウドベースで刷新することをコミット
し、さらにマイクロサービス化による連携のしやすさなども支援することで、各現場は
環境を利用すればよいというところまで整備をコミット



IT人材白書202082

4.	 DX推進組織体制のパターン

DX推進組織体制のパターンは、狙いや主要参画メンバーの違いにより、大きく5つに分けることができる。ま
た、組織体制のパターンによって、DXのフェーズごとの役割や予算の考え方が異なる（図表2-2-13）。

	図表2-2-13	 DX推進組織体制の5つのパターン

DX取組
新会社設立

DX会議体設置
(専門組織なし)

IT部門
起点

役割/ミッション

• 新会社が一気通貫で事
業化

• 同時に新たな芽も創造

• DX組織が前半技術面
で伴走し、少しずつ事業
部門主導に移行

• DX組織は情報共有をメ
インミッションに、事業部
門を支援

• DX組織が実現可能性
を検証し、事業の道筋が
見えるところまで実施

• その後はいずれかの事業
部門へ移管

• デジタル技術を大胆に活
用した事業変革基盤の
構築によるDX牽引

組織体制の
パターン

予算の考え方

•既存事業部とは独立採算

•初期投資はDX組織が予
算化して、支援

•事業部門主導に切り替わ
るタイミングで予算も変更

•各事業部門の予算で実
施

• DX組織予算で実施

役割（イメージ）※矢印の太さは関与度を表す

0→1 1→10 10→100

新会社

DX組織 DX組織 DX組織

DX組織 DX組織 DX組織

DX組織 事業部門

DX組織 DX組織 DDXX組織組織組織DX組織組織

事業部門

DDXX組織組織組織 DX組織 DDXX組織組織組織DDXX組織組織組織

事業部門

新会社

•全社IT予算で基盤構築
•事業部門は、基盤を使い
つつ、自部門予算で実施

DX組織（IT部門）
事業部門

DX

DX
( )

•

•

•

• IT

IT

• CxO CEO CDO

•

IT •

•

/

•

• DX

• DX

•

•

DX

•

•

•

•
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5.	 DXに対応する人材の傾向

デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材の特性やアサイン、処遇や育成方法などをインタビューし、調
査結果と併せて整理した（図表2-2-14）。プロダクトマネージャーやビジネスデザイナーなどビジネス視点でDXを
主導するリーダーをはじめ、テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）等についても中途採用も
含め内部で保有しようとする傾向が見られる。

図表2-2-14	 DXに対応する人材の傾向

DXに対応する人材
（呼称） 定義 推進人材に関するインタビューでの

該当コメント

下記のアサイン手段を用いている
比率

◎︓多い、○︓やや多い、
△︓少ない、－︓ほとんどない 処遇 育成

内部 新卒 中途 外注

プロダクトマネージャー • DXやデジタルビジネスの実現を主
導するリーダー格の人材

• 管理職クラス、事業のエース、それに準ずる人材を任命
• 変革課題を持っている人、課題設定力がある人
• ビジョンを提唱し、行動に移す、想いのある人

◎ ー △ ー • 処遇面の違いは特に
無し

• 社内抜擢による実践
での育成

ビジネスデザイナー
• DXやデジタルビジネス（マーケティ
ング含む）の企画・立案・推進等
を担う人材

• ビジネスと技術の両方に明るい人材が望ましいが、特に
ビジネスをよく理解している人材

• 自発的に行動し、チャレンジできる人材
◎ ー △ ー

• 処遇面の違いは特に
無し（中途も大差
無し）

• デザイン思考
• 事業企画系など

テックリード
（エンジニアリングマネー
ジャー、アーキテクト）

• DXやデジタルビジネスに関するシス
テムの設計から実装ができる人材

• 外部から経験者を中途で採用
• 技術のある社内エンジニアが登用されるケースもあり ○ ー ○ △ • 専門人材向け別給

与体系を検討 • 実践機会の提供

データサイエンティスト • 事業・業務に精通したデータ解析・
分析ができる人材

• 社内で素養がある人材を育成
• 新入社員で採用するケースもあり
• 研修後はOJTでフォローアップ

○ △ ○ △
• 内部は、特に違い
無し

• 中途は、一部専門
人材の処遇あり

• 社内外の基礎的な
育成コース受講

• 後は、実践+フォロー
アップ施策で育成

先端技術エンジニア • 機械学習、ブロックチェーンなどの先
進的なデジタル技術を担う人材

• テクノロジーの変化の速度が早く、外部連携で補完
• 社員が技術を保有している場合は、その技術力を生か
した推進を検討

○ △ ○ ○
• 社内で抱えるケース
は少ない

• 必要な場合、別給
与体系検討あり

• 実践機会の提供

UI/UXデザイナー
• DXやデジタルビジネスに関するシス
テムのユーザー向けデザインを担当
する人材

• 顧客向けアプリを開発している企業では存在するケース
あり

• 通常は、技術と同様外注することが多い
○ ー △ ○

• 社内で抱えるケース
は少ない

• 必要な場合、別給
与体系検討あり

• 実践機会の提供

エンジニア／プログラマ • システムの実装やインフラ構築・保
守等を担う人材

• SIerが担うことが多い
• 保守の場合はIS子会社や情報システム部門メンバーが
担当

○ △ △ ○ • 処遇面の違いは特に
無し • 実践機会の提供
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6.	 DXに対応する人材の適性

DXに対応する人材においては、“自ら解決すべき課題を設定する”や“主体性・好奇心”などの適性が重要である
ことが本調査からわかった。

本調査時点では、適性因子として下記の6つがあると仮説付けたが、各個人が持つこれらの因子の強弱は、所
属する組織の風土や文化等の様 な々要因によって変化するものでもあり、それらの影響を見極める必要がある。

図表2-2-15	 DXに対応する人材の適性

A.

B. /

C.

D. /

E. /

F.

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•
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４節　　学び直し・人材流動に関する意識調査

この節では、先端的なIT業務に従事する人材（先端IT従事者18）とそれ以外の人材（先端IT非従事者）で、学
び直しの実態や重視するワークスタイル、転職の実態等がどう異なるかを、ウェブアンケート結果をもとに比較し、
掲載する。

図表2-2-16	 学び直し・人材流動に関する意識調査の概要（先端IT従事者／先端IT非従事者）

調査対象 先端IT従事者（500名）＋ 先端IT非従事者（500名）

調査期間 2019年12月

調査方法 ウェブアンケート調査

調査項目 回答者属性、ワークスタイル、スキルアップ、転職実態など

併せて、IT企業における学び直しの実態等を把握するために、インタビュー調査を実施した。インタビュー調査
では、主にIT人材の採用・育成のほか、学び直しの取り組みについての調査を行った。

図表2-2-17	 学び直しに関する調査（IT企業インタビュー）の概要

調査対象 学び直しに関する取り組みを進めているIT企業

調査期間 2019年9月～2020年1月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 9社

調査項目

・ IT人材の不足感や獲得の状況について
・ 従来型IT人材からデジタル人材へのスキル転換の取り組みについて
・ 人材不足に対する対応や生産性向上に関する取り組みについて
・ その他

18―�データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス/X-Tech、アジャイル開発/DevOps、AR/VR、ブロックチェーン、自動運転/MaaS、5Gの
IT業務を選択した従事者を先端IT従事者、それ以外を先端IT非従事者とした
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人材流動の実態等を把握するために、転職エージェント及びユーザー企業に対してインタビュー調査を実施し
た。インタビュー調査では、主にIT・デジタル人材の育成・確保や不足の状況、採用・転職等の実態及び課題等に
ついての調査を行った。

図表2-2-18	 人材流動に関する調査（転職エージェント・ユーザー企業インタビュー）の概要

調査対象 IT・デジタル人材の流動の実態について知見のある企業

調査期間 2019年9月～11月

調査方法 インタビュー調査

インタビュー数 5社

調査項目

＜転職エージェント：3社＞
・ IT・デジタル関連の転職市場の全体動向について
・ デジタル人材の流動（転職等）の実態について
・ 従来型IT人材からデジタル人材へのスキル転換の実態について
・ その他
＜ユーザー企業：2社＞
・ 事業内容とデジタル人材の種類等について
・ デジタル人材の採用について
・ デジタル人材の育成について
・ その他
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1.	 IT通信業界出身者の転職状況

IT通信業界出身者の転職決定数は同業種・異業種ともに増加しており、人材流動は活発化傾向にある。特に
「異業種」への転職者数が「同業種」より増加している点が注目される（図表2-2-19）。

AI関連の求人数が2013年に比べ2018年では約60倍になっているという転職エージェントの話もあり、先端デ
ジタル人材の需要が急増していることがうかがえる。

また、前職と比べ転職時に賃金が１割以上増加した転職決定者の割合は上昇傾向をみせている（図表2-2-
19）。

図表2-2-19	 �IT通信業界出身者の転職決定数の推移／IT系エンジニアにおける「前職比で賃金が増加した転職決
定者」の割合19

1.53

1.46

1.60

1.37

1.66

1.47

1.95

1.53

2.20

1.92

1.00

09～13年平均 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

同業種 異業種

19.2%

17.6%

20.5%

24.5%

22.9%

21.3%
22.5%

25.2%

26.4%

29.6%

31.7%
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18

IT通信業界出身者　転職決定数推移

※09～13年の５年平均を1とする

（出典）リクルートエージェント「転職市場の展望【2020年版】」 （出典）リクルートキャリア
「2019年10-12月期 転職時の賃金変動状況」

IT系エンジニアにおける「前職と比べ賃金が明確に
（1割以上）増加した転職決定者」の割合

19―�リクルートエージェント「転職市場の展望【2020年版】」　https://www.r-agent.com/guide/article4891/#IT�
リクルートキャリア「2019年10－12月期 転職時の賃金変動状況」　�
https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/200129-01/

https://www.r-agent.com/guide/article4891/#IT
https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/200129-01/
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2.	先端IT従事者と先端IT非従事者の仕事内容、満足度

学び直し・人材流動に関する意識調査では、IT人材を、先端的なIT業務20に従事する先端IT従事者とそれ以
外の先端IT非従事者に分けて、その学び直しの実態のほか、重視するワークスタイルや転職の実態等についての
比較を行った。

先端IT従事者と先端IT非従事者の双方に対して、業務内容を尋ねたところ、先端IT従事者は、新規事業の企
画・立ち上げやマーケティング・営業などの上流工程からプロジェクト管理・マネジメントなどを担当している人材
の割合が高い。これに対して、先端IT非従事者は、「システム保守・運用」と回答した割合が最も高くなっている
（図表2-2-20）。

図表2-2-20	 先端IT従事者と先端IT非従事者の業務内容21

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50%

上記以外

教育研修サービス

先端技術に関する研究・開発

データ分析・解析

システム監査

IT利活用の推進・業務プロセス等の改善

契約文書やマニュアル等の資料作成

IT資産・機器管理

情報セキュリティ管理

システム保守・運用

テスト

システム開発・実装
（プログラミング・コーディング）

システム設計

社内における調整・交渉

外注管理・調達

プロジェクト管理・マネジメント

システムやITに関する戦略・計画の策定

マーケティング・営業・仕事の獲得（受注）

ITやデジタル技術を使った
新規事業の企画・立ち上げ

15.0
1.4

7.8
2.2

2.2
6.2

8.4
15.4

2.0
2.4

2.8
6.6

3.8
3.8

3.4
3.4

6.4
10.4

19.0
12.8

8.4
7.0

14.2
15.6

14.0
18.8

12.2
10.8

8.6
9.6

13.8
28.6

6.4
26.8

18.4
27.2

5.0
29.0

20―�先端的なIT業務は、データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス/X-Tech、アジャイル開発/DevOps、AR/VR、ブロックチェーン、自動
運転/MaaS、5Gとした

21―当てはまるもの3つまでに選択可能
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先端IT従事者と先端IT非従事者の双方に対して、仕事に対する満足度を尋ねたところ、先端IT従事者は、
「満足している」と「どちからと言えば満足している」を合わせると仕事に対する全項目で満足度は5割を超えて
いる。これに対して、先端IT非従事者で満足度が5割を超えたのは、2項目のみであった。先端IT従事者のほう
が、仕事に対する満足度が高い（図表2-2-21）。

図表2-2-21	 先端IT従事者と先端IT非従事者の仕事に対する満足度

満足している

どちらかと言えば満足していない

どちらかと言えば満足している

満足していない

0% 25% 50% 75% 100%

10.229.445.814.6

10.833.444.211.6

16.429.043.011.6

10.625.447.017.0

9.234.242.414.2

7.621.047.823.6

7.821.253.417.6

6.422.645.825.2

7.023.252.417.4

7.625.248.618.6

企業の社風やビジョンに共感できること（N=500）

自分自身のスキルアップを支援する制度が
充実していること（N=500）

給与水準が高いこと（N=500）

きれいなオフィスで仕事ができること（N=500）

スペックの高いIT環境で
仕事ができること（N=500）

プライベートの時間を確保しやすいこと（N=500）

仕事を通じて自分自身が成長できること（N=500）

自由な働き方ができること（N=500）

クリエイティブな仕事ができること（N=500）

最先端の仕事ができること（N=500）

0% 25% 50% 75% 100%

20.042.831.85.4

20.443.832.03.8

23.244.628.43.8

19.038.236.06.8

23.045.427.83.8

14.227.446.012.4

14.635.244.06.2

14.628.845.211.4

19.437.036.86.8

21.637.636.64.2

先端IT従事者 先端IT非従事者
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3.	先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップ状況・意識の比較

学び直しの実態のほか、重視するワークスタイルや転職の実態等について、先端IT従事者と先端IT非従事者と
の比較を行った。

スキルアップに関しては、先端IT非従事者は、先端IT従事者に比べ、時間も費用もかけていないことがわかっ
た。

自主的な勉強の状況に関しては、「業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない」と答えた割合は、先端IT非
従事者では51.6%と半数以上を占めたのに対し、先端IT従事者では26.2％だった（図表2-2-22）。

図表2-2-22	 先端IT従事者と先端IT非従事者の自主的な勉強の状況

業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない

業務上必要な内容があれば、業務外（職場以外）でも勉強する

業務で必要かどうかにかかわらず、自主的に勉強している

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

16.032.451.6

20.653.226.2

スキルアップの月当たりの自己負担額については、「ほとんどお金をかけない」と答えた割合が、先端IT非従事
者では71%と7割以上に上ったのに対し、先端IT従事者では36％だった（図表2-2-23）。平均値で見ると、先端IT
非従事者では3,920円だったのに対し、先端IT従事者では12,780円だった。

図表2-2-23	 先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップの自己負担額

ほとんどお金をかけない

5千円以上1万円未満

5万円以上10万円未満

5千円未満

1万円以上5万円未満

10万円以上

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

1.2
0.6
4.85.417.071.0

3.03.816.022.019.236.0
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業務以外の週当たりの平均的な勉強時間については、先端IT非従事者では「ほとんど勉強しない」が最も多く
48.8%と約5割に上ったのに対し、先端IT従事者では「1～2時間未満」が最も多く18.2%を占めた（図表2-2-24）。

平均値で見ると、先端IT非従事者では週1.0時間だったのに対し、先端IT従事者では週2.7時間だった。

図表2-2-24	 先端IT従事者と先端IT非従事者の業務以外の平均的な勉強時間

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50%

10時間以上

9～10時間未満

8～9時間未満

7～8時間未満

6～7時間未満

5～6時間未満

4～5時間未満

3～4時間未満

2～3時間未満

1～2時間未満

30分～1時間未満

30分未満

ほとんど勉強しない

1.4
4.0

0.2
1.0

0.2
1.2

0.8
4.8

1.2
2.0

0.8
7.0

3.2
6.6

1.8
7.2

5.0
13.2

11.6
18.2

9.0
12.6

16.0
10.4

48.8
11.8
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先端IT従事者と先端IT非従事者の双方に対して、先端的なIT領域22のスキルの習得状況や今後の予定を尋ね
たところ、先端IT非従事者については、いずれの項目についても「習得する予定はない」という回答が９割近くに
上る結果となった（図表2-2-25）。

現時点では、先端IT非従事者の多くは、先端的なIT領域のスキル習得に対して消極的であると考えられる。

図表2-2-25	 先端IT従事者と先端IT非従事者の先端的なIT領域のスキルの習得状況や今後の予定

これから習得する予定である

ある程度習得している

習得する予定はない

これから習得する予定である

ある程度習得している

習得する予定はない

0% 25% 50% 75% 100%

5G（N=500）

自動運転／MaaS（N=500）

ブロックチェーン（N=500）

AR／VR（N=500）

アジャイル開発／DevOps（N=500）

デジタルビジネス／X-Tech（N=500）

IoT（Internet of Things）（N=500）

AI・人工知能（N=500）

データサイエンス（N=500）

45.632.022.4

52.027.220.8

53.827.418.8

47.630.422.0

48.223.028.8

49.231.219.6

25.628.246.2

23.441.235.4

33.424.642.0

0% 25% 50% 75% 100%

0.8

0.8

1.0

0.6

1.4

0.8

1.2

1.6

0.6

8.6

5.2

4.6

6.8

5.6

6.8

11.6

11.6

7.4

90.6

94.0

94.4

92.6

93.0

92.4

87.2

86.8

92.0

先端IT従事者 先端IT非従事者

22―�データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス／X-Tech、アジャイル開発／DevOps、AR／VR、ブロックチェーン、自動運転／MaaS、
5G
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先端IT従事者と非従事者の双方に対して、スキルアップに関する考え方を尋ねた。「これからも活躍し続けるた
めには、新しいスキルの習得が必要だと思う」については、「強くそう思う」が先端IT従事者では30.4%だったのに
対し、先端IT非従事者では12.6%だった。また、「まったくそう思わない」が先端IT従事者では4.2％だったの対し
て、先端IT非従事者では14.6％であり、先端IT非従事者はスキルアップの必要性を感じていない割合が高いと言
える（図表2-2-26）。

図表2-2-26	 �先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップに関する考え方（「これからも活躍し続けるために
は、新しいスキルの習得が必要だと思う」）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

12.6 14.625.2

4.214.451.030.4

47.6

「今現在、新しいスキルを十分習得できていると思う」については、「強くそう思う」が先端IT従事者では10.8%
だったのに対し、先端IT非従事者では2.4％だった。一方、「まったくそう思わない」については、先端IT従事者で
は11%だったのに対し、先端IT非従事者では28.2%だった（図表2-2-27）。先端IT非従事者は新しいスキルを習
得できていると感じていない割合が高いと言える。

図表2-2-27	 �先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップに関する考え方（「今現在、新しいスキルを十分習得
できていると思う」）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

28.246.822.6
2.4

11.043.834.410.8
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「将来、自分のスキルが陳腐化することを心配している」については、「強くそう思う」が先端IT従事者では
23.8%だったのに対し、先端IT非従事者では10.2%であった。また、「まったくそう思わない」が先端IT従事者で
は7.6%だったのに対して、先端IT非従事者では17%であった（図表2-2-28）。先端IT非従事者は、先端IT従事者
に比べて自分のスキルの陳腐化について、危機感を感じていないと言える。

図表2-2-28	 �先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップに関する考え方（「将来、自分のスキルが陳腐化する
ことを心配している」）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

17.033.439.410.2

7.624.244.423.8

「1年後には、新しいスキルを習得できていると思う」については、「強くそう思う」が先端IT従事者では14.4％
だったのに対し、先端IT非従事者では4.2%であった。また、「まったくそう思わない」が先端IT従事者では7.8%
だったのに対して、先端IT非従事者では27.4%であった（図表2-2-29）。先端IT非従事者は将来新しいスキルを習
得できていると感じていない割合が高いと言える。

図表2-2-29	 �先端IT従事者と先端IT非従事者のスキルアップに関する考え方（「1年後には、新しいスキルを習得
できていると思う」）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

27.444.424.04.2

7.835.242.614.4

以上から、先端IT従事者のほうが、先端IT非従事者よりも、スキルアップの必要性やスキルアップしないことの
リスク（スキルの陳腐化）を強く感じる傾向があることがうかがえる。また、先端IT非従事者は、新しいスキルを
十分習得できていないという問題意識は感じているものの、今後もその状態は変わらない（１年後も新しいスキル
を習得できていない）と感じていることが読み取れる。
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4.	 IT企業の学び直しに関する取り組み

IT企業が学び直しにどのように取り組んでいるかについて、学び直しに関する取り組みを進めているIT企業に
インタビューを行い、状況を把握した。

インタビューの結果、共通するポイントがあることがわかった。以下にそのポイントと、該当するインタビュー結
果を掲載する。

先端IT事業のうちデジタルの知見を活かして業務の効率化に従事する人材は、社員の学び直しで確保
・�	現在の労働市場において中途人材を採用するのは困難なため、主に社内人材をデジタル人材として育成する

ことで確保している。
・	先端IT非従事者は、業務フローの構築やRPAエンジニアなどへ転換しやすいと考えている。

先端IT事業のうち専門性の高い分野での開発や新規事業立案に携わる人材を高待遇にし、専門人材を確保
・	社員を育成するよりも、優秀な人材を獲得することに重きを置いている。
・	�2020年4月入社の新卒エンジニア職から「グローバル基準採用」を開始し、一律の初任給を廃止して、スキル

の高いエンジニアの給与をグローバル水準へ引き上げるという取り組みも始めた。
・�	専門レベルのデジタル人材は、先端IT非従事者のスキル転換ではなく、専門分野の人材を採用することで確

保している。採用市場の状況を考慮した適正な報酬を提示して、他社へ流出しないよう引き留めている。

学び直しの実施にあたり、独自のスキル標準等を作成
・�	当社の事業においてデジタル人材に求めるスキルを定義し、そのスキルを保有する人材を社内外から確保し

ている。
・	スキルの評価にあたっては、当社独自で策定したスキル標準を活用している。
・�	ITSS+をベースに、一部をアレンジしたオリジナルの人材定義を導入しており、DX人材の育成にも引き続き

利用する。
・	ITSSをベースとし、ビジネスクリエイターやコンサルタントなどの職種を追加した、当社独自の専門性認定制

度を作った。

デジタル事業を推進するために、新たな事業部を設立
・	デジタルトランスフォーメーション専門部署を設立した。IoT関連（空調制御等）のサービスを中心とした事業

を取り扱っている。
・	デジタル関連事業に取り組む部署を2年前に設立した。RPAやクラウド、AI、データサイエンスに関する専門

性の高い約10名の人材が所属している。
・	DXの推進に関する取り組みとして、先端技術を活用した成長事業の創出を目的とするDX部門と、RPAによ

る生産性向上を事業領域とするDX部門を設立した。

ITコンサルティング企業では、異動や部署を越えたアサインにより社員をデジタル事業へ参画
・	当社の業務はプロジェクト単位であり、部署を越えて人員を配置している。特にデジタル領域のプロジェクト
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は、部署を越えて参画する社員も多い。
・	DX事業への職務機会を公平にするため、社内公募による自由な異動を認めているほか、従来型のIT事業へ

ロックインされている人材については、強制的に異動させることもある。

新規事業の展開にあたってはトップダウンの意思決定が重要
・	当社では、トップダウンで新開発製品を全社導入した。自社開発と言え新しい製品の導入は、先進的な企業

であっても抵抗があるため、最初はトップダウンで取り組むことが重要である。
・	新設した先端技術部門の前身である新ビジネス開発部門は、社長が責任者を務めていた。一連の取り組み

は、トップダウンで進められている。

IT企業の学び直しの取り組みについては、次のように整理できる。
※�特に新たにデジタル事業部門を設置する場合などは既存人材の学び直しでは時間的に間に合わないケース

が多いため、実態として中途採用という手段が補完的に活用されている
１）�新設デジタル部門向けは、中途人材を獲得し、新設デジタル部門でデジタル関連の事業に従事させ、育成

に関しては選抜された人材に研修等を受講させる。
２）社内の人材に育成を行い、既存部門に戻ってデジタル関連の事業に従事させる。
３）社内の人材に育成を行い、既存部門に戻って既存事業に従事させる。
育成については選抜者/希望者に対して下記を用意している。
・ 選抜者/希望者に研修等を受講させる
・ 全員に研修等を受講させる
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5.	先端IT従事者と先端IT非従事者の転職への意識の比較

学び直し・人材流動に関する意識調査の結果より、転職に関する項目について、先端IT従事者と先端IT非従事
者との比較を行った。

「転職に対する考え方」については、「より良い条件の仕事を求めて、積極的に行いたい」と「より良い条件の仕
事が見つかれば、考えてもよい」を合わせた割合が、先端IT従事者の方が先端IT非従事者よりも高かった（図表
2-2-30）。

図表2-2-30	 先端IT従事者と先端IT非従事者の転職に関する考え方

より良い条件の仕事を求めて、積極的に行いたい

より良い条件の仕事が見つかれば、考えてもよい

できる限りしたくないが、必要があればやむを得ない

絶対にしたくない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

10.030.041.019.0

3.627.448.021.0

図表2-2-30の設問で「できる限りしたくないが、必要があればやむを得ない」もしくは「絶対にしたくない」と回
答した者に対して、「転職しない理由」を尋ねた。先端IT従事者と先端IT非従事者を比較したところ、最も差異
が大きかった回答は「転職が面倒だから」だった。先端IT従事者では12.3％なのに対し、先端IT非従事者では
29%を占めた（図表2-2-31）。

図表2-2-31	 先端IT従事者と先端IT非従事者の転職しない理由23

先端 IT 非従事者（N=200）先端 IT 従事者（N=155）

0% 25% 50%

その他

家族などが転職に反対するから

転職活動をしている時間的な余裕がないから

転職市場で通用するスキルがないと思うから

転職が成功するかどうか不安だから

転職活動が面倒だから

収入の継続性や安定性を重視したいから

現在の企業や仕事内容に満足しているから

1.5
2.6

5.5
9.0

9.5
5.2

13.5
12.3

19.0
21.3

29.0
12.3

29.0
40.6

34.0
40.0

23―当てはまるものを2つまで選択可能
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「転職の理由」について、転職経験者に尋ねた。先端IT従事者は「自分のやりたい仕事ができなかったから」
が最も高く34.8％である。先端IT従事者と先端IT非従事者を比較して、最も差異が大きかった回答は「クリエイ
ティブな仕事ができなかったから」だった。先端IT従事者では17.9％なのに対し、先端IT非従事者では8.3％で
あった。次に差異が大きかったのは「先端的な仕事ができなかったから」である（図表2-2-32）。

図表2-2-32	 先端IT従事者と先端IT非従事者の転職の理由24

先端 IT 非従事者（N=327）先端 IT 従事者（N=319）

0% 25% 50%

その他

先端的な仕事ができなかったから

上司以外の人間関係に不満があったから

クリエイティブな仕事ができなかったから

もっと自由な働き方を実現したかったから

もっとスキルアップしたかったから

勤務先の企業の社風が合わなかったから

上司に不満があったから

労働時間が長かったから

自分のやりたい仕事ができなかったから

給与を上げたかったから

6.4
4.4

3.7
13.2

8.6
13.2

8.3
17.9

14.1
14.7

15.6
17.9

18.7
16.0

17.7
17.9

19.6
20.4

25.4
34.8

37.6
34.5

24―当てはまるもの3つまで選択可能
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6.	学び直しと人材流動を促進する上での課題

「ITやデジタル関連のスキルアップに向けた勉強に関する課題」について尋ね、先端IT従事者と先端IT非従
事者の回答を比較した（図表2-2-33）。先端IT非従事者で最も多かった回答は「勉強の必要性を感じない（現在
のスキルで十分だと思うから）」だったのに対し、先端IT従事者で最も多かった回答は「業務が忙しく、勉強時間
が確保できない」であり、差異がみられた。

また、「新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない」という回答は、先端IT従事者と先端IT非従事者の
双方に多くみられた。

図表2-2-33	 先端IT従事者と先端IT非従事者のITやデジタル関連のスキルアップに向けた勉強に関する課題25

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50%

その他

どのように勉強したらよいかがわからない

何を勉強したらよいかが具体的にわからない

家事や育児等で忙しく、勉強時間が確保できない

勉強を始めても長続きしない

勉強の必要性をあまり感じない
（会社側から特に求められないから）

勉強に必要な費用が確保できない

勉強の必要性はわかるが、意欲がわかない

勉強の必要性をあまり感じない
（現在のスキルで十分だと思うから）

新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない

業務が忙しく、勉強時間が確保できない

2.0
2.0

12.0
6.0

11.8
9.6

9.8
18.4

11.6
17.4

17.6
15.4

15.6
19.6

18.0
22.0

26.2
13.8

23.2
28.2

23.8
40.0

アンケート調査とインタビュー調査の結果をもとに、学び直しやスキルアップについての課題について「企業」と
「個人」の両面から整理した。社会的・ビジネス的な背景および取り巻く環境が、学び直しを進めるためには重
要な要素と考えられる。

企業側
企業側としては、次のビジネス的な背景が、学び直しを妨げる要因として挙げられる。
1. 既存の事業（従来型のビジネス）の好調さ・規模の大きさ
2. 新規ビジネスの立ち上げや規模拡大の難しさ
1. に関しては、現状のビジネスを担う人材育成が優先されるため、新たな領域に対する人材育成が後手になっ

てしまうという問題がある。また、2. に関しては、PoC止まりになってしまいビジネスとして軌道に乗せることが困
難であり、新規ビジネスがなかなか軌道に乗らないため、対応する人材の育成のための学び直しに積極的に着手

25―当てはまるすべてのもの選択可能
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できないという問題がある。いずれにしても、従来型のビジネスを中心とするビジネスモデルからの変革が必要と
される。

個人側
個人では、先端IT非従事者のほうが、学び直し・スキルアップに消極的であるという結果であった。先端IT非従

事者は、次のような背景・環境に置かれていることが、その要因として挙げられる。
1. これまでのスキルを活かせる従来型の業務がまだ豊富に存在する
2. 従来型の業務が企業の利益の主流となっている
3. 従来型の業務が主流となっている企業では、個人が危機感を感じにくい
2.については、企業のビジネスモデルが従来型の場合、新たなスキルが企業利益につながりづらいことが、学び

直しやスキルアップを進めるうえでの障壁となっていると言える。

学び直しの推進に必要な要素と関連する課題
学び直しの阻害要因の例を、IT企業のインタビュー結果とともに掲載する。

・学び直しにあたっては、本人の学習意欲が重要な要因である
�　スムーズに学び直しができる人材は、自発的に学び、業務に対応している。スキル教育は本人の意欲と職場
の期待を勘案した指名型を中心としているが、自発的な学びを促進するため、節目でのキャリア教育や自己研
鑽の支援を積極的に行っている。
�　スキル転換は本人の意欲に基づくものであるため、本人の判断によっては、スキル転換に取り組まない可能
性もある。若手人材は学び直しに意欲的だが、COBOLなどを専門とする50代の先端IT非従事者にとって、ス
キルの転換とモチベーションの維持の両立が課題であるようだ。
�　従来型IT人材のスキル転換について、まず若手人材を配置転換し、次に教育係や顧客との関係構築の担い
手としてシニア人材を異動させる、という順序で進めている。シニア人材の中には、スキル転換に消極的な人材
も存在するが、本人の意欲を尊重している。

・学び直しにより習得した技能を業務で活用できる環境が重要である
�　デジタル人材へのスキル転換を行っても、従来型IT事業の現場に戻ってしまうと習得したスキルは失われてし
まう。一度スキル転換させると決めた人材は、元の部署へ戻さないといった、思い切った決断が重要だと考えて
いる。
�　スキル転換においては、デジタル領域の知見の獲得以上に、獲得した知見を発揮できる環境の整備が課題
である。従来型の人材に対する評価体系やボーナスの査定基準を抜本的に変えなければ、スキル転換を促進
することは難しい。

・新規事業の創出への適性は、スキルよりも性格や資質が重要なファクターである
�　BPRやPM支援と、デジタル技術を活用した新規事業立案は業務の性質が異なるため、適性の高い人材と低
い人材に分かれると考える。また、本人の志向性も大きな要素になる。BPR領域からデジタル領域へのスキル転
換にあたっては、既存のビジネスの効率化から、新たなビジネスの創出に向けたマインドセットの転換が重要で



IT人材白書2020 101

第
2
部

第
第
第

D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D
D

ある。特に従来型の業務において優秀な人材であるほど、転換に戸惑うようである。
�　新規事業向けのシステム開発に適した人材と、業務システムの開発に適した人材の違いは、スキルよりも性格
や資質に由来すると考える。

・社内で学び直しを行っても、人材が流出してしまう場合がある
�　デジタル人材の確保には苦労している。育成しても給与水準等の理由からコンサルティングファームに転職し
てしまう場合が多い。
�　以前は高い専門性を持つ人材がもう1名在籍していたが、高い給与水準を理由に外資系コンサルティング
ファームへ転職した。専門人材を育成しても流出してしまう点が課題だと感じている。

・従来型IT事業の需要は今後も大きいが、生き残りに向けた競争は厳しい見通しである
�　2022年度の段階でも、非DX事業が売上の25%を占めるが、業務改革を通じて毎年数%単位で生産性が向
上している。縮小する市場で生き残り続けることも挑戦の一つと言える。
�　現在も従来型IT人材は不足しており、今後もその需要は高いだろう。SIerには従来型ITに係る専門性がさら
に求められようになり、専門性がないと競争力が低下する。
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５節　　まとめ

1.	 調査から抽出された課題

今回のアンケート調査やインタビュー調査を通じて抽出された課題を、企業側・IT人材個人側に分けて整理す
ると下記にように集約される。

企業の問題としては、既存のビジネスモデルからデジタル型のビジネスモデルへの転換が進んでいないこと、そ
の阻害要因でもある経営層のITへの見識不足、企業内における危機感の共有不足や変革への抵抗、評価や処遇
をはじめとした人事制度や組織文化の問題、また結果として先端IT人材が活躍する場が提供できていないことな
どが挙げられる。

一方の個人側の問題としては、自らを取り巻く環境変化への感度の低さやスキルアップへの意欲の低さをはじ
め、学んだことを生かす場がないという、裏を返せばそれを自ら作り出そうとしないことや、スキルアップやキャリ
アアップについては企業側のお膳立てに依存しているという当事者意識の低さが見え隠れしていることが指摘で
きる。

それらの本質的な課題は、デジタル化が進む中での、今後の企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていな
い、換言すれば企業側も個人側も“昨日や今日の延長に明日もあると考えている”ということに集約される。

抽出された問題点：企業
・	既存のビジネスモデルや業務スタイルから脱却できておらず、デジタル型ビジネスモデルへの転換が進んでい

ない
・	経営層の、デジタルがもたらす変革への理解と認識やIT活用に対する見識が不足
・	DX実施以前問題としての、変革への抵抗や危機感の共有不足
・	実施にあたっても、既存の人事制度や組織文化が変革を阻害
・	従来型システム化技術から脱却できず、先端IT従事者が活躍する環境や場が整えられていない

抽出された問題点：IT人材個人
・	デジタル技術による自身を取り巻く環境変化に対する感度の低さや危機感の不足から、スキルアップ意欲の

低い先端IT非従事者
・	せっかく学んでもそれを活かす場がない
・	自身のキャリアに対する当事者意識が希薄
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2.	DXに対応する人材に関する課題解決の方向性

「デジタル化がもたらす第４次産業革命が進む中で、企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていない」とい
う本質的な課題を解決するための方向性としては、企業と個人の新たな関係性の構築と、IT人材の適材適所化を
行うことが必要となる。ビジネス（経営、事業）、エンジニアリング（技術）、マネジメント（人、組織）の三位一体で
革新を行い、企業の方向性と個人のあるべき姿を描いていくことが求められる。

あるべき姿を明らかにしたうえで、その実現につながるような、企業の具体的な施策、IT人材個人の取り組みを
行っていくことが必要である。

図表2-2-34	 DXに対応する人材に関する課題解決の方向性

＜課題解決の方向性＞
企業と個人の新たな関係の構築とIT人材の適材適所化

三位一体での
革新

ビジネス

三位一体での

ビジネスビジネス
（経営、事業） エンジニアリングエンジニアリングエンジニアリング

（技術）

マネジメントマネジメントマネジメント
（人、組織）

＜具体施策︓
IT人材個人＞

・人生100年時代を踏まえた
柔軟なキャリア形成
・自身の市場価値の見える化、
ポ－タビリティ化

↓
企業に依存せず、常に自らの価
値を向上し続ける取組み

＜具体施策︓企業＞

・めざすデジタル経営の姿や長期事業ビジョ
ンの明示
・そのために必要な人材プロファイルの明示
・能力を正当に評価し処遇する仕組み作り
や、リスクにチャレンジする組織文化の醸
成
・新技術の積極的な採用による業務生産
性向上や継続的にスキルアップできる
“場”の提供
・デジタルな社風の定着と全社員のリテラ
シー向上（デジタルミドル層の拡大)

↓
デジタル時代に選ばれる企業
になるための事業/組織改革

＜本質的課題＞
デジタル化がもたらす第4次産業革命が進む中で、産業構造や消費者行動・考え方が
大きく変化しているにも関わらず、企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていない
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付録
　第2部、第3部に附随するグラフを掲載する。

図表2-A-1	 ユーザー企業のIT部門における今後のIT業務の増減の見通し　無回答を除く

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=581）

社外向けウェブシステム基
盤構築・運用（N=569）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=566）

情報セキュリティリスク
管理（N=670）

社内システム運用管理
（N=659）

社内IT基盤構築・運用
（N=659）

社内システム開発・
導入・保守（N=655）

全社ITの企画（N=676）

社内業務プロセス設計
（N=593）

1.4
53.245.4

5.177.517.4

4.877.417.8

2.1
43.354.6

10.555.733.8

6.456.836.9

6.951.042.1

1.2
46.052.8

1.7
56.541.8

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=372）

社外向けウェブシステム基
盤構築・運用（N=336）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=330）

情報セキュリティリスク
管理（N=488）

社内システム運用管理
（N=467）

社内IT基盤構築・運用
（N=455）

社内システム開発・
導入・保守（N=446）

全社ITの企画（N=505）

社内業務プロセス設計
（N=400）

3.0
59.437.6

8.075.916.1

7.075.817.3

2.7
54.942.4

12.067.720.3

10.867.022.2

9.065.925.1

1.4
57.241.4

4.062.833.3

2019年度 2014年度

図表2-A-2 ユーザー企業の事業部門、他部門に
おける今後のIT業務の増減の見通し　
無回答を除く

図表2-A-3 ユーザー企業のIT子会社、外部企業に
おける今後のIT業務の増減の見通し　
無回答を除く

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）
の実施など）（N=653）

データ分析などの高度化に
よる情報活用（N=609）

社外向けウェブシステム基
盤構築・運用（N=542）

社外向けウェブシステム
開発・運用（N=550）

情報セキュリティリスク
管理（N=535）

社内システム運用管理
（N=518）

社内IT基盤構築・運用
（N=516）

社内システム開発・
導入・保守（N=526）

全社ITの企画（N=543）

社内業務プロセス設計
（N=639）

1.7
61.337.1

1.3
55.842.9

3.5
84.911.6

3.1
80.016.9

2.4
74.223.4

4.2
81.514.3

2.9
85.711.4

3.2
79.816.9

2.0
75.122.8

1.9
66.032.1

増加 変化なし 減少

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）
の実施など）

データ分析などの高度
化による情報活用

社外向けウェブシステム
基盤構築・運用

社外向けウェブシステム
開発・運用

情報セキュリティ
リスク管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・
導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

1.4
81.017.6

1.6
77.521.0

1.7
76.222.1

1.5
76.122.4

1.4
72.725.9

3.2
72.224.7

3.7
70.026.3

4.5
67.428.1

2.2
83.914.0

1.9
85.712.4
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DXに対応する人材を図表2-A-4に分類した。

図表2-A-4	 DXに対応する人材の定義

プロダクトマネージャー DXやデジタルビジネスの実現を主導するリーダー格の人材

ビジネスデザイナー DXやデジタルビジネス（マーケティング含む）の企画・立案・推進等を担う人材

テックリード
（�エンジニアリングマネー
ジャー、アーキテクト）

DXやデジタルビジネスに関するシステムの設計から実装ができる人材

データサイエンティスト 事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

先端技術エンジニア 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

UI/UXデザイナー DXやデジタルビジネスに関するシステムのユーザー向けデザインを担当する人材

エンジニア／プログラマ システムの実装やインフラ構築・保守等を担う人材

図表2-A-5	 ユーザー企業のDXの課題【DX取り組み有無別】　無回答を除く

0% 25% 50%

その他

連携先との間でWin-Winの
関係を維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

成果が挙がらないプロジェクトの
中止・撤退の判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの判断が難しい

DXの推進に向けて様々な取り組みを行って
いるものの、なかなか成果・収益があがらない

DXを担う能力のある人材が、社外から獲得できない

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXを推進するための既存の
情報システムの改修の負担が大きい

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

DXを担う能力のある人材が、
社内で育成できない

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

9.6
3.6

2.5
5.0

2.5
7.4

4.6
6.8

6.7
7.7

2.1
20.1

9.4
13.6

13.2
14.2

22.8
23.4

21.3
33.7

40.8
43.8

41.2
45.6

42.1
45.3

DXに取り組んでいる（N=338） DXに取り組んでいない（N=478）
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図表2-A-6	 IT企業のDXの課題【DX取り組み有無別】　無回答を除く

DXに取り組んでいる（N=335） DXに取り組んでいない（N=659）

0% 25% 50%

その他

連携先との間でWin-Winの
関係を維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

成果が挙がらないプロジェクトの
中止・撤退の判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの判断が難しい

DXの推進に向けて様々な取り組みを行って
いるものの、なかなか成果・収益があがらない

DXを担う能力のある人材が、社外から獲得できない

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXを推進するための既存の
情報システムの改修の負担が大きい

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

DXを担う能力のある人材が、
社内で育成できない

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

14.7
7.5

4.6
7.8

6.2
9.6

1.1
17.0

6.5
11.6

9.3
13.1

10.6
11.9

11.4
17.3

14.0
19.7

21.9
16.4

16.7
24.2

34.0
33.1

49.5

46.0

男性割合 女性割合

0% 25% 50% 75% 100%

2009年度

2014年度

2019年度

42.157.9

43.057.0

44.555.5

男性割合 女性割合

0% 25% 50% 75% 100%

2009年度

2014年度

2019年度

20.679.4

21.678.4

24.875.2

出典元　総務省　労働力調査より（労働力調査を基にIPAが作成）

図表2-A-7 全産業で見る男女比率 図表2-A-8 情報サービス業で見る男女比率
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第１章 IT企業におけるIT人材の動向
　この章では、IT企業を対象として実施した2019年度調査を基に、IT企業の事業動向およびIT人材の動向を述
べる。調査方法や調査期間等の調査概要については28ページに掲載している。
　図表3-1-1は回答のあったIT企業の業種別の割合、図表3-1-2は従業員規模別の割合、図表3-1-3はCEO、CIO、
CTO、CDOの有無、図表3-1-4はCEO、CIO、CTO、CDOがいる企業のIT業務経験の有無、図表3-1-5は役員の
内でIT業務経験が分かる役員の割合をそれぞれ示す。

図表3-1-1 回答のあったIT企業の業種 図表3-1-2 回答のあったIT企業の従業員規模

30 名以下（N=292) 31 名以上 100 名以下（N=370)

1,001 名以上（N=28)

301 名以上 1,000 名以下（N=71)101 名以上 300 名以下（N=235)

N=996

2.8%

23.6% 

37.1%

29.3%

7.1% 

受託開発ソフトウェア業（N=778） 情報処理サービス業（N=81）

情報提供サービス業（N=26） その他（N=22）

パッケージソフトウェア業（N=37）組込みソフトウェア業（N=52）

N=996

2.2%

5.2%

8.1%

78.1%

3.7%
2.6%

図表3-1-3 回答のあったIT企業のCEO、CIO、CTO、CDO
の有無　無回答を除く

図表3-1-4 回答のあったIT企業でCEO、CIO、CTO、CDO
がいる企業のうち、IT業務経験の有無

0% 25% 50% 75% 100%

25.4

24.6

4.1CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者 97.1

0% 25% 50% 75% 100%

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

4.6

27.4

26.9

90.6

N=560 N=435

図表3-1-5 回答のあったIT企業の役員のうち、IT分野の業務が分かる役員の割合　無回答を除く

8割以上9割未満
5割以上6割未満3割未満

9割以上
6割以上7割未満

3割以上5割未満
7割以上8割未満

0% 25% 50% 75% 100%

10.88.012.0 46.09.96.56.8N=877
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1  現在の事業
従業員規模にかかわらず「システム受託開発」がトップ

図表3-1-6は、IT企業に現在実施している事業を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-6	 IT企業が現在実施している事業【従業員規模別】1　無回答を除く

101 名以上 300 名以下（N=231)31 名以上 100 名以下（N=367)
1,001 名以上（N=26)

30 名以下（N=292)
301 名以上 1,000 名以下（N=69)

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、
その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの提供など

PaaSサービスの構築・運用など

ブロックチェーンの開発・提供など

RPA（Robotic Process Automation）、
ビジネスプロセス最適化（データの整備、準備）

の開発・提供

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開発・提供

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発・提供

SaaSサービス開発・提供など

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

組込みソフトウェア開発

システム受託開発

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

11.5
7.2

5.6
6.0
6.2

46.2
26.1

14.3
9.3

3.8
57.7

36.2
18.6

11.4
8.6

38.5
17.4

5.2
1.4
2.4

53.8
14.5

6.5
3.3
3.1

34.6
8.7

1.7
0.5

2.1
69.2

50.7
28.1

14.4
7.9

61.5
59.4

29.0
18.8

16.1
73.1

39.1
40.7

34.9
38.0

65.4
29.0

20.8
14.2

13.4
65.4

56.5
45.5

31.9
33.6

53.8
59.4

55.0
62.4

42.8
46.2

29.0
23.4
22.9
23.6

88.5
92.8

86.6
84.2

78.8
57.7

29.0
20.3

19.1
20.2

1―2019年度調査から「ブロックチェーンの開発・提供など」を追加した。当てはまるすべての選択肢を回答可能
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2  2～3年前と比較して拡大した事業
301名以上の企業では「IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開発・提供」が最も拡大

図表3-1-7は、IT企業に2～3年前と比較して拡大した事業を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものであ
る。

図表3-1-7	 IT企業が2～3年前と比較して拡大した事業【従業員規模別】2　無回答を除く

101 名以上 300 名以下（N=158)31 名以上 100 名以下（N=248)
1,001 名以上（N=23)

30 名以下（N=162)
301 名以上 1,000 名以下（N=54)

4.3
5.6
5.1

4.0
8.0

13.0
3.7
3.8
4.0

2.5
4.3

14.8
7.0

2.8
3.7

17.4
7.4

5.1
0.4

3.1
34.8

7.4
3.2

2.4
2.5

8.7
5.6

0.6
0.8

0.0
56.5

38.9
28.5

14.9
7.4

65.2
57.4

30.4
16.5

13.6
21.7

14.8
13.3

14.9
25.9

43.5
14.8
15.8

10.9
6.8

34.8
20.4

19.0
14.9

9.9
8.7

18.5
13.9

27.0
20.4

17.4
9.3

7.0
10.9

9.9
39.1

42.6
30.4

54.8
41.4

30.4
13.0

8.2
7.7
8.0

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、
その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの提供など

PaaSサービスの構築・運用など

ブロックチェーンの開発・提供など

RPA（Robotic Process Automation）、
ビジネスプロセス最適化（データの整備、準備）

の開発・提供

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開発・提供

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発・提供

SaaSサービス開発・提供など

パッケージソフトウェア開発・提供関連など

技術者等の人材派遣、提供

組込みソフトウェア開発

システム受託開発

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

2―�図表3-1-6の現在実施している事業に対して2～3年前と比較して拡大した事業を尋ねた。2019年度調査から「ブロックチェーンの開発・提供など」を
追加した。当てはまるすべての選択肢を回答可能
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3  IT人材の“量”に対する過不足感
IT人材の“量”が「大幅に不足している」割合は低下

図表3-1-8は、IT企業におけるIT人材の“量”に対する過不足感について5年間の変化を示したものである。
図表3-1-9は、IT人材の“量”に対する過不足感を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-8	 IT企業のIT人材の“量”に対する過不足感【過去5年間の変化】

大幅に不足している やや不足している
特に過不足はない やや過剰である（削減や職種転換等が必要）
無回答

2019年度調査（N=996）

2018年度調査（N=1,206）

2017年度調査（N=1,221）

2016年度調査（N=1,221）

2015年度調査（N=1,031）

0% 25% 50% 75% 100%

0.0
0.1
6.966.826.2

0.6
0.3
7.060.131.9

0.6
0.8

8.161.029.5

0.9
0.3

11.966.620.3

0.4
0.3
8.167.024.2

図表3-1-9	 IT企業のIT人材の“量”に対する過不足感【従業員規模別】

大幅に不足している やや不足している
特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）

1,001名以上（N=28)

301名以上1,000名以下（N=71)

101名以上300名以下（N=235)

31名以上100名以下（N=370)

30名以下（N=292)

0% 25% 50% 75% 100%

0.0
0.0

71.428.6

0.0
2.8

59.238.0

0.45.169.425.1

0.06.871.122.2

0.010.360.629.1
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4  IT人材の“質”に対する不足感
IT人材の“質”が「大幅に不足している」割合も微減

図表3-1-10は、IT企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について5年間の変化を示したものである。
図表3-1-11は、IT人材の“質”に対する不足感を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-10	 IT企業のIT人材の“質”に対する不足感【過去5年間の変化】

大幅に不足している やや不足している
特に不足はない 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=996）

2018年度調査（N=1,206）

2017年度調査（N=1,319）

2016年度調査（N=1,221）

2015年度調査（N=1,031）

0.0 
7.9 63.1 29.0 

0.7 
7.3 60.3 31.8 

0.5 
6.6 63.2 29.7 

1.7 
8.2 66.8 23.3 

1.6 
5.0 65.5 27.8 

図表3-1-11	 IT企業のIT人材の“質”に対する不足感【従業員規模別】

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=28）

301名以上1,000名以下（N=71）

101名以上300名以下（N=235）

31名以上100名以下（N=370）

30名以下（N=292）

3.671.425.0

2.863.433.8

5.165.529.4

5.967.326.8

14.454.830.8
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5  IT人材における女性の割合
約6割半ばのIT企業で女性のIT人材の割合は20%以下

図表3-1-12は、IT企業の正社員のIT人材における女性の割合を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-12	 IT企業のIT人材における女性の割合【従業員規模別】　無回答を除く

0.1%以上10.0%以下

30.1%以上40.0%以下

10.1%以上20.0%以下

40.1%以上50.0%以下

0%

20.1%以上30.0%以下 50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=22）

301名以上1,000名以下（N=63）

101名以上300名以下（N=217）

31名以上100名以下（N=354）

30名以下（N=255）

全体（N=911）

4.5
0.00.0

31.859.14.5
0.0

1.6
0.0

6.336.547.66.3
1.6

0.0
1.8

9.230.042.913.42.8

0.6
2.5

6.522.939.825.42.3

3.54.39.412.225.122.023.5

1.4
2.6

7.822.737.419.88.2

労働力人口から見る男女比率
労働力調査の全産業と情報サービス業の労働人口と男女比率を示す。2019年度の全産業の労働人口は

6,733万人で、そのうち男性が3736万人、女性が2,998万人であり（図表Ｃ-4）、男性割合 は55.5％、女性割合
は44.5％である。また情報サービス業全体で見ると、労働人口は157万人で、そのうち男性が118万人、女性が39
万人であり（図表Ｃ-5）、男性割合は75.2％、女性割合は、24.8％である。2009年度の情報サービス業の女性
割合と比較すると、2014年度、2019年度は少ない幅であるが女性割合が増加傾向にある（労働人口の男女比
率は付録に収録）。
全産業の女性の割合は44.5％であるが、一方で、政府の「2020年に女性管理職を30％程度に上昇させる」と

いう目標は実現を見込めず、「2030年30％」に目標を見直して第5次男女共同参画基本計画に盛り込む検討を
している。経済財政諮問会議では、「役員に女性がいる企業のパフォーマンスは高い傾向※」 にあるとしており、
全産業で今後、女性管理職の割合が高まることを期待したい。 
  ※https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2020/0310/shiryo_08.pdf

図表C-4 全産業労働人口 図表C-5 情報サービス業の労働人口

全産業労働人口男性 女性

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2009年度2014年度2019年度

6,2656,3606,733

2,637
3,628

2,737
3,623

2,998
3,735

情報サービス業労働人口男性 女性

2009年度2014年度2019年度
0

50

100

150

200

126134
157

26

100

29

105

39

118

全産業労働人口（万人） 情報サービス業労働人口（万人）

出典元　総務省　労働力調査より（労働力調査を基に IPAが作成）

C O L U M N
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6  外国籍のIT人材の割合
外国籍のIT人材を雇用しているIT企業は3割強

図表3-1-13は、IT企業の正社員のIT人材における外国籍の人材の割合を従業員規模別に比較したものであ
る。

図表3-1-13	 IT企業のIT人材における外国籍の割合【従業員規模別】　無回答を除く

0.1%以上2.0%以下

5.1%以上10.0%以下

2.1%以上4.0%以下

10.1%以上

0%

4.1%以上5.0%以下

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=18）

301名以上1,000名以下（N=56）

101名以上300名以下（N=211）

31名以上100名以下（N=327）

30名以下（N=231）

全体（N=843）

0.0
0.0
5.6

0.0
77.816.7

5.48.9
0.0

8.939.337.5

4.74.7
1.9

8.127.553.1

5.84.3
2.4

6.77.073.7

11.33.5
1.71.30.0

82.3

6.94.4
2.0

5.613.967.3

3

日本の情報通信業の外国人雇用状況
図表C-6に、2017年から2019年の10月末時点の日本の情報通信業の外国人雇用状況を示す。合計人数で

は、2018年10月末時点の57,620人から、2019年10月末時点の67,540人と17.2%増加している。

図表C-6	 外国人雇用状況　情報通信業【国別】（人）3　出典元　厚生労働省（外国人雇用状況の届出状況）

（人）

2017年10月末現在 2019年10月末現在2018年10月末現在

そ
の
他

ペ
ル
ー

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ネ
パ
ー
ル

イ
ギ
リ
ス

ブ
ラ
ジ
ル

フ
ィ
リ
ピ
ン

ア
メ
リ
カ

ベ
ト
ナ
ム

韓
国

中
国（
香
港
等
を
含
む
）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

27,088 
25,905 

14,506 
11,634 

10,123 

282 
295 

276 

552 
455 

0

589 
471 

388 

791 
733 

665 

912 
868 

839 

1,783 
1,673 

1,384 

2,434 
2,113 

1,964 

4,645 
3,611 

2,773 

9,685 
8,679 

7,721 

31,361 

C O L U M N

3―2017年10月末時点では、インドネシアは「その他」に含まれる
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7  シニア人材（定年後の再雇用者）の割合
シニアIT人材を雇用しているIT企業は4割台半ば

図表3-1-14は、IT企業のIT人材におけるシニア人材（定年後の再雇用者、正社員以外も含む）の割合を従業員
規模別に比較したものである。

図表3-1-14	 IT企業のIT人材におけるシニア人材（定年後の再雇用）の割合【従業員規模別】　無回答を除く

0% 0.1%以上5.0%以下
5.1%以上10.0%以下 10.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=22）

301名以上1,000名以下（N=60）

101名以上300名以下（N=211）

31名以上100名以下（N=335）

30名以下（N=234）

全体（N=862）

4.5

15.0

39.3

56.4

75.6

53.2

90.9

71.7

54.0

27.8

6.0

32.9

4.5

6.7

0.5
6.2

11.9

9.88.5

9.0 4.8

3.9

0.0
6.7

労働力人口に占める高齢者の比率は上昇の一途
図表C-7は、労働力人口推移を示す。2018年の労働力人口は、6,830万人であった。労働力人口のうち65～

69歳の就業者は450万人、70歳以上の就業者は425万人である。労働力人口総数に占める65歳以上の就業者
の割合は12.8%であり、年々上昇し続けている。

図表C-7	 労働力人口推移　出典元　内閣府（令和元年版高齢社会白書）

労働力人口（万人）

労働力人口に占める
65歳以上の割合（％）

0

2

4

6

8

10

12

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

28
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

27
（2015）

26
（2014）

25
（2013）

24
（2012）

23
（2011）

22
（2010）

21
（2009）

20
（2008）

19
（2007）

18
（2006）

17
（2005）

12
（2000）

7
（1995）

平成2
（1990）

60
（1985）

昭和55
（1980）

15～24歳 45～54歳

65～69歳

25～34歳 55～59歳

70歳以上

35～44歳

60～64歳 65歳以上の割合（％）（右目盛り）

253
268

247
257229

265161
199
372
560

137
163
288
488

114
165
248
385

1,297

12.8
12.2

11.8

11.3

10.6

9.9

9.3
8.98.88.78.5

8.2
7.87.6

7.3

6.7

5.6

5.0
4.9

699

6,674

6,684
6,664

6,651
6,766

6,384
5,963

5,650
192
253

421
593

1,616

1,378

1,327

886

6,666

1,4181,208

146914971527155815761582157715691542152314911456141313771,2961,6141,5971,393

116011671180119112141239126112911329136413941429148015031,5081,2251,2611,438

583545539516518518514525544565589607622635761834733

426
666

1,617

465
776

1,392

447
820

1,361

262
287

486
812

1,347

266
313

565
722

1,332

6,650
268
298

533
769

1,333

273
312

605
686

1,343

6,632
288
296

637

1,333

6,596

655

299
310

627
629

1,346

6,565
307
345

602
620

1,380

6,593

322
377
575
620

1,406

6,609
334

413
556
617

1439

6,625
336

450

619

1482

6,673

541

367

6,720 6,830

454
536
628

450

425

539
636

1526 1,567

（年）

C O L U M N
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8  2018年度に中途採用した割合／離職した割合
IT人材を中途採用したIT企業は約7割

図表3-1-15は、IT企業のIT人材における中途採用した人材の割合を従業員規模別に比較したものである。
図表3-1-16は、IT企業のIT人材における2017年度に離職した人材の割合（定年退職は除く）を従業員規模別に

比較したものである。

図表3-1-15	 IT企業のIT人材における2018年度に中途採用した人材の割合【従業員規模別】　無回答を除く

0.1%以上10.0%以下
30.1%以上40.0%以下

10.1%以上20.0%以下

40.1%以上50.0%以下
0%
20.1%以上30.0%以下
50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=20）

301名以上1,000名以下（N=57）

101名以上300名以下（N=213）

31名以上100名以下（N=341）

30名以下（N=247）

全体（N=878）

0.0
0.00.00.0

95.0
0.0

0.0
0.01.81.8

5.386.05.3

0.0
0.90.53.3

10.858.725.8

1.5
0.62.6

4.410.648.731.7

2.4
2.8

4.58.917.419.044.9

1.3
1.42.5

5.112.046.231.5

5.0

図表3-1-16	 IT企業のIT人材における2018年度に離職した人材の割合（定年退職は除く）【従業員規模別】　無回答を除く

0.1%以上10.0%以下
30.1%以上40.0%以下

10.1%以上20.0%以下

40.1%以上50.0%以下
0%
20.1%以上30.0%以下
50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=20）

301名以上1,000名以下（N=55）

101名以上300名以下（N=213）

31名以上100名以下（N=343）

30名以下（N=248）

全体（N=879）

100.0

1.8
5.587.35.5

13.678.94.7

14.663.616.6

22.628.236.3

15.759.618.2

0.5
1.40.00.9
0.3
1.20.92.9
2.0

2.42.0
6.5

0.8
1.50.93.3
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9  職種別のIT人材数とレベルの把握状況／IT人材の職種の割合
「プロジェクトマネージャ」の割合が増加

図表3-1-17は、IT企業に“職種別のIT人材数とレベルの把握状況”を尋ねた結果を従業員規模別に比較したも
のである。

図表3-1-18は、職種別の人材数を把握していると回答した企業に職種ごとのIT人材数を尋ねた結果を集計し、
4年間の変化を示したものである。

図表3-1-17	 IT企業の職種別IT人材数とレベルの把握状況【従業員規模別】

職種別の人材数だけ把握している
把握していない

職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している
人材のレベルだけ把握している
無回答

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=28）

301名以上1,000名以下（N=71）

101名以上300名以下（N=235）

31名以上100名以下（N=370）

30名以下（N=292）

全体（N=996）

0.010.721.425.042.9

0.029.612.716.940.8

0.927.213.217.041.7

0.314.110.514.660.5

0.07.910.39.272.6

0.316.411.514.157.7

図表3-1-18	 IT企業のIT人材の職種の割合【4年間の変化】4　無回答を除く

自社の事業企画
コンサルタントなど（MK=マーケティング、SL=セールス、CONS=コンサルタント）
プロジェクトマネージャ（PM=プロジェクトマネージャ）
システムアーキテクト(ITA=ITアーキテクト、ネットワーク技術者含む）

アプリ系技術者（APS=アプリケーションスペシャリスト、SWD=ソフトウェアデベロップメント）

データ分析やAI等、新規事業を担う技術者

インフラ系技術者(ITS=ITスペシャリスト）

運用系サービス技術者（CS=カスタマーサービス、ITSM=ITサービスマネジメント）

その他（教育（EDU＝エデュケーション）、コンテンツサービス系技術者、情報セキュリティ専門技術者など）

0% 25% 50% 75% 100%

2016年度調査（N=845) 11.0 10.0 4.4 6.7 
0.9 

12.1 38.2 10.7 6.0 

2017年度調査（N=895） 14.0 6.0 3.4 7.3 
1.0 

12.6 37.8 8.9 9.0 

2018年度調査（N=558） 14.9 4.8 3.1 8.6 
1.1 

12.3 37.6 7.3 10.3 

2019年度調査（N=571） 19.6 6.7 4.1 4.9 
1.3 

9.2 38.0 8.9 7.3 

4―�項目名のかっこ書きは、本文中では省略。2016年度調査において「データ分析・コンテンツサービス技術者」を「データ分析やAI等、新規事業を担う
技術者」に変更、「教育（EDU）、その他」を「その他（教育（EDU＝エデュケーション）、コンテンツサービス系技術者など）」に変更した。2016年度
調査から「情報セキュリティ専門技術者（問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御など）」を追加し、その他に含め集計した
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10  IT人材のレベル／重要と考え育成していきたいIT人材
従業員規模が大きくなるに従い、コンサルタント、プロジェクトマネージャ等の人材の育成を重視

図表3-1-19は、「IT人材のレベルを把握している」と回答した企業にレベルごとの人数を尋ねた結果を集計し、4
年間の変化を示したものである。

図表3-1-20は、IT企業に“どのようなIT人材を重要と考え、育成していきたいか”を尋ねた結果を従業員規模別
に比較したものである。

図表3-1-19	 IT企業のIT人材のレベル【4年間の変化】5　無回答を除く

社内・業界をリードする人材（レベル5以上）
自立して業務を遂行できる人材（レベル3）

指導者・リーダー（レベル4）
指導や補助が必要な人材（レベル1-2）

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=542）

2018年度調査（N=577）

2017年度調査（N=823）

2016年度調査（N=659）

5.2

7.3

8.2

6.2

23.346.125.4

25.850.216.7

28.441.222.2

28.645.719.5

図表3-1-20	 IT企業が重要と考え育成していきたいIT人材【従業員規模別】6　無回答を除く

IT人材レベル想定4-5＆職種(コンサルタント、プロジェクトマネージャ、ITアーキテクト、自社の事業企画など)
IT人材レベル想定4-5＆プロフェッショナル人材（インフラ系技術者、アプリ系技術者、運用系サービス技術者、コンテンツサービス系技術者）
IT人材レベル想定1-3＆技術者（インフラ系技術者、アプリ系技術者、運用系サービス技術者、コンテンツサービス系技術者）
情報セキュリティ専門技術者（問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御など）

その他
データ分析やAI等、新規事業を担う技術者

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=24）

301名以上1,000名以下（N=65）

101名以上300名以下（N=225）

31名以上100名以下（N=356）

30名以下（N=288）

全体（N=958）

4.216.74.2
0.0

12.562.5

1.5
10.8

0.0
12.332.343.1

0.0
5.33.111.136.943.6

0.8
7.6

0.0
12.937.940.7

1.4
5.2

2.1
16.739.635.1

0.9
6.8

1.5
13.337.240.4

5―項目名のかっこ書きは、本文中では省略
6―�設問では選択肢から「1位」と「2位」を選択。グラフには「1位」の割合を掲載、「2位」についてはIPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計
結果（Excel形式）に収録
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11  IT人材の獲得・確保方法
30名以下と1,001名以上の企業では「新卒採用」より「中途採用（キャリア採用）」の割合が高い

図表3-1-21は、IT企業に“過去1年間にIT人材を獲得・確保した方法”を尋ねた結果を従業員規模別に比較した
ものである。

図表3-1-21	 IT企業のIT人材の獲得・確保の手段として当てはまる方法【従業員規模別】7　無回答を除く

101名以上 300 名以下（N=230）31名以上100 名以下（N=365）
1,001名以上（N=27）

30 名以下（N=284）
301名以上1,000 名以下（N=70）

0% 25% 50% 75% 100%

その他

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の
外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者
（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材の獲得

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

0.0

0.0

0.0

66.7

18.5

22.2

55.6

44.4

100.0

96.3

1.4

1.4

0.0

68.6

12.9

7.1

35.7

31.4

85.7

97.1

0.9

0.0

1.3

57.4

13.0

2.2

11.3

20.4

74.3

93

1.9

1.4

1.9

43.0

15.1

1.1

6.8

11.8

70.1

83.8

2.8

11.3

8.5

18.0

9.2

0.7

6.3

8.5

57.4

43.3

7―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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12  最も多くIT人材を獲得・確保できた方法
31名以上では「新卒採用」、30名以下では「中途採用」で最も多くIT人材を確保

図表3-1-22は、IT人材の獲得・確保の手段として最も多く人数を確保できた方法を従業員規模別に比較したも
のである。

図表3-1-22	 �IT企業が過去1年間に行ったIT人材の獲得・確保方法のうち、最も多い人数を獲得・確保できたもの【従業員規模別】　
無回答を除く

中途採用（キャリア採用）
関連会社（親会社・情報子会社）からの転籍、出向
特定技術を持った企業、IT技術者（個人事業主等）と契約

新卒採用
外国人採用
M&A、他社への出資で人材の獲得
協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=26）

301名以上1,000名以下（N=67）

101名以上300名以下（N=222）

31名以上100名以下（N=341）

30名以下（N=209）

全体（N=865）

23.13.819.253.8

29.93.010.456.7

22.1
2.30.51.8

17.655.9

16.4
0.90.91.80.3

24.055.7

11.0
3.30.52.42.9

46.933.0

17.8
1.70.72.00.8

26.750.3

IT企業のIT人材の獲得・確保に対する自由回答を記載する。
■獲得・確保できない理由の自由回答で多かった内容
・面接、適正検査の結果で採用に至っていない
・募集しても応募がない
・高額な報酬を用意できないので、人材の獲得・確保ができない
■具体的な採用（中途採用も含む）の自由回答で多かった内容
・IT業界以外からの採用
・未経験者の中途採用

NOTE
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13  �中途採用したIT人材の直前の勤務先業種／直前の勤務先業種として最も
多いもの

中途採用したIT人材の直前の勤務先業種は「従業員数300名以下のIT企業」が中心

図表3-1-23は、IT人材を中途採用したIT企業8に、中途採用したIT人材の直前の勤務先業種9を尋ねた結果を
従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-24は、IT人材を中途採用したIT企業に、中途採用したIT人材の直前の勤務先業種として最も多いも
のを尋ねた結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-23	 IT企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種【従業員規模別】10　その他、無回答を除く

101名以上 300 名以下（N=166）

31名以上100 名以下（N=250）

30 名以下（N=155）

301名以上1,000 名以下（N=56）

1,001名以上（N=23）
13.0
14.3
15.7
15.2
17.4

26.15.4
12.0

7.2
7.1

17.4
8.9

4.2
2.4
3.9

47.8
10.7

16.3
11.2

5.8

47.8
25.0

21.7
15.6

11.0

82.6
82.1

74.7
67.6

56.1

87.0
69.6

41.6
25.6

18.1

73.9
39.3

27.1
16.4

12.3

0% 25% 50% 75% 100%

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

ベンチャー、スタートアップ企業
（専門分野に特化、デジタル化の

推進・支援を専門など）

ネットビジネス実施企業

ユーザー企業のIT部門以外

ユーザー企業のIT部門

中小Sler(従業員数300名以下のIT企業)

中堅Sler
(従業員数301名以上1,000名以下のIT企業)

大手ベンダー
(従業員数1,001名以上のIT企業)

図表3-1-24	 IT企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種として最も多いもの【従業員規模別】　無回答を除く

大手ベンダー(従業員数1,001名以上のIT企業） 中堅Sler(従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）

中小Sler(従業員数300名以下のIT企業) ユーザー企業のIT部門 ユーザー企業のIT部門以外 ネットビジネス実施企業

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、デジタル化の推進・支援を専門など） 特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など） その他

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=20）

301名以上1,000名以下（N=52）

101名以上300名以下（N=157）

31名以上100名以下（N=221）

30名以下（N=141）

全体（N=591）

10.0 15.0 45.0 30.0 

3.8 
1.9 1.9 1.9 

53.8 25.0 11.5 

9.6 
3.8 1.3 0.6 

5.7 5.7 55.4 11.5 6.4 

9.0 4.5 
2.7 0.5 

5.9 4.1 57.9 10.4 5.0 

12.8 9.2 5.0 
1.4 3.5 

7.1 48.2 7.1 5.7 

9.3 5.1 
2.5 0.7 

5.1 4.9 53.1 12.4 6.9 

8―図表3-1-22の設問に「中途採用（キャリア採用）」と回答した企業
9―�図表3-1-22、図表3-1-23の選択肢を2019年度調査から「従業員数1,001名以上のIT企業」を「大手ベンダー(従業員数1,001名以上のIT企業)」、
「従業員数301名以上1,000名以下のIT企業」を「中堅Sler(従業員数301名以上1,000名以下のIT企業)」、「従業員数300名以下のIT企業」を「中
小Sler(従業員数300名以下のIT企業)にそれぞれ変更した

10―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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14  スキル把握の方法
IT人材のスキルは「情報処理技術者試験」、「自社の独自基準」で把握

図表3-1-25は、IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものを従業員規模別に比較したものであ
る。

図表3-1-25	 IT企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの【従業員規模別】11　無回答を除く

101 名以上 300 名以下（N=230）31 名以上 100 名以下（N=360）
1,001 名以上（N=26）

30 名以下（N=283）
301 名以上 1,000 名以下（N=69）

0% 25% 50% 75% 100%

その他

共通キャリア・スキルフレームワーク(CCSF)

i コンピテンシ ディクショナリ（iCD）

組込みスキル標準（ETSS）

情報システムユーザースキル標準（UISS）

ITスキル標準 (ITSS/ITSS+)

教育訓練講座・プログラム
（大学・民間等）の受講・履修

情報処理技術者試験
以外の試験、資格

情報処理技術者試験

自社の独自基準

3.8 

11.5 

26.9 

11.5 

7.7 

53.8 

19.2 

73.1 

80.8 

76.9 

1.4 

0.0 

14.5 

4.3 

1.4 

40.6 

17.4 

55.1 

82.6 

65.2 

0.9 

1.3 

9.1 

2.2 

2.6 

25.2 

13.0 

50.0 

74.8 

67.4 

2.2 

0.6 

5.6 

1.4 

0.6 

19.4 

17.2 

39.7 

71.9 

71.4 

4.2 

2.5 

3.5 

1.8 

2.8 

9.5 

7.4 

26.1 

47.0 

74.2 

11―当てはまるすべての選択肢を回答可能。スキル標準　http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html

http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html
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15  情報セキュリティ専門技術者の確保状況／育成、獲得・確保方法
情報セキュリティ専門技術者を「確保できていない」IT企業は31.3%

図表3-1-26は、情報セキュリティ専門技術者12の確保状況を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものであ
る。

図表3-1-27は、情報セキュリティ専門技術者の育成、獲得・確保方法を尋ねた結果を従業員規模別に比較した
ものである。

図表3-1-26	 IT企業の情報セキュリティ専門技術者の確保状況【従業員規模別】

やや確保できている

やや確保できていない

無回答

確保できている

どちらともいえない

確保できていない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=28）

301名以上1,000名以下（N=71）

101名以上300名以下（N=235）

31名以上100名以下（N=370）

30名以下（N=292）

全体（N=996）

7.110.717.914.342.97.1

5.616.916.932.421.17.0

2.1
24.316.624.723.88.5

1.4
33.016.520.821.17.3

0.0
40.413.421.615.19.6

1.6
31.315.722.620.68.2

図表3-1-27	 IT企業の情報セキュリティ専門技術者の育成、獲得・確保方法【従業員規模別】13　その他、無回答を除く

101 名以上 300名以下（N=226）31名以上 100名以下（N=364）
1,001 名以上（N=25）

30名以下（N=286）
301 名以上 1,000 名以下（N=66）

32.0

24.0

72.0

88.0

16.7

25.8

36.4

86.4

8.8

16.4

28.8

85.4

8.5

17.9

28.3

82.4

6.3

22.0

25.2

74.5

0% 25% 50% 75% 100%

即戦力として情報セキュリティを専攻した
学生（専門学校、大学学部、大学院修士課程、
大学院博士課程）を新卒採用で獲得・確保する

外部委託で確保する

即戦力として中途採用で獲得・確保する

社内の人材を育成して確保する

12―情報セキュリティ専門技術者：問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御などを専門に行う技術者
13―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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16  情報セキュリティに携わる人材の育成の取り組み
人材の育成に「情報処理技術者試験で情報セキュリティ関連資格の取得を推奨」

図表3-1-28は、情報セキュリティに携わる人材の育成のための取り組みについて実施または検討中のものを尋
ねた結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-1-28	 IT企業の情報セキュリティに携わる人材の育成の取り組み【従業員規模別】14　無回答を除く

101名以上 300 名以下（N=223）31名以上100 名以下（N=360）
1,001名以上（N=26）

30 名以下（N=284）
301名以上1,000 名以下（N=65）

0% 25% 50% 75% 100%

0.0

7.7

19.2

19.2

34.6

23.1

50.0

65.4

69.2

6.2

1.5

18.5

20.0

26.2

26.2

56.9

40.0

64.6

12.6

1.8

12.1

14.3

12.1

21.1

28.7

42.2

55.6

13.3

1.7

6.1

13.3

12.2

17.2

27.2

37.8

53.3

21.8

3.2

10.9

17.6

6.0

18.0

18.7

26.4

29.2

何もしていない

その他

その他の業界団体などの
スキル指標を参照している

IPAのガイドラインを活用している

その他民間資格等で情報セキュリティ
関連資格の取得を推奨している

自社の独自のスキル指標を策定している

IPAが提供するスキル指標
（ITスキル標準、iCD等）を参照している

情報セキュリティ関連の研修を
受講させている

情報処理技術者試験で情報セキュリティ
関連資格の取得を推奨している

14―�当てはまるすべての選択肢を回答可能�
※IPAガイドライン（「情報セキュリティスキルアップハンドブック」、「情報セキュリティ管理者のためのスキルアップガイド」など）
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17  「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況
301名以上の企業では6割以上が「情報処理安全確保支援士試験」の受験を推奨

図表3-1-29は、IT企業に「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況を尋ねた結果を従業員規模別に比較し
たものである。

図表3-1-29	 IT企業の「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況【従業員規模別】15　無回答を除く

101 名以上 300 名以下（N=235）31 名以上 100 名以下（N=370）
1,001 名以上（N=28）

30 名以下（N=292）
301 名以上 1,000 名以下（N=71）

3.6 

0.0

17.9 

7.1 

10.7 

46.4 

67.9 

4.2 

5.6 

19.7 

11.3 

7.0 

35.2 

62.0 

8.5 

12.8 

33.6 

3.0 

2.1 

23.8 

39.6 

10.8 

18.4 

35.1 

1.9 

6.5 

14.9 

29.5 

22.9 

21.9 

40.8 

1.7 

2.4 

2.4 

11.6 

0% 25% 50% 100%75%

初めて聞いた

聞いたことはあるが、よく知らない

制度は知っているが、活用は未定である

調達要件などに「情報処理安全確保支援士」の
資格保有者を活用している・活用を考えている

「情報処理安全確保支援士」の資格保有者を
採用している・採用を考えている

自社の「情報処理安全確保支援士試験」
合格者に資格登録を推奨している

自社の技術者に「情報処理安全確保
支援士試験」の受験を推奨している

15―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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18  IT資格・試験を活用している理由
「情報処理技術者試験」は「普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得」させるために活用

図表3-1-30は、IT企業にIT資格・試験を活用している理由を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものであ
る。

図表3-1-30	 IT企業がIT資格・試験を活用している理由16　無回答を除く

ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）（N=653）
ベンダー系資格・試験（オラクル認定、マイクロソフト認定等）（N=824）
情報処理技術者試験（N=945）

30.6 

1.1 

3.4 

23.1 

17.8 

22.7 

9.6 

15.8 

23.1 

26.2 

36.0 

33.4 

18.6 

0.7 

3.9 

32.8 

20.6 

24.0 

26.7 

30.0 

32.0 

30.3 

57.4 

44.3 

13.0 

1.0 

5.1 

14.1 

31.9 

27.2 

38.4 

36.7 

44.4 

71.6 

39.9 

56.7 

0% 25% 50% 75% 100%

活用していない

その他

投資額に対して育成効果が高い

事業推進上必要な製品やサービスに
関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリア
フレームワークの設計に活用

社員の行動特性（挑戦意欲や
知的好奇心等）を評価

業界で広く受け入れられている

有資格者の人数によって
組織の技術力をアピール

採用時に志願者の知識・
スキルを客観的に評価

普遍的・汎用的な知識・
スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・
スキルを社員に習得

社員の知識・スキルを客観的に評価

16―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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19  デジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組み状況
DXに取り組んでいるIT企業は33.8%

図表3-1-31は、IT企業にDXへの取り組み状を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものである。
図表3-1-32は、DXに取り組んでいるIT企業17に、実施しているDXに関連するビジネスを尋ねた結果である。

図表3-1-31	 IT企業のDXへの取り組み状況【従業員規模別】

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる

分からない

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

取り組んでいない

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=28）

301名以上1,000名以下（N=71）

101名以上300名以下（N=235）

31名以上100名以下（N=370）

30名以下（N=292）

全体（N=996）

0.0
3.6

0.0
17.946.432.1

0.0
15.514.128.229.612.7

0.0
14.944.713.220.46.8

0.3
11.159.713.010.05.9

0.0
13.067.57.54.17.9

0.1
12.753.512.713.27.9

図表3-1-32	 IT企業が実施しているDXに関連するビジネス18

N=336

0% 25% 50% 75% 100%

その他

デジタル化を顧客に提案、
支援や顧客と協業をしている

ビジネス変革や新たなビジネスのために、
自社およびグループ会社の事業（業務）の

デジタル化を推進している

3.9

61.3

60.1

17―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

18―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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20  DXを主導している人材／アンケート回答者の立場
DXを主導しているのは「部門、事業部などの責任者やDX推進担当者」とCEO

図表3-1-33は、DXに取り組んでいるIT企業19に、DXを主導している人材を尋ねた結果である。
図表3-1-34は、DXに取り組んでいるIT企業で、本調査のアンケートに回答した者の立場を尋ねた結果である。

図表3-1-33	 IT企業でDXを主導している人材20

N=336

6.8

2.4

58.9

6.5

3.0

12.2

8.6

45.8

0% 25% 50% 75%

その他

外部のDXに対応する人材

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者

人事部の責任者

CDO（Chief Digital Officer）最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）最高経営責任者

図表3-1-34	 IT企業でのアンケート回答者の立場

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者
CDO（Chief Digital Officer）最高デジタル責任者
CIO（Chief Information Officer）最高情報責任者

その他
複数の立場で回答

CTO（Chief Technology Officer）最高技術責任者
CEO（Chief Executive Officer）最高経営責任者

外部のDXに対応する人材
人事部の責任者

0% 25% 50% 75% 100%

N=336
2.7

13.1
1.5

24.739.0
0.00.92.7

15.5

19―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

20―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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21  DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署
DXに取り組む専門部署があるIT企業は23.8%

図表3-1-35は、DXに取り組んでいるIT企業21に、DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無を
尋ねた結果である。

図表3-1-36は、図表3-1-35の設問に「専門部署がある」と回答したIT企業に、DX推進・デジタルビジネス強化
に取り組む専門部署の設置時期を尋ねた結果である。

図表3-1-37は、図表3-1-35の設問に「ない」と回答したIT企業に、DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専
門部署の設置予定を尋ねた結果である。

図表3-1-38は、図表3-1-35の設問に「専門部署がある」と回答したIT企業に、DX推進・デジタルビジネス強化
に取り組む専門部署の機能を尋ねた結果である。

図表3-1-35	 IT企業でのDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無

ない　
専門部署がある　

無回答
専門部署はないが、プロジェクトチームがある

0% 25% 50% 75% 100%

N=336 23.8
0.3

52.723.2

図表3-1-36	 IT企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置時期

2019年
2017年以前

2020年
2018年

0% 25% 50% 75% 100%

N=80 28.8 6.338.826.3

図表3-1-37	 IT企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置予定

未定

ある ない
0% 25% 50% 75% 100%

N=177 8.5 74.616.9

図表3-1-38	 IT企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の機能22

その他

DXに関する社内関連部署の支援・サポート

DXに関する自社内での取り組みの実施

DXに関する他社等との連携の推進

DXに関する戦略や目標の
社内関連部署への指示

DXに関する全社戦略の立案

N=80

2.5

47.5

77.5

55.0

41.3

50.0

0% 25% 50% 75% 100%

21―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

22―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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22  DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果・効果
成果が出ている割合が最も高いのは「業務の効率化による生産性の向上」

図表3-1-39は、DXに取り組んでいるIT企業23に、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた結果で
ある。

図表3-1-40は、DXに取り組んでいるIT企業に、DXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果を尋ね
た結果である。

図表3-1-39	 IT企業のDXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果

既にある程度の成果が出ている
取り組んでいない

今後の成果が見込まれている
無回答

既に十分な成果が出ている
まだ見通しは分からない

0% 25% 50% 75% 100%

その他

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新規製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

N=336

1.5

2.7

1.5
3.6

3.3

4.8
0.0
7.724.138.724.7

32.719.3 30.1

5.761.914.011.65.4

0.6
13.436.934.811.6

0.6
12.541.132.711.6

0.0
12.536.333.913.7

0.3
14.3

図表3-1-40	 IT企業がDXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果

当てはまる
当てはまらない

ある程度当てはまる
無回答

0% 25% 50% 75% 100%

従業員体験価値(EX)が向上(従業員が
組織や会社の中で体験する経験価値)

顧客の満足度や行動に関わる指標が向上
(顧客体験(CX)、双方コミュニケーション)

アジリティ、意思決定が向上(企業の経営方針の
変更や時代のニーズの変化などに機敏に対応)

財務的な指標(売上、利益、コスト削減等)

N=336

6.338.448.86.5

6.542.940.210.4

6.047.335.111.6

5.748.236.69.5

23―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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23  DXに向けた外部連携
外部連携の目的は「自社にない技術力を獲得するため」、「新たなアイディアを創発するため」

図表3-1-41は、DXに取り組んでいるIT企業24に、DXに向けて他社や社外の組織との連携を行う目的を尋ねた
結果である。

図表3-1-41	 IT企業がDXに向けて、他社や社外の組織との連携を行う目的25　無回答を除く

	 技術系のベンチャー企業（N=208）	 その他のベンチャー企業（N=153）

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

33.2

30.3

19.2

9.6

77.9

0% 25% 50% 75% 100% 0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

45.1

32.0

22.9

12.4

34.0

	 ITベンダー・コンサル企業（N=205）	 デジタル専業企業等（N=137）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

35.1

45.9

35.1

19.0

48.8

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

25.5

30.7

19.0

19.0

48.2

	 大学・研究機関（N=170）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

64.7

18.8

7.1

27.6

42.9

24―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

25―�「同業他社」、「異業種企業」、「その他」についてはIPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計結果（Excel形式）に収録。当てはまるすべ
ての選択肢を回答可能
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24  DXに対応する人材の重要度
重要な人材は「エンジニア／プログラマ」、次いで「プロダクトマネージャー」

図表3-1-42は、DXに取り組んでいるIT企業26に、DXに対応する人材の重要度を尋ねた結果である。
なお、DXに対応する人材の定義は付録（図表2-A-4）に示す。

図表3-1-42	 IT企業でDXに対応する人材の重要度

いる/非常に重要
いないが非常に重要
無回答

いる/ある程度重要
いないが重要でない

いる/それほど重要でない
分からない

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

N=336

0.0
8.6

2.7
8.68.339.032.7

0.0
21.412.832.14.816.712.2

0.0
18.29.532.43.617.019.3

0.0
18.88.337.84.815.215.2

0.0
17.06.027.7

2.7
20.526.2

0.3
14.99.836.9

1.8
17.019.3

0.0
11.05.428.62.721.431.0

IT企業でDXに取り組んでいる企業にDXに対応する人材の重要度を尋ねた。「いないが非常に重要」の回答が3割を
超えているのが、「データサイエンティスト」、「ビジネスデザイナー」、「先端技術エンジニア」、「UI/UXデザイ
ナー」である。今後、この4職種のDXに対応する人材の不足感が強まる可能性がある。「エンジニア/プログラマ」は、
「いる/非常に重要、ある程度重要」を合わせると7割を超している（図表3-1-42）。
IT企業でDXに取り組んでいる企業は、DXに対応する「エンジニア/プログラマ」を「既存人材」、「中途採用（キャ
リア採用）」、「新卒採用」で獲得・確保している傾向がある（図表3-1-46）。

NOTE

26―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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25  DXに対応する人材の所属
DXに対応する人材の所属は「自部門」、次いで自社の「他部門」

図表3-1-43は、図表3-1-42の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材が所属している部門・組織を尋ねた結果である。

図表3-1-43	 IT企業でDXに対応する人材が所属している部門・組織27

	 プロダクトマネージャー（N=176）	 ビジネスデザイナー（N=122）

3.4

3.4

2.3

42.0

60.2

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

3.3

5.7

1.6

43.4

54.1

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=157）	 データサイエンティスト（N=102）

3.2

11.5

5.1

43.9

54.8

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

1.0

7.8

7.8

42.2

54.9

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

	 先端技術エンジニア（N=122）	 UI/UXデザイナー（N=97）

4.9

7.4

6.6

43.4

55.7

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

4.1

9.3

6.2

47.4

47.4

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

	 エンジニア／プログラマ（N=241）

5.8

15.4

5.4

44.8

59.3

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

27―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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26  �DXに対応する人材の不足／DXに対応する人材を獲得・確保する際に重
視する人材

DXに対応する人材が「大幅に不足している」割合は、約3割から約2割

図表3-1-44は、DXに取り組んでいるIT企業28に、DXに対応する人材の不足を尋ねた結果である。
図表3-1-45は、DXに取り組んでいるIT企業29に、DXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する人材を

尋ねた結果である。

図表3-1-44	 IT企業でDXに対応する人材の不足

特に不足はない大幅に不足している

分からない

やや不足している

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

N=336

19.6

20.8

28.0

27.1

26.5

28.3

31.0

0.3
12.518.249.4

0.6
21.119.338.1

0.3
20.215.835.7

0.3
21.717.333.6

0.3
17.614.641.1

0.6
19.314.637.2

0.6
14.914.938.7

図表3-1-45	 IT企業がDXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する人材　無回答を除く

UI/UXデザイナー
テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）プロダクトマネージャー

エンジニア／プログラマ
データサイエンティスト

ビジネスデザイナー
先端技術エンジニア

0% 25% 50% 75% 100%

N=305 16.1
2.0

8.96.214.823.628.5

28―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

29―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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27  DX人材に対応する人材の獲得・確保方法
DXに対応する人材の獲得・確保方法は「既存人材」の活用、次いで「中途採用（キャリア採用）」

図表3-1-46は、DXに取り組んでいるIT企業30に、DXに対応する人材の獲得・確保方法を尋ねた結果である。

図表3-1-46	 IT企業によるDXに対応する人材の獲得・確保方法31　無回答を除く　

	 プロダクトマネージャー（N=269）	 ビジネスデザイナー（N=255）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

5.2
11.9

43.1
9.3
5.2

15.2
72.9

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

6.3
15.7

42.7
8.2
4.7
12.9

62.0

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=254）	 データサイエンティスト（N=244）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

4.7
17.3

48.8
11.0

5.1
13.4

66.1

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

5.7
21.7

43.4
16.8

5.7
12.7

60.2

	 先端技術エンジニア（N=242）	 UI/UXデザイナー（N=239）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

6.6
22.3

46.7
15.3

6.2
12.0

59.9

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

6.7
26.8

44.4
15.5

3.3
8.4

53.1

	 エンジニア／プログラマ（N=288）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

既存人材

9.0
17.0

51.0
42.7

6.9
14.2

67.0

30―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

31―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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28  DXに対応する人材のコンピテンシー
最も重要と考えるコンピテンシーは「臨機応変／柔軟な対応力」

図表3-1-47は、図表3-1-42の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシーを尋ねた結果である。

図表3-1-47	 IT企業がDXに対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシー32　無回答を除く

	 プロダクトマネージャー（N=163）	 ビジネスデザイナー（N=106）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

23.3

21.5

12.3

55.8

69.3

58.9

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

24.5

17.9

16.0

46.2

70.8

59.4

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=137）	 データサイエンティスト（N=89）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

36.5

24.8

29.9

35.0

70.8

40.9

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

21.3

20.2

15.7

31.5

64.0

56.2

	 先端技術エンジニア（N=104）	 UI/UXデザイナー（N=83）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

40.4

13.5

26.9

27.9

62.5

51.9

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

36.1

24.1

15.7

25.3

75.9

45.8

	 エンジニア／プログラマ（N=218）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

52.8

38.5

41.3

18.8

67.9

20.6

32―3つまで選択可能
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29  DXに対応する人材の育成
最も実施されている人材育成の内容は「社外の研修やセミナー」

図表3-1-48は、DXに取り組んでいるIT企業33に、DXに対応する人材を育成するための研修等の実施状況を尋
ねた結果である。

図表3-1-48	 IT企業におけるDXに対応する人材を育成するための研修等の実施状況　

0% 25% 50% 75%

特になし（上記に当てはまらない、
育成していない、分からないも含む）

上記以外の方法で、自社で独自に実施していること

学会活動への参加の推奨や支援を行っている

育成制度として自社以外の企業への出向や留職などによる
実務経験の場を用意している

育成カリキュラムとして社内の研修やセミナー
（一斉授業の形式で行うもの）を用意し、受講させている

社外のコミュニティ活動、勉強会、コンテストへの参加や
教育機関への留学などの支援を行っている※除く学会活動

社内で勉強会やコンテストなどを適宜開催している

特定の育成カリキュラムなどはなく、
実業務を通じた経験が中心（OJT）

育成制度として自主的な外部講座（通学形式、Web形式）
の受講の推奨や支援を行っている

育成制度として資格取得の推奨や支援を行っている

育成カリキュラムとして社外の研修やセミナー
（一斉授業の形式で行うもの）を用意し、受講させている

N=336

11.0

0.9

7.4

12.5

24.4

25.3

32.1

32.7

35.4

39.9

44.6

IT企業でDXに取り組んでいる企業にDXに対応する人材に対してスキル転換やDXを加速させた内容の自由回答を記載
する。
■スキル転換
汎用機主体の人材に技術シフトを行う仕組みを提供
意欲のある人を社内公募し、専門スキルを集中的に習得
上流工程を担うSEにデジタルビジネスに関するシステムの設計を習得
■DXを加速させたもの
トップダウンによるDX施策推進とグループ全体での教育
蓄積された購買データを販促に活用できるような仕組みと構築
全社仕様の出来高管理システム（業務別・作業内容別の時間を集計し受注業務を会計処理に繋ぐ）を構築したことで、
受注業務別の進捗・出来高による損益の予測等目に見える成果があった。

NOTE

33―�図表3-1-31の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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30  �DXに取り組んでいないIT企業がDXに取り組む予定の有無／取り組む予
定の時期

DXに取り組んでいないIT企業のうち、今後取り組む予定の企業は17.5%

図表3-1-49は、DXに取り組んでいないIT企業34に、DX推進・デジタルビジネス強化をする予定の有無を尋ねた
結果である。

図表3-1-50は、図表3-1-49の設問に「ある」と回答したIT企業に、DX推進・デジタルビジネス強化をする予定の
時期を尋ねた結果である。

図表3-1-49	 DXに取り組んでいないIT企業がDX推進・デジタルビジネス強化をする予定の有無　無回答を除く

N=657

0% 25% 50% 75% 100%

ある　 ない 分からない

17.5 62.719.8

図表3-1-50	 DXに取り組んでいないIT企業がDXに取り組む予定の時期

N=115

0% 25% 50% 75% 100%

2020年度　 2021年度以降 時期は未定

67.017.415.7

DXに取り組んでいないIT企業のDXに対応する上での課題は、上位3位は以下である。
「DXを実現する上で、社員全体のITリテラシーが不十分である」
「DXを担う能力のある人材が、社内で育成できない」
「ビジネスや組織の変革に対する社内の抵抗感が強い」
（DXに取り組んでいる、DXに取り組んでいないIT企業のDXに対応する上での課題グラフは付録に収録）

NOTE

34―図表3-1-31の設問に「取り組んでいない」、「分からない」と回答した企業
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31  DXに対応する上での課題
DXに対応する上での課題は「DXを担う能力のある人材が、社内で育成できない」こと

図表3-1-51は、IT企業に、DXに対応する上での課題を尋ねた結果である。

図表3-1-51	 IT企業がDXに対応する上での課題【従業員規模別】35　無回答を除く

0% 25% 50% 75%

その他　

連携先との間でWin-Winの関係を
維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

成果が挙がらないプロジェクトの中止・撤退の
判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの
判断が難しい

DXを推進するための既存の情報システムの
改修の負担が大きい

DXの推進に向けて様々な取り組みを行っているものの、
なかなか成果・収益があがらない

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXを担う能力のある人材が、
社外から獲得できない

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

DXを担う能力のある人材が、
社内で育成できない

101名以上 300 名以下（N=235)31名以上100 名以下（N=370)
1,001名以上（N=28)

30 名以下（N=292)
301名以上1,000 名以下（N=70)

3.6

0.0

0.0

3.6

10.7

17.9

28.6

25

17.9

14.3

28.6

42.9

64.3

12.9

5.7

5.7

7.1

2.9

8.6

25.7

11.4

24.3

15.7

27.1

34.3

48.6

11.9

6.4

9.8

8.5

8.5

11.5

4.7

15.7

17.9

20.4

17.9

31.1

51.1

10.8

5.1

7.8

6.8

14.1

10.5

5.1

14.1

16.2

20.8

19.5

37.3

47.6

15.1

6.2

8.9

7.5

9.6

11.3

2.7

9.9

11.6

20.5

17.1

30.5

45.5

35―3つまで選択可能
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32  自社の企業文化・風土
自社に当てはまるのは「社会や顧客への貢献意識が強い」、次いで「社内の風通しがよく、情報共有がう
まくいっている」

図表3-1-52は、IT企業に自社の企業文化・風土を尋ねた結果である。

図表3-1-52	 IT企業の企業文化・風土

0% 25% 50% 75% 100%

あまり当てはまらないよく当てはまる

まったく当てはまらない

ある程度当てはまる

無回答

自社には他社とは違う特徴（長所）がある

果敢にリスクを取り、新しいことにチャレンジすることが
尊重される（ 変革や挑戦を好む）

仕事を楽しもう・仕事の中にも遊び心を
持とうとする姿勢がある

多様な価値観を受け入れる／重んじる

意思決定のスピードが早い

おたがい成長する・学びあう、育てる、
助け合う土壌がある

実力主義である

今後目指すべきビジョンや方向性が明確であり、
従業員に周知されている

個人の裁量が大きい

社内の風通しがよく、情報共有がうまくいっている
（メンバー間や上司と部下で意見を言い合える環境）

社会や顧客への貢献意識が強い

N=996

1.836.332.215.5

0.244.938.311.7

0.343.642.29.2

0.2
2.0

33.052.911.8

0.3
3.1

30.147.519.0

0.2
1.5

29.155.313.9

0.2
2.4

26.956.613.9

0.2
3.1

24.654.217.9

0.2
2.9

24.751.520.7

0.2
1.7

20.058.319.8

0.1
0.8

14.161.223.8

4.7

4.9

14.2
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第2章 ユーザー企業におけるIT人材の動向
　この章では、ユーザー企業（IT部門）を対象として実施した2019年度調査を基に、ユーザー企業の事業動向お
よびIT人材の動向を述べる。調査方法や調査期間等の調査概要については28ページに掲載している。
　図表3-2-1は回答のあったユーザー企業の業種別の割合、図表3-2-2は従業員規模別の割合、図表3-2-3は
CEO、CIO、CTO、CDOの有無、図表3-2-4はCEO、CIO、CTO、CDOがいる企業のIT業務経験の有無、図表
3-2-5は役員の内でIT業務経験が分かる役員の割合をそれぞれ示す。

図表3-2-1 回答のあったユーザー企業の主な業種 図表3-2-2 回答のあったユーザー企業の従業員規模

卸売業，小売業 (N=143）

金融業，保険業 (N=36）

サービス業（他に分類されない） (N=62）

情報通信業 (N=33）

生活関連サービス業，娯楽業 (N=11）

電気・ガス・熱供給・水道業 (N=9）
医療，福祉 (N=3）
農業，林業 (N=1）
教育，学習支援業 (N=1）

製造業 (N=318）　

運輸業，郵便業 (N=47）

学術研究，専門・技術サービス業 (N=90）

建設業 (N=34）

不動産業，物品賃貸業 (N=23）

宿泊業，飲食サービス業 (N=10）

N=821

0.1% 
0.1% 

0.4% 1.1% 
1.2% 

1.3% 
2.8% 

4.0% 
4.1% 

4.4% 

5.7% 

7.6% 

11.0% 
17.4% 

38.7% 

301 名以上 1,000 名以下
（N=249）

300 名以下
（N=367）

1,001 名以上
（N=205）

N=821

25.0% 

30.3% 

44.7% 

図表3-2-3 回答のあったユーザー企業のCEO、CIO、
CTO、CDOの有無　無回答を除く

図表3-2-4 回答のあったユーザー企業でCEO、CIO、CTO、
CDOがいる企業のうち、IT業務経験の有無

0% 25% 50% 75% 100%

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

5.3

15.8

45.9

89.8

N=431

0% 25% 50% 75% 100%

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

7.0

15.7

59.1

45.2

N=115

図表3-2-5 回答のあったユーザー企業の役員のうち、IT分野の業務が分かる役員の割合　無回答を除く

3割未満

6割以上7割未満

9割以上

3割以上5割未満

7割以上8割未満

5割以上6割未満

8割以上9割未満

0% 25% 50% 75% 100%

N=659 78.3 9.0 5.5 4.9
0.8 1.2 0.5
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1  IT関連実施体制（IT部門の有無）
IT部門を設置しているユーザー企業は約8割

図表3-2-6は、ユーザー企業におけるIT関連の業務を担当する専任の部署（以下、IT部門という）の有無を従業
員規模別に比較したものである。

図表3-2-7は、IT部門が「ある」と回答したユーザー企業の、IT部門のIT人材数を従業員規模別に比較したも
のである。

図表3-2-8は、IT部門以外に属するIT関連の業務を担当する人材数を尋ねた結果である。IT部門以外の部門
に所属する人材数（専任、兼務）と、IT子会社に所属し、自社向けの業務を行う人材数をそれぞれ尋ねている。

図表3-2-6	 ユーザー企業におけるIT部門の有無【従業員規模別】

ある ない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

2.4
97.6

10.889.2

39.260.8

21.478.6

図表3-2-7	 ユーザー企業のIT部門の人材数【従業員規模別】　無回答を除く

5名以下

11名以上20名以下

31名以上50名以下

6名以上10名以下

21名以上30名以下

51名以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=200）

301名以上1,000名以下（N=238）

300名以下（N=315）

全体（N=753）

25.011.514.521.518.09.5

2.1
2.14.214.728.248.7

4.44.84.84.811.469.8

9.25.77.212.418.547.1

図表3-2-8	 ユーザー企業におけるIT部門以外に属するIT関連の業務を担当する人材数　無回答を除く

0名 1名以上10名以下

11名以上50名以下 51名以上100名以下

101名以上

0% 25% 50% 75% 100%

IT部門以外の部門に属する人材
（専任、業務）（N=684）

IT子会社に所属し、自社向けの
業務を行う人材（N=621）

3.7
2.0

7.545.541.4

4.8
1.8

4.311.877.3
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2  ITに関する業務の担当部門
IT部門が担う割合が高いのは「全社ITの企画」、「情報セキュリティリスク管理」

図表3-2-9は、ITに関する業務を担当している部門（部署）をユーザー企業に尋ねた結果である。

図表3-2-9	 ユーザー企業でITに関する業務を担当している部門（部署）

IT部門

IT子会社、外部企業

事業部門等、他部門

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）の実施など）

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

N=821

5.45.166.523.0

4.010.548.537.0

4.444.022.729.0

3.2
43.126.127.6

2.2
5.221.171.5

2.4
14.619.063.9

2.2
20.115.262.5

2.3
22.316.059.4

2.7
3.821.472.1

2.4
4.461.531.7
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3  IT部門と事業部門における今後のIT業務の増減の見通し
IT部門は「情報セキュリティリスク管理」、事業部門は「データ分析などの高度化による情報活用」が増
加の見通し

図表3-2-10は、IT部門における今後のIT業務の増減の見通しを尋ねた結果である。
図表3-2-11は、事業部門における今後のIT業務の増減の見通しを尋ねた結果である。

図表3-2-10	 ユーザー企業のIT部門における今後のIT業務の増減の見通し

増加 減少変化なし 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）の実施など）

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

N=821

34.2
0.7

43.821.2

29.2
1.0

37.632.2

30.73.553.712.1

31.13.353.312.3

18.4
1.7

35.344.6

19.78.444.727.2

19.75.145.629.6

20.25.540.733.6

17.7
1.0

37.943.5

27.8
1.2

40.830.2

図表3-2-11	 ユーザー企業の事業部門における今後のIT業務の増減の見通し

増加 減少変化なし 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）の実施など）

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

N=821

20.5
1.3

48.729.5

25.8
1.0

41.431.8

34.0
2.3

56.07.7

33.0
2.1

53.611.3

34.8
1.6

48.415.2

36.9
2.7

51.49.0

37.1
1.8

53.87.2

35.9
2.1

51.210.8

33.9
1.3

49.715.1

22.2
1.5

51.425.0
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4  IT子会社、外部企業における今後のIT業務の増減の見通し
IT子会社、外部企業は「社内システム開発・導入・保守」が増加の見通し

図表3-2-12は、IT子会社、外部企業における今後のIT業務の増減の見通しを尋ねた結果である。

図表3-2-12	 ユーザー企業のIT子会社、外部企業における今後のIT業務の増減の見通し1

増加 減少変化なし 無回答

0% 25% 50% 75% 100%

その他（新事業（業務）の実施など）

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内IT基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ITの企画

社内業務プロセス設計

N=821

9.1

11.4

14.1

14.3

13.6

13.3

14.7

15.8

7.1

6.5

48.0
0.7

42.1

45.4
0.9

42.3

36.1
1.1

48.7

36.4
1.0

48.4

47.3
0.7

38.4

46.2
1.7

38.9

44.0
2.1

39.2

43.6
2.6

38.0

49.5
1.1

42.4

48.1
1.0

44.5

1―2018年度調査から「その他（新事業（業務）の実施など）」を追加した
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5  �データ収集、蓄積、活用状況／社内にITのスキルを蓄積・強化するための	
内製化状況

社内にITのスキルを蓄積・強化するために内製化を進めているユーザー企業は約3割

図表3-2-13は、ユーザー企業のデータ収集、蓄積、活用状況を尋ねた結果である。
図表3-2-14は、社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況を尋ねた結果を従業員規模別に比較した

ものである。

図表3-2-13	 ユーザー企業のデータ収集、蓄積、活用状況

各部門で独自に行う

分からない

IT部門で一元管理

他社に外注している

無回答

他部門で一元管理

全く行っていない

0% 25% 50% 75% 100%

データの販売

データの活用

データの蓄積・統合

データの収集・購入

N=821

1.9

1.3

1.5

1.1

6.8

3.9

4.8

5.8

77.5

5.8

5.8

8.5

0.7

0.7

1.2

1.0

6.9

63.0

38.2

49.9

2.4
9.0

8.9

9.3

3.7

16.2

39.6

24.4

図表3-2-14	 ユーザー企業が社内にITのスキルを蓄積・強化するための内製化状況【従業員規模別】

進めていない

プログラミング工程を含めた全体工程の内製化を進めている

その他

企画・設計など上流の内製化を進めている

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

1.5
29.35.416.147.8

0.4
40.64.824.929.3

1.4
48.24.624.821.0

1.1
41.24.922.730.2
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6  現在利用しているIT外部サービス
従業員規模が大きいほど、IT外部サービスを利用している割合が高い

図表3-2-15は、現在利用しているIT外部サービスについて従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-15	 ユーザー企業が現在利用しているIT外部サービス【従業員規模別】2　無回答を除く

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、
その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの利用

PaaSサービスの利用

ブロックチェーンを活用したサービス

RPA（Robotic Process Automation）、
ビジネスプロセス最適化（データの整備、

準備）の開発委託、利用

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの
開発委託、利用

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発委託、利用

SaaSサービスの利用

パッケージソフトウェアの利用

技術者等の人材派遣、提供の利用

組込みソフトウェア開発の委託

システム開発（運用、保守も含む）の委託

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

0.5
3.7

0.9

32.3
13.6

12.3

60.2
47.5

30.2

44.8
26.9

17.5

39.3
20.7

16.3

4.0
2.9
3.7

58.7
35.5

24.0

44.3
17.8

16.9

63.2
48.8

43.7

77.1
55.8

51.1

85.1
74.8

69.5

57.2
37.2

25.5

23.9
21.1
21.5

87.1
78.5

66.2

56.2
38.4

27.1

1,001 名以上（N=201）301 名以上 1,000 名以下（N=242）300 名以下（N=325）

2―2019年度調査から「ブロックチェーンを活用したサービス」を追加した。当てはまるすべての選択肢を回答可能
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7  2～3年前と比較して利用を拡大したIT外部サービス
従業員規模1,001名以上は約5割が「RPA、ビジネスプロセス最適化の開発委託、利用」を拡大

図表3-2-16は、ユーザー企業が2～3年前と比較して利用を拡大したIT外部サービスについて従業員規模別に
比較したものである。

図表3-2-16	 ユーザー企業が2～3年前と比較して利用を拡大したIT外部サービス【従業員規模別】3　無回答を除く

0% 25% 50% 75%

その他

ビジネスプロセスアウトソーシング
（コールセンター運営、データ入力等を含む）

IDCサービス（ハウジング、ホスティング等）、
その他運用サービス等

パブリック IaaSサービスの利用

PaaSサービスの利用

ブロックチェーンを活用したサービス

RPA（Robotic Process Automation）、
ビジネスプロセス最適化（データの整備、

準備）の開発委託、利用

IoT、ビッグデータ、AI関連サービスの開発委託、利用

インターネット・ウェブ関連サービス、
モバイルアプリの開発委託、利用

SaaSサービスの利用

パッケージソフトウェアの利用

技術者等の人材派遣、提供の利用

組込みソフトウェア開発の委託

システム開発（運用、保守も含む）の委託

業務改革・システムコンサルティング、
IT投資評価、システム監査

0.0
1.7

0.9

15.1
8.6

6.9

15.6
18.3

11.6

30.2
20.6

13.0

28.5
13.7

10.6

2.8
1.1
1.4

51.4
32.0

23.6

38.0
10.9

16.2

39.7
26.3

22.7

64.8
49.1

46.3

44.7
35.4

32.4

30.7
19.4

13.9

6.1
8.6

7.9

37.4
42.9

41.7

34.1
20.6

18.1

1,001 名以上（N=179）301 名以上 1,000 名以下（N=175）300 名以下（N=216）

3―�図表3-2-12の設問で現在利用していると回答したIT外部サービスについて尋ねた。2019年度調査から「ブロックチェーンを活用したサービス」を追加
した。当てはまるすべての選択肢を回答可能
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8  IT人材の“量”に対する過不足感
IT人材の“量”が「大幅に不足している」ユーザー企業の割合は年々上昇

図表3-2-17は、ユーザー企業におけるIT人材の“量”に対する過不足感について5年間の変化を示したものであ
る。

図表3-2-18は、IT人材の“量”に対する過不足感を従業員規模別に比較した結果である。

図表3-2-17	 ユーザー企業のIT人材の“量”に対する過不足感【過去5年間の変化】

やや不足している

やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

大幅に不足している

特に過不足はない

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=821）

2018年度調査（N=967）

2017年度調査（N=974）

2016年度調査（N=984）

2015年度調査（N=780）

0.0 
0.5 

10.5 56.0 

1.3 
0.6 

12.6 54.3 

0.7 
0.4 

15.1 54.5 

0.5 
0.2 

14.8 59.8 

0.4 
0.3 

15.1 63.7 

33.0 

31.1 

29.3 

24.7 

20.5 

図表3-2-18	 ユーザー企業のIT人材の“量”に対する過不足感【従業員規模別】

大幅に不足している

特に過不足はない

やや不足している

やや過剰である（削減や職種転換等が必要）

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

36.6

34.9

29.7

33.0

1.53.958.0

0.48.456.2

0.015.554.8

0.510.556.0
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9  IT人材の“質”に対する不足感
IT人材の“質”が「大幅に不足している」ユーザー企業の割合が上昇

図表3-2-19は、ユーザー企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について5年間の変化を示したものであ
る。

図表3-2-20は、IT人材の“質”に対する不足感を従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-19	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感【過去5年間の変化】

大幅に不足している

特に不足はない

やや不足している

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=821）

2018年度調査（N=967）

2017年度調査（N=974）

2016年度調査（N=984）

2015年度調査（N=780）

0.0 
9.5 51.0 39.5 

1.1 
11.0 54.1 33.8 

0.7 
12.5 53.9 32.9 

0.7 
9.3 56.7 33.2 

1.5 
9.2 59.0 30.3 

図表3-2-20	 ユーザー企業のIT人材の“質”に対する不足感【従業員規模別】

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

2.0
49.848.3

5.653.840.6

16.349.933.8

9.551.039.5
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10  IT部門のIT人材における女性の割合／外国籍の割合
女性のIT人材の割合が10%以上のIT部門は5割台半ば

図表3-2-21は、ユーザー企業のIT部門のIT人材における女性（正社員のみ）の割合を従業員規模別に比較した
ものである。

図表3-2-22は、IT部門のIT人材における外国籍（正社員以外も含む）の割合である。

図表3-2-21	 ユーザー企業のIT部門のIT人材における女性の割合【従業員規模別】　無回答を除く

40.1%以上50.0%以下

10.1%以上20.0%以下0.1%以上10.0%以下

30.1%以上40.0%以下20.1%以上30.0%以下

0%

50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=182）

301名以上1,000名以下（N=212）

300名以下（N=200）

全体（N=594）

2.7
1.1

11.018.729.720.915.9

2.83.89.912.329.76.135.4

5.0
3.5

6.511.517.010.546.0

3.5
2.9

9.114.025.412.133.0

図表3-2-22	 ユーザー企業のIT部門のIT人材における外国籍の割合　無回答を除く

10.1%以上

2.1%以上4.0%以下0.1%以上2.0%以下

5.1%以上10.0%以下4.1%以上5.0%以下

0%

0% 25% 50% 75% 100%

N=219 3.9
1.81.1

2.8
2.1

88.3
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11  IT部門のIT人材におけるシニア人材／中途採用者／離職者の割合
IT部門でシニアIT人材を雇用しているユーザー企業は約4割

図表3-2-23は、ユーザー企業のIT部門のIT人材におけるシニア人材（定年後の再雇用者、正社員以外も含む）
の割合を従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-24は、IT部門のIT人材における中途採用した人材の割合を従業員規模別に比較したものである。
図表3-2-25は、IT部門のIT人材における2018年度に離職した人材の割合（定年退職は除く）を従業員規模別

に比較したものである。

図表3-2-23	 ユーザー企業のIT部門のIT人材におけるシニア人材（定年後の再雇用）の割合【従業員規模別】　無回答を除く

5.1%以上10.0%以下

0.1%以上5.0%以下

10.1%以上

0%

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=180）

301名以上1,000名以下（N=206）

300名以下（N=192）

全体（N=578）

15.012.223.349.4

21.87.82.967.5

24.03.66.865.6

20.47.810.661.2

図表3-2-24	 ユーザー企業のIT部門のIT人材における2018年度に中途採用した人材の割合【従業員規模別】　無回答を除く

40.1%以上50.0%以下

10.1%以上20.0%以下0.1%以上10.0%以下

30.1%以上40.0%以下20.1%以上30.0%以下

0%

50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=176）

301名以上1,000名以下（N=203）

300名以下（N=190）

全体（N=569）

0.6
1.10.0

3.45.742.047.2

0.5
1.50.5

4.912.37.472.9

0.5
1.12.11.1

4.711.179.5

0.5
1.20.9

3.27.719.367.1

図表3-2-25	 ユーザー企業のIT部門のIT人材における2018年度に離職した人材の割合（定年退職は除く）　無回答を除く

40.1%以上50.0%以下

10.1%以上20.0%以下0.1%以上10.0%以下

30.1%以上40.0%以下20.1%以上30.0%以下

0%

50.1%以上

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=172）

301名以上1,000名以下（N=200）

300名以下（N=191）

全体（N=563）

0.6
0.61.21.7

7.030.858.1

1.5
0.5
2.5

1.5
11.08.574.5

2.1
0.5

5.24.78.414.764.4

1.4
0.5
3.0

2.7
8.917.466.1
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12  職種別のIT人材数とレベルの把握状況／IT人材の職種の割合
職種別のIT人材数、人材のレベル両方を把握している企業は約5割

図表3-2-26は、ユーザー企業に“職種別のIT人材数とレベルの把握状況”を尋ねた結果を従業員規模別に比較
したものである。

図表3-2-27は、職種別の人材数を把握していると回答した企業に職種ごとのIT人材数を尋ねた結果を集計し、
4年間の変化を示したものである。

図表3-2-26	 ユーザー企業の職種別IT人材数とレベルの把握状況【従業員規模別】

職種別の人材数だけ把握している

把握していない

職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している

人材のレベルだけ把握している

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

15.112.752.2

13.79.253.8

15.58.450.4

14.99.751.9

0.5
19.5

0.0
23.3

0.0
25.6

0.1
23.4

図表3-2-27	 ユーザー企業のIT人材の職種の割合【過去4年の比較】　無回答を除く4

IT戦略策定・IT企画（ストラテジスト）

社内業務プロセス・設計

社内システム導入・開発・保守（テクニカルスペシャリスト）

データ分析やAI等、新規事業を担う技術者

IT投資案件のマネジメント（プロジェクトマネージャ）

社内IT基盤設計（システムアーキテクト）

社内システム運用管理（サービスマネージャ）

その他（社内IT人材の育成、情報セキュリティ専門技術者など）

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=349）

2018年度調査（N=368）

2017年度調査（N=482）

2016年度調査（N=491）

14.220.19.9

17.513.89.8

15.911.58.5

14.213.410.7

6.5
2.1

15.021.310.9

9.8
4.0

15.120.69.4

12.2
2.0

14.127.08.8

16.3
1.8

13.021.49.6

4―�2016年度調査において「データ分析技術者、コンテンツサービス系技術者など」を「データ分析やAI等、新規事業を担う技術者」に変更、「社内IT人
材の育成・その他」を「その他（社内IT人材の育成など）」に変更した。2016年度調査から「情報セキュリティ専門技術者（問題切分け、ログ分析、攻
撃検知、防御など）」を追加し、その他に含め集計した
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13  IT人材のレベル／重要と考え育成していきたいIT人材
従業員規模が大きい企業は「IT戦略策定・IT企画、IT投資案件のマネジメント人材」を重視

図表3-2-28は、IT人材のレベルを把握していると回答した企業にレベルごとの人数を尋ねた結果を集計し、4年
間の変化を示したものである。

図表3-2-29は、ユーザー企業に“どのようなIT人材を重要と考え、育成していきたいか”を尋ねた結果を従業員規
模別に比較したものである。

図表3-2-28	 ユーザー企業のIT人材のレベル【過去4年の比較】　無回答を除く

社内・業界をリードする人材（レベル5以上）

自立して業務を遂行できる人材（レベル3）

指導者・リーダー（レベル4）

指導や補助が必要な人材（レベル1-2）

0% 25% 50% 75% 100%

2019年度調査（N=386）

2018年度調査（N=414）

2017年度調査（N=486）

2016年度調査（N=511）

28.147.116.97.9

32.541.519.36.7

29.945.618.56.0

28.544.719.87.0

図表3-2-29	 ユーザー企業が今後、重要と考え育成していきたいIT人材【従業員規模別】5　無回答を除く

IT戦略策定・IT企画、IT投資案件のマネジメント人材

社内システム導入・開発・保守、運用管理などの人材

事業戦略を策定できる人材

社内業務プロセス設計などにかかわる人材

その他データ分析やAI等、新規事業を担う技術者

情報セキュリティ専門技術者（問題切分け、ログ分析、攻撃検知、防御など）

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=199）

301名以上1,000名以下（N=244）

300名以下（N=342）

全体（N=785）

0.55.54.011.614.654.89.0

1.2
2.9

4.923.417.238.112.3

0.36.46.728.717.821.918.1

0.65.15.522.716.835.314.0

5―�設問では選択肢から「1位」と「2位」を選択。グラフには「1位」の割合を掲載、「2位」についてはIPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計
結果（Excel形式）に収録
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14  IT人材の獲得・確保方法／最も多くIT人材を獲得・確保できた方法
ユーザー企業のIT人材の獲得・確保は「中途採用（キャリア採用）」が中心

図表3-2-30は、ユーザー企業に“過去1年間にIT人材を獲得・確保した方法”を尋ねた結果を、従業員規模別に
比較したものである。

図表3-2-31は、図表3-2-29のIT人材を獲得・確保した方法のうち、最も多くIT人材を確保できた方法を尋ねた
結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-30	 ユーザー企業がIT人材を獲得・確保した方法【従業員規模別】6　無回答を除く

1,001名以上（N=201）301名以上1,000 名以下（N=236）300 名以下（N=332）

0% 25% 50% 75%

その他

獲得・確保を行いたいができていない

獲得・確保していない

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

特定技術を持った企業、IT技術者
（個人事業主等）と契約

M&A、他社への出資で人材獲得

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動

外国人採用

中途採用（キャリア採用）

新卒採用

0.0
0.8
0.6

5.0
11.9
13.6

7.0
24.6

31.9

33.3
13.6
13.3

7.0
2.5

6.3

0.5
1.3
0.0

25.4
6.8
7.2

40.8
21.2

6.0

8.4

1.3
6.0

58.2
37.7

34.3

47.3
22.9
22.0

図表3-2-31	 ユーザー企業が最も多くIT人材を獲得・確保できた方法【従業員規模別】　無回答を除く

新卒採用

外国人採用

関連会社（親会社・情報子会社）からの転籍、出向

特定技術を持った企業、IT技術者（個人事業主等）と契約

中途採用（キャリア採用）

他部門からの異動

M&A、他社への出資で人材獲得

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=168）

301名以上1,000名以下（N=128）

300名以下（N=158）

全体（N=454）

21.4
1.20.0

9.513.1
0.0

31.523.2

12.5
0.00.01.6

14.8
0.0

47.723.4

10.15.1
0.0

7.05.13.846.822.2

15.0
2.20.0

6.410.8
1.3

41.422.9

6―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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15  �中途採用したIT人材の直前の勤務先業種／直前の勤務先業種として最も
多いもの

中途採用したIT人材の直前の勤務先業種として最も多いものは「中小Sler（従業員数300名以下のIT企
業）」

図表3-2-32は、IT人材を中途採用したユーザー企業7に“中途採用したIT人材の直前の勤務先業種”を尋ねた
結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-33は、IT人材を中途採用したユーザー企業に“中途採用したIT人材の直前の勤務先業種として最も多
いもの”を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-32	 ユーザー企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種【従業員規模別】8　その他、無回答を除く

1,001名以上（N=112）301名以上1,000 名以下（N=86）300 名以下（N=109）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、
デジタル化の推進・支援を専門など）

ネットビジネス実施企業

ユーザー企業のIT部門以外

ユーザー企業のIT部門

中小Sler
(従業員数300名以下のIT企業）

中堅Sler
(従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）

大手ベンダー
(従業員数1,001名以上のIT企業）

0.9
3.5

7.3

0.9
0.0

8.3

3.60.0
4.6

8.0
9.3
11.0

42.9
43.0

25.7

25.0
32.6

53.2

33.9
30.2

22.0

42.0
20.9

18.3

図表3-2-33	 ユーザー企業が中途採用したIT人材の直前の勤務先業種として最も多いもの【従業員規模別】　無回答を除く

大手ベンダー(従業員数1,001名以上のIT企業） 中堅Sler(従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）

中小Sler(従業員数300名以下のIT企業） ユーザー企業のIT部門

ユーザー企業のIT部門以外 ネットビジネス実施企業

ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、デジタル化の推進・支援を専門など）

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など） その他

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=101）

301名以上1,000名以下（N=80）

300名以下（N=96）

全体（N=277）

5.9
1.00.00.0

3.027.717.816.827.7

3.8
1.30.00.0

6.330.028.817.512.5

3.1
5.26.3

0.0
3.119.843.811.57.3

4.3
2.52.20.0

4.025.630.015.216.2

7―図表3-2-30の設問に「中途採用（キャリア採用）」と回答した企業
8―�2019年度調査から「従業員数1,001名以上のIT企業」を「大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）」、「従業員数301名以上1,000名以下の
IT企業」を「中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）」、「従業員数300名以下のIT企業」を「中小Sler（従業員数300名以下のIT企
業）」とした。
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16  スキル把握の方法
IT人材のスキルは「自社の独自基準」と「情報処理技術者試験」で把握

図表3-2-34は、ユーザー企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものを尋ねた結果を従業員規模別
に比較したものである。

図表3-2-34	 ユーザー企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの【従業員規模別】9　無回答を除く

1,001 名以上（N=177）301 名以上 1,000 名以下（N=208）300 名以下（N=287）

6.2 

4.0 

6.8 

0.6 

12.4 

12.4 

11.3 

17.5 

49.7 

52.0 

9.6 

1.0 

2.9 

0.5 

7.2 

7.7 

13.9 

20.7 

45.7 

54.8 

6.6 

1.0 

3.5 

0.7 

2.8 

8.7 

12.2 

20.2 

42.5 

62.7 

0% 25% 50% 75%

その他

共通キャリア・スキルフレームワーク(CCSF)

i コンピテンシ ディクショナリ（iCD）

組込みスキル標準（ETSS）

情報システムユーザースキル標準（UISS）

ITスキル標準 （ITSS/ITSS+）

教育訓練講座・プログラム
（大学・民間等）の受講・履修

情報処理技術者試験
以外の試験、資格

情報処理技術者試験

自社の独自基準

9―当てはまるすべての選択肢を回答可能。スキル標準　http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html

http://www.ipa.go.jp/jinzai/hrd/index.html
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ユーザー企業の多様化する IT 人材のスキル把握

ユーザー企業がIT人材のスキル把握のために利用しているものについて4年間の変化を示したものである（図
表C-8）。2019年度調査では、「自社の独自基準」が5.6ポイント、「情報処理技術者試験」が3.3ポイントの伸
びを見せている。

図表C-8	 ユーザー企業がIT人材のスキル把握のために利用しているもの【過去4年】

2017年度調査（N=974）
2019 年度調査（N=821）

2016 年度調査（N=984）
2018 年度調査（N=967）

0% 25% 50%

無回答

その他

共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF）

iコンピテンシ・ディクショナリ（iCD）

組込みスキル標準（ETSS）

情報システムユーザースキル標準（UISS）

ITスキル標準（ITSS/ITSS+）

教育訓練講座・プログラム（大学・民間等）の
受講・履修（※2018年度調査から追加）

情報処理技術者試験以外の試験、資格

情報処理技術者試験

自社の独自基準

18.1
25.6

24.5
24.7

6.1
4.4
5.6
6.4

1.5
1.6
2.0
1.7

3.4
3.9
3.7

1.3

0.5
0.3
0.4
0.2

5.5
5.7
5.6
6.2

7.7
6.3

8.6
8.9

10.2
9.0

0.0
0.0

16.1
15.8

11.2
10.1

37.1
33.8
33.9

30.2

47.0
41.4

37.5
40.5

C O L U M N
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17  情報セキュリティ専門技術者の確保状況／獲得・確保方法
情報セキュリティ専門技術者を「確保できていない」ユーザー企業は約4割

図表3-2-35は、ユーザー企業の情報セキュリティ専門技術者10の確保状況を尋ねた結果を従業員規模別に比較
したものである。

図表3-2-36は、ユーザー企業の情報セキュリティ専門技術者の育成、獲得・確保方法を尋ねた結果を従業員規
模別に比較したものである。

図表3-2-35	 ユーザー企業の情報セキュリティ専門技術者の確保状況【従業員規模別】　無回答を除く

確保できている やや確保できている

どちらともいえない やや確保できていない

確保できていない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=204）

301名以上1,000名以下（N=248）

300名以下（N=360）

全体（N=812）

28.923.514.723.59.3

50.016.912.116.14.8

45.013.621.414.45.6

42.517.116.917.26.3

図表3-2-36	 ユーザー企業の情報セキュリティ専門技術者の獲得・確保方法【従業員規模別】11　無回答を除く

300 名以下（N=334） 301名以上1,000 名以下（N=240） 1,001名以上（N=202）

0% 75%50%25%

その他

外部委託で確保する

即戦力として中途採用で獲得・確保する

即戦力として情報セキュリティを専攻した学生
（専門学校、大学学部、大学院修士課程、

大学院博士課程）を新卒採用で獲得・確保する

社内の人材を育成して確保する

4.5
4.2
3.0

54.0
39.6
39.8

33.2
25.8
25.1

3.0
6.3
5.4

69.8
61.7
60.2

10―情報セキュリティ専門技術者：問題切り分け、ログ分析、攻撃検知、防御などを専門に行う技術者
11―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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18  �情報セキュリティに携わる人材の育成の取り組み／「情報処理安全確保支
援士」制度の活用状況

1,001名以上の企業では24.9%が「情報処理安全確保支援士試験」の受験を推奨

図表3-2-37は、情報セキュリティに携わる人材の育成のための取リ組みについて実施または検討中のものを尋
ねた結果を、従業員規模別に比較したものである。

図表3-2-38は、ユーザー企業に、「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況を尋ねた結果を従業員規模別
に比較したものである。

図表3-2-37	 ユーザー企業の情報セキュリティに携わる人材の育成の取り組み【従業員規模別】12　無回答を除く

0% 75%25% 50%

何もしていない

その他

その他民間資格等で情報セキュリティ
関連資格の取得を推奨している

その他の業界団体などの
スキル指標を参照している

自社の独自のスキル指標を策定している

IPAが提供するスキル指標
（ITスキル標準、iCD等）を参照している

IPAのガイドラインを活用している

情報処理技術者試験で情報セキュリティ
関連資格の取得を推奨している

情報セキュリティ関連の研修を受講させている

12.5
26.9

37.5

6.0
3.3

1.7

6.5
5.0
5.8

7.5
5.8
6.4

14.0
16.9

11.3

23.0
19.0

15.1

18.5
21.5

18.9

37.5
25.6

22.7

56.0
36.8

32.0

300 名以下（N=344）

301名以上1,000 名以下（N=242）

1,001名以上（N=200）

図表3-2-38	 ユーザー企業の「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況【従業員規模別】13　無回答を除く

300 名以下（N=366）

301名以上1,000 名以下（N=249）

1,001名以上（N=205）

0% 50%25%

9.8
25.3

32.2

14.1
18.5
20.2

42.0
39.4

35.8

2.4
1.2
1.4

4.9
4.0
3.0

12.2
4.8
4.4

24.9
12.4

9.6

初めて聞いた

聞いたことはあるが、よく知らない

制度は知っているが、活用は未定である

調達要件などに「情報処理安全確保支援士」の
資格保有者を活用している・活用を考えている

「情報処理安全確保支援士」の資格保有者を
採用している・採用を考えている

自社の「情報処理安全確保支援士試験」
合格者に資格登録を推奨している

自社の技術者に「情報処理安全確保支援士試験」
の受験を推奨している

12―�当てはまるすべての選択肢を回答可能。IPAガイドライン（「情報セキュリティスキルアップハンドブック」、「情報セキュリティ管理者のためのスキル
アップガイド」など）

13―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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19  IT資格・試験を活用している理由
「情報処理技術者試験」は「普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得」に活用

図表3-2-39は、ユーザー企業に、IT資格・試験を活用している理由を尋ねた結果を従業員規模別に比較したも
のである。

図表3-2-39	 ユーザー企業がIT資格・試験を活用している理由14　無回答を除く

情報処理技術者試験（N=726）

ベンダー系資格・試験（オラクル認定、マイクロソフト認定等）（N=595）

ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）（N=542）

0% 25% 50% 75% 100%

活用していない

その他

投資額に対して育成効果が高い

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

業界で広く受け入れられている

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

社員の行動特性（挑戦意欲や
知的好奇心等）を評価

事業推進上必要な製品やサービスに
関する知識･スキルを社員に習得

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

66.4

1.3

0.7

1.7

2.2

5.4

6.8

6.6

7.2

12.4

12.5

9.4

57.1

0.8

0.3

2.2

4.5

3.9

5.0

12.6

9.4

15.6

23.2

11.1

43.4

0.7

0.6

4.5

8.3

7.2

6.3

3.4

11.3

25.8

22.7

39.5

14―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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20  デジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組み状況
DXに取り組んでいるユーザー企業は約4割

図表3-2-40は、ユーザー企業にDXへの取り組み状を尋ねた結果を従業員規模別に比較したものである。
図表3-2-41は、DXに取り組んでいるユーザー企業15に、実施しているDXに関連するビジネスを尋ねた結果であ

る。

図表3-2-40	 ユーザー企業のDXへの取り組み状況【従業員規模別】

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

取り組んでいない

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる　

分からない

0% 25% 50% 75% 100%

1,001名以上（N=205）

301名以上1,000名以下（N=249）

300名以下（N=367）

全体（N=821）

4.426.818.528.821.5

8.851.816.515.37.6

15.057.211.79.07.1

10.548.014.915.810.8

図表3-2-41	 ユーザー企業が実施しているDXに関連するビジネス16

N=341その他

デジタル化を顧客に提案、
支援や顧客と協業をしている

ビジネス変革や新たなビジネスのために、
自社およびグループ会社の事業（業務）の

デジタル化を推進している

0% 25% 50% 75% 100%

3.8

22.0

86.5

15―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

16―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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21  DXを主導している人材／アンケート回答者の立場
DXを主導しているのは「IT部門の責任者」と「部門、事業部などの責任者やDX推進担当者」

図表3-2-42は、DXに取り組んでいるユーザー企業17に、DXを主導している人材を尋ねた結果である。
図表3-2-43は、DXに取り組んでいるユーザー企業で、本調査のアンケートに回答した者の立場を尋ねた結果で

ある。

図表3-2-42	 ユーザー企業でDXを主導している人材18

0% 25% 75%50%

N=341

その他

外部のDXに対応する人材

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者

情報システム部門（IT部門）の責任者

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

5.6

3.5

43.4

49.6

4.4

2.3

19.1

21.7

図表3-2-43	 ユーザー企業でのアンケート回答者の立場　無回答を除く

CIO（Chief Information Officer）最高情報責任者

CDO（Chief Digital Officer）最高デジタル責任者

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者

その他

CEO（Chief Executive Officer）最高経営責任者

CTO（Chief Technology Officer）最高技術責任者

情報システム部門（IT部門）の責任者

外部のDXに対応する人材

複数の立場で回答

0% 25% 50% 75% 100%

N=340 4.4
0.9

12.6
0.9

20.357.4
0.30.0

3.2

17―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

18―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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22  DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署
DXに取り組む専門部署があるユーザー企業は25.9%

図表3-2-44は、DXに取り組んでいるユーザー企業19に、DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の
有無を尋ねた結果である。

図表3-2-45は、図表3-2-44の設問に「専門部署がある」と回答したユーザー企業に、DX推進・デジタルビジネ
ス強化に取り組む専門部署の設置時期を尋ねた結果である。

図表3-2-46は、図表3-2-44の設問に「ない」と回答したユーザー企業に、DX推進・デジタルビジネス強化に取り
組む専門部署の設置予定を尋ねた結果である。

図表3-2-47は、図表3-2-44の設問に「専門部署がある」と回答したユーザー企業に、DX推進・デジタルビジネス
強化に取り組む専門部署の機能を尋ねた結果である。

図表3-2-44	 ユーザー企業でのDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無　無回答を除く

専門部署がある　 専門部署はないが、プロジェクトチームがある　 ない　

0% 25% 50% 75% 100%

N=340 50.024.125.9

図表3-2-45	 ユーザー企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置時期

2017年以前 2018年 2019年 2020年

0% 25% 50% 75% 100%

N=88 6.836.421.635.2

図表3-2-46	 ユーザー企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置予定

ある ない 未定

0% 25% 50% 75% 100%

N=170 67.618.813.5

図表3-2-47	 ユーザー企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の機能20

0% 25% 50% 75% 100%

その他

DXに関する社内関連部署の
支援・サポート

DXに関する自社内での取り組みの実施

DXに関する他社等との連携の推進

DXに関する戦略や目標の
社内関連部署への指示

DXに関する全社戦略の立案

N=881.1

58.0

85.2

55.7

54.5

55.7

19―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

20―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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23  DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果・効果
成果が出ている割合が最も高いのは「業務の効率化による生産性の向上」

図表3-2-48は、DXに取り組んでいるユーザー企業21に、DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた
結果である。

図表3-2-49は、DXに取り組んでいるユーザー企業に、DXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果
を尋ねた結果である。

図表3-2-48	 ユーザー企業のDXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果

既にある程度の成果が出ている

まだ見通しは分からない

無回答

既に十分な成果が出ている

今後の成果が見込まれている

取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

その他

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新規製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

N=341

6.764.812.612.9
1.81.2

0.0
20.237.031.110.0

1.8

0.0
23.240.228.47.3

0.9

0.0
24.637.529.38.2

0.3

0.0
19.629.337.212.9

0.9

0.0
3.819.138.136.4

2.6

図表3-2-49	 ユーザー企業がDXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果

当てはまる

当てはまらない

ある程度当てはまる

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

従業員体験価値(EX)が向上(従業員が組織や
会社の中で体験する経験価値)

顧客の満足度や行動に関わる指標が向上
(顧客体験(CX)、双方コミュニケーション)

アジリティ、意思決定が向上(企業の経営方針の
変更や時代のニーズの変化などに機敏に対応)

財務的な指標(売上、利益、コスト削減等)

N=341

8.240.243.48.2

6.556.030.86.7

7.052.235.25.6

6.246.939.97.0

21―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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24  DXに向けた外部連携
外部連携の目的は「自社にない技術力を獲得するため」、「新たなアイディアを創発するため」

図表3-2-50は、DXに取り組んでいるユーザー企業22に、DXに向けて他社や社外の組織との連携を行う目的を
尋ねた結果である。

図表3-2-50	 ユーザー企業がDXに向けて、他社や社外の組織との連携を行う目的23　無回答を除く

	 技術系のベンチャー企業（N=215）	 その他のベンチャー企業（N=149）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

10.2

82.3

3.3

25.6

38.1

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため 36.2

16.8

11.4

32.9

59.7

	 ITベンダー・コンサル企業（N=268）	 デジタル専業企業等（N=140）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため 64.2

18.3

7.1

42.9

38.4

0% 25% 50% 75%100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため 57.9

21.4

10.0

27.1

29.3

	 大学・研究機関（N=170）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

61.8

18.8

5.9

22.9

57.1

22―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

23―�「同業他社」、「異業種企業」、「その他」についてはIPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計結果（Excel形式）に収録。当てはまるすべ
ての選択肢を回答可能
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25  DXに対応する人材の重要度
重要な人材は「プロダクトマネージャー」、「ビジネスデザイナー」、「エンジニア／プログラマ」

図表3-2-51は、DXに取り組んでいるユーザー企業24に、DXに対応する人材の重要度を尋ねた結果である。
なお、DXに対応する人材の定義は付録（図表2-A-4）に示す。

図表3-2-51	 ユーザー企業でDXに対応する人材の重要度

分からない

いる/それほど重要でないいる/ある程度重要

いないが重要でないいないが非常に重要

いる/非常に重要

無回答

N=341

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード（エンジニアリングマネージャー、
アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

0.0
8.217.014.411.732.616.1

0.0
16.127.033.44.413.85.3

0.0
16.426.436.43.210.37.3

0.0
11.711.748.72.613.212.0

0.0
15.514.438.14.715.212.0

0.0
12.010.038.44.115.519.9

0.0
10.97.335.82.916.127.0

ユーザー企業でDXに取り組んでいる企業にDXに対応する人材の重要度を尋ねた。
「いないが非常に重要」の回答は、「エンジニア/プログラマー」以外が3割から4割台半ばである（図表3-2-51）。
ユーザー企業でDXに取り組んでいる企業では、「先端技術エンジニア」、「UI/UXデザイナー」は、「その他企業
（特定技術を持った企業など）と契約」で外部企業から人を獲得・確保し、それ以外は「既存人材」で獲得・確保してい
る傾向がある（図表3-2-55）。

NOTE

24―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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26  DXに対応する人材の所属
DXに対応する人材の所属は「自部門」、次いで自社の「他部門」

図表3-2-52は、図表3-2-51の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材が所属している部門・組織を尋ねた結果である。

図表3-2-52	 ユーザー企業でDXに対応する人材が所属している部門・組織25

	 プロダクトマネージャー（N=147）	 ビジネスデザイナー（N=121）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

1.4

3.4

2.0

36.1

69.4

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

2.5

6.6

2.5

49.6

57.0

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=93）	 データサイエンティスト（N=86）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

1.1

19.4

12.9

23.7

62.4

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

1.2

10.5

14.0

51.2

45.3

	 先端技術エンジニア（N=60）	 UI/UXデザイナー（N=65）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

1.7

23.3

6.7

40.0

55.0

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

3.1

18.5

6.2

30.8

55.4

	 エンジニア／プログラマ（N=166）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

3.6

19.3

17.5

22.9

72.9

25―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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27  �DXに対応する人材の不足／DXに対応する人材を獲得・確保する際に重
視する人材

DXに対応する人材が「大幅に不足している」割合は、約2割から約4割

図表3-2-53は、DXに取り組んでいるユーザー企業26に、DXに対応する人材の不足を尋ねた結果である。
図表3-2-54は、DXに取り組んでいるユーザー企業に、DXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する

人材を尋ねた結果である。

図表3-2-53	 ユーザー企業でDXに対応する人材の不足

特に不足はないやや不足している

無回答分からない

大幅に不足している

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード（エンジニアリングマネージャー、
アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

N=341

0.0
16.719.146.018.2

0.3
23.222.926.127.6

0.0
22.617.626.733.1

0.0
19.410.629.640.5

0.0
23.214.431.431.1

0.3
18.59.732.039.6

0.3
18.211.131.139.3

図表3-2-54	 ユーザー企業がDXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する人材　無回答を除く

テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

先端技術エンジニアデータサイエンティスト

ビジネスデザイナープロダクトマネージャー

UI/UXデザイナー エンジニア／プログラマ

0% 25% 50% 75% 100%

N=317 6.3
1.9

4.411.08.533.134.7

26―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業
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28  DX人材に対応する人材の獲得・確保方法
人材の獲得・確保方法は「既存人材」の活用、「その他企業（特定技術を持った企業など）と契約」

図表3-2-55は、DXに取り組んでいるユーザー企業27に、DXに対応する人材の獲得・確保方法を尋ねた結果で
ある。

図表3-2-55	 ユーザー企業によるDXに対応する人材の獲得・確保方法28　無回答を除く

	 プロダクトマネージャー（N=278）	 ビジネスデザイナー（N=259）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

1.8
16.5

28.1
3.6
10.1
15.8

66.9

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

1.9
20.1
25.9

3.9
10.4

22.0
58.7

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=251）	 データサイエンティスト（N=244）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

3.2
32.3
32.3

3.6
11.6
8.8

47.4

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

1.6
31.6
32.8

9.0
10.7
13.1

52.9

	 先端技術エンジニア（N=234）	 UI/UXデザイナー（N=229）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

1.7
44.9

26.9
6.4
11.1
9.8

41.0

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

1.7
45.0

24.9
7.4
10.0
10.0

40.2

	 エンジニア／プログラマ（N=266）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を
持った企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

4.1
39.5

29.7
19.5

13.9
8.3

48.1

27―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

28―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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29  DXに対応する人材のコンピテンシー
最も重要と考えるコンピテンシーは「臨機応変／柔軟な対応力」

図表3-2-56は、図表3-2-55の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシーを尋ねた結果である。

図表3-2-56	 ユーザー企業がDXに対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシー29　無回答を除く

	 プロダクトマネージャー（N=137）	 ビジネスデザイナー（N=114）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

21.9

28.5

12.4

50.4

67.2

69.3

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

21.1

14.9

10.5

62.3

67.5

60.5

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=85）	 データサイエンティスト（N=78）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

31.8

25.9

31.8

38.8

69.4

32.9

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

26.9

24.4

15.4

32.1

62.8

47.4

	 先端技術エンジニア（N=54）	 UI/UXデザイナー（N=61）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

33.3

24.1

29.6

29.6

53.7

59.3

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

31.1

31.1

9.8

27.9

65.6

29.5

	 エンジニア／プログラマ（N=156）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

46.8

21.8

39.7

26.3

76.3

20.5

29―3つまで選択肢を回答可能
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30  DXに対応する人材の育成
最も実施されている人材育成の内容は「社外の研修やセミナー」

図表3-2-57は、DXに取り組んでいるユーザー企業30に、DXに対応する人材を育成するための研修等の実施状
況を尋ねた結果である。

図表3-2-57	 ユーザー企業におけるDXに対応する人材を育成するための研修等の実施状況31

N=341

19.6

0.6

5.6

6.5

15.2

18.5

20.2

23.8

26.7

35.2

38.1

0% 25% 50% 75%

特になし（上記に当てはまらない、
育成していない、分からないも含む）

上記以外の方法で、自社で独自に実施していること

学会活動への参加の推奨や支援を行っている

育成制度として自社以外の企業への出向や
留職などによる実務経験の場を用意している

育成カリキュラムとして社内の研修やセミナー
（一斉授業の形式で行うもの）を用意し、受講させている

社内で勉強会やコンテストなどを適宜開催している

社外のコミュニティ活動、勉強会、コンテストへの参加や
教育機関への留学などの支援を行っている※除く学会活動

育成制度として資格取得の推奨や支援を行っている

育成制度として自主的な外部講座（通学形式、
Web形式）の受講の推奨や支援を行っている

特定の育成カリキュラムなどはなく、
実業務を通じた経験が中心（OJT）

育成カリキュラムとして社外の研修やセミナー
（一斉授業の形式で行うもの）を用意し、受講させている

ユーザー企業でDXに取り組んでいる企業にDXに対応する人材に対してスキル転換やDXを加速させた内容の自由回答
を記載する。
■スキル転換
・事業・業務に精通する人にデジタルスキルやデータ分析などを習得
・経営管理部門とＩＴ部門の人材にデータ解析・分析のスキルなどを習得
・ITスキルを持つ人材が、事業・業務の知識を習得
■DXを加速させたもの
・専門部署を設立
・デジタル人材をビジネス部門へ異動
・DX技術者と現場（事業、業務）の対話による課題抽出の促進から実行支援、効果創出を管理職が主体となり実行
・部門を超えたチームで仕事をすること

NOTE

30―�図表3-2-40の設問に「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部
署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」と回答した企業

31―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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31  �DXに取り組んでいないユーザー企業がDXに取り組む予定の有無／取り
組む予定の時期

DXに取り組んでいないユーザー企業のうち、今後取り組む予定の企業は21.5%

図表3-2-58は、DXに取り組んでいないユーザー企業32に、DX推進・デジタルビジネス強化をする予定の有無を
尋ねた結果である。

図表3-2-59は、図表3-2-59の設問に「ある」と回答したユーザー企業に、DX推進・デジタルビジネス強化をする
予定の時期を尋ねた結果である。

図表3-2-58	 DXに取り組んでいないユーザー企業がDX推進・デジタルビジネス強化をする予定の有無　無回答を除く

ある　 ない 分からない

0% 25% 50% 75% 100%

N=478 21.5 50.627.8

図表3-2-59	 DXに取り組んでいないユーザー企業がDXに取り組む予定の時期

2020年度 2021年度以降 時期は未定

0% 25% 50% 75% 100%

N=103 18.4 63.118.4

DXに取り組んでいないユーザーのDXに対応する上での課題は、上位3位は以下である。
「DXを実現する上で、社員全体のITリテラシーが不十分である」
「DXを担う能力のある人材が、社内で育成できない」
「DXの前提となる将来への危機感が、企業全体になかなか浸透しない」
DXに取り組んでいないユーザー企業も取り組んでいる企業も共通した課題認識である。
（DXに取り組んでいる、DXに取り組んでいないユーザー企業のDXに対応する上での課題グラフは付録に収録）

NOTE

32―図表3-2-40の設問に「取り組んでいない」、「分からない」と回答した企業
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32  DXに対応する上での課題
課題は「将来への危機感」と「社員全体のITリテラシー」の不足、「人材が社内で育成できない」こと

図表3-2-60は、ユーザー企業にDXに対応する上での課題を尋ねた結果である。

図表3-2-60	 ユーザー企業がDXに対応する上での課題【従業員規模別】33　無回答を除く

1,001名以上（N=201）301名以上1,000 名以下（N=248）300 名以下（N=367）

0% 25% 50% 75%

その他

連携先との間でWin-Winの関係を
維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

成果が挙がらないプロジェクトの
中止・撤退の判断が難しい

プロジェクト開始時のリスクテイクの判断が難しい

DXの推進に向けて様 な々取り組みを行っている
ものの、なかなか成果・収益があがらない

DXを担う能力のある人材が、社外から獲得できない

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

DXを推進するための既存の
情報システムの改修の負担が大きい

ビジネスや組織の変革に対する
社内の抵抗感が強い

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

DXを担う能力のある人材が、社内で育成できない

3.5
6.0

9.8

2.5
4.0
3.8

6.0
4.0
4.1

6.0
3.2

6.8

11.4
5.2
6.0

18.4
6.9
6.5

10.9
12.5

10.4

8.5
10.9

18.3

22.9
24.6

22.1

29.9
30.2

22.1

42.3
49.2

37.1

45.8
46.4

40.1

53.7
45.2

35.7

33―3つまで選択肢を回答可能
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33  自社の企業文化・風土
自社に当てはまる割合が最も高いのは「社会や顧客への貢献意識が強い」こと

図表3-2-61は、ユーザー企業に自社の企業文化・風土を尋ねた結果である。

図表3-2-61	 ユーザー企業の企業文化・風土

あまり当てはまらないよく当てはまる

まったく当てはまらない

ある程度当てはまる

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

N=821

自社には他社とは違う特徴（長所）がある

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

意思決定のスピードが早い

果敢にリスクを取り、新しいことにチャレンジする
ことが尊重される（変革や挑戦を好む）

多様な価値観を受け入れる／重んじる

実力主義である

おたがい成長する・学びあう、
育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有がうまくいっている
（メンバー間や上司と部下で意見を言い合える環境）

個人の裁量が大きい

今後目指すべきビジョンや方向性が
明確であり、従業員に周知されている

社会や顧客への貢献意識が強い

2.721.637.027.611.1

0.07.252.633.17.1

0.011.045.734.19.3

0.08.944.736.110.4

0.05.044.840.99.3

0.06.543.143.66.8

0.04.942.046.76.5

0.05.039.247.48.4

0.04.529.747.917.9

0.06.727.549.915.8

0.0
1.7

15.555.527.3



　この章では、IT企業を対象として実施した2019年度調査を基に、IT企業の事業動向およびIT人材の動向を述
べる。調査方法や調査期間等の調査概要についてはXXページに掲載している。
　図表3-1-1は回答があったIT企業の業種別の割合を示す。「受託開発ソフトウェア業」が約8割を占める。
　図表3-1-2は回答があったIT企業の従業員規模別の割合を示す。100名以下のIT企業が6割台半ばを占める。
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第3章 デジタルビジネス推進企業における
DXに対応する人材動向

　この章では、デジタルビジネス推進部門向け調査でDX取り組み企業1（以下、デジタルビジネス推進部門）の
DXに対応する人材の動向を述べる。調査方法や調査期間等の調査概要については28ページに掲載している。
　図表3-3-1はデジタルビジネス推進企業の業種別の割合、図表3-3-2は従業員規模別の割合、図表3-3-3は
CEO、CIO、CTO、CDOの有無、図表3-3-4はCEO、CIO、CTO、CDOがいる企業のIT業務経験の有無、図表
3-3-5は役員の内でIT業務経験が分かる役員の割合をそれぞれ示す。

図表3-3-1 デジタルビジネス推進企業の主な業種 図表3-3-2 デジタルビジネス推進企業の従業員規模

N=185

製造業（N=38）

建設業（N=6）

卸売業，小売業（N=17）

運輸業，郵便業（N=3）

複合サービス事業（N=2）

情報通信業（N=78）

金融業，保険業（N=16）

学術研究，専門・技術サービス業（N=18）

電気・ガス・熱供給・水道業（N=4）

不動産業，物品賃貸業（N=2）

宿泊業，飲食サービス業（N=1）

9.7%

20.5%

42.2%

0.5%
1.1%1.1%

1.6%
2.2%

3.2%

8.6%

9.2%

N=185

300 名以下（N=71）

301名以上1,000 名以下（N=30）

1,001名以上（N=84）

38.4%
45.4%

16.2%

図表3-3-3 デジタルビジネス推進企業のCEO、CIO、CTO、
CDOの有無　無回答を除く

図表3-3-4 デジタルビジネス推進企業でCEO、CIO、CTO、
CDOがいる企業のうち、IT業務経験の有無

0% 25% 50% 75% 100%

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

21.3

39.0

40.4

94.3

N=141

0% 25% 50% 75% 100%

CDO（Chief Digital Officer）
最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）
最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）
最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）
最高経営責任者

24.5

33.0

42.6

66.0

N=94

図表3-3-5 デジタルビジネス推進企業の役員のうち、IT分野の業務が分かる役員の割合　無回答を除く

5割以上6割未満

8割以上9割未満

3割未満

6割以上7割未満

9割以上

3割以上5割未満

7割以上8割未満

0% 25% 50% 75% 100%

N=168 30.47.77.1
1.8

7.17.738.1

1―�図表3-3-6の設問の「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる」、「部署
ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる」の回答企業を示す。なお、「取り組んでいない」、「分からない」と回答した企業を含めた調査結果について
は、IPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計結果（Excel形式）に収録
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1  デジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組み状況
全社的に取り組んでいるデジタルビジネス推進企業は47.6%

図表3-3-6は、デジタルビジネス推進企業にDXへの取り組み状況を尋ねた結果である。
図表3-3-7は、デジタルビジネス推進企業に実施しているDXに関連するビジネスを尋ねた結果である。

図表3-3-6	 デジタルビジネス推進企業のDXへの取り組み状況

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる　

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる　

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる　

0% 25% 50% 75% 100%

N=185 20.032.447.6

図表3-3-7	 デジタルビジネス推進企業が実施しているDXに関連するビジネス2　

0% 25% 50% 75% 100%

N=185
その他

デジタル化を顧客に提案、
支援や顧客と協業をしている

ビジネス変革や新たなビジネスのために、
自社およびグループ会社の事業（業務）の

デジタル化を推進している

1.6

49.2

80.0

2―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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2  DXを主導している人材／アンケート回答者の立場
DXを主導しているのは「部門、事業部などの責任者やDX推進担当者」、次いでCEO

図表3-3-8は、デジタルビジネス推進企業にDXを主導している人材を尋ねた結果である。
図表3-3-9は、デジタルビジネス推進企業で本調査のアンケートに回答した者の立場を尋ねた結果である。

図表3-3-8	 デジタルビジネス推進企業でDXを主導している人材3

0% 25% 50% 75%

N=185

その他

外部のDXに対応する人材

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者

情報システム部門（IT部門）の責任者

CDO（Chief Digital Officer）最高デジタル責任者

CTO（Chief Technology Officer）最高技術責任者

CIO（Chief Information Officer）最高情報責任者

CEO（Chief Executive Officer）最高経営責任者

10.8

5.4

60.5

41.1

14.6

18.4

18.9

44.9

図表3-3-9	 デジタルビジネス推進企業でのアンケート回答者の立場

CIO（Chief Information Officer）最高情報責任者

CDO（Chief Digital Officer）最高デジタル責任者

部門、事業部などの責任者やDX推進担当者

その他

CEO（Chief Executive Officer）最高経営責任者

CTO（Chief Technology Officer）最高技術責任者

情報システム部門（IT部門）の責任者

外部のDXに対応する人材

複数の立場で回答

0% 25% 50% 75% 100%

N=185
1.1

20.5
0.5

49.216.8
2.20.02.2

7.6

3―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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3  DX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署
DXに取り組む専門部署があるデジタルビジネス推進企業は56.2%

図表3-3-10は、デジタルビジネス推進企業にDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無を尋ね
た結果である。

図表3-3-11は、図表3-3-10の設問に「専門部署がある」と回答したデジタルビジネス推進企業に、DX推進・デジ
タルビジネス強化に取り組む専門部署の設置時期を尋ねた結果である。

図表3-3-12は、図表3-3-10の設問に「ない」と回答したデジタルビジネス推進企業に、DX推進・デジタルビジネ
ス強化に取り組む専門部署の設置予定を尋ねた結果である。

図表3-3-13は、図表3-3-10の設問に「専門部署がある」と回答したデジタルビジネス推進企業に、DX推進・デジ
タルビジネス強化に取り組む専門部署の機能を尋ねた結果である。

図表3-3-10	 デジタルビジネス推進企業でのDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の有無　無回答を除く

専門部署がある 専門部署はないが、プロジェクトチームがある ない

0% 25% 50% 75% 100%

N=185 24.319.556.2

図表3-3-11	 デジタルビジネス推進企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置時期

2017年以前 2018年 2019年 2020年

0% 25% 50% 75% 100%

N=104
2.9

32.726.937.5

図表3-3-12	 デジタルビジネス推進企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の設置予定

ある ない 未定

0% 25% 50% 75% 100%

N=45 55.633.311.1

図表3-3-13	 デジタルビジネス推進企業でDX推進・デジタルビジネス強化に取り組む専門部署の機能4 

0% 25% 50% 75% 100%

N=104その他

DXに関する社内関連部署の支援・サポート

DXに関する自社内での取り組みの実施

DXに関する他社等との連携の推進

DXに関する戦略や目標の
社内関連部署への指示

DXに関する全社戦略の立案

7.7

69.2

76.0

72.1

55.8

64.4

4―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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4  DXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果・効果
成果が出ている割合が最も高いのは「業務の効率化による生産性の向上」

図表3-3-14は、デジタルビジネス推進企業にDXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果を尋ねた結果であ
る。

図表3-3-15は、デジタルビジネス推進企業にDXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果を尋ねた結
果である。

図表3-3-14	 デジタルビジネス推進企業のDXやデジタルビジネスの取り組み内容と成果

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

無回答取り組んでいない

0% 25% 50% 75% 100%

その他

企業文化や組織マインドの根本的な変革

現在のビジネスモデルの根本的な変革

新規製品・サービスの創出

既存製品・サービスの高付加価値化

業務の効率化による生産性の向上

N=185

7.057.38.111.913.5
2.2

0.0
8.630.833.522.74.3

0.0
13.033.031.917.34.9

0.0
6.523.836.823.89.2

0.0
7.618.936.830.85.9

0.0
4.311.931.446.55.9

図表3-3-15	 デジタルビジネス推進企業がDXやデジタルビジネスを実施した結果の具体的な効果

当てはまる

当てはまらない

ある程度当てはまる

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

従業員体験価値（EX）が向上（従業員が
組織や会社の中で体験する経験価値）

顧客の満足度や行動に関わる指標が向上
（顧客体験（CX）、双方コミュニケーション）

アジリティ、意思決定が向上（企業の経営方針の
変更や時代のニーズの変化などに機敏に対応）

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等）

N=185

2.2
30.352.415.1

2.7
38.944.913.5

2.2
35.745.416.8

2.2
39.542.715.7
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5  DXに向けた外部連携
外部連携の目的は「自社にない技術力・事業ノウハウの獲得」と「新たなアイディアを創発するため」

図表3-3-16は、デジタルビジネス推進企業にDXに向けて他社や社外の組織との連携を行う目的を尋ねた結果
である。

図表3-3-16	 デジタルビジネス推進企業がDXに向けて、他社や社外の組織との連携を行う目的5　無回答を除く

	 技術系のベンチャー企業（N=156）	 その他のベンチャー企業（N=123）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

57.7

32.7

11.5

18.6

84.6

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

74.8

40.7

20.3

22.8

33.3

	 ITベンダー・コンサル企業（N=160）	 デジタル専業企業等（N=118）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

49.4

58.8

18.1

20.0

56.3

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

48.3

46.6

21.2

31.4

61.0

	 大学・研究機関（N=131）

0% 25% 50% 75% 100%

新たなアイディアを創発するため

自社にない事業ノウハウを獲得するため

自社にない顧客基盤を獲得するため

自社にないデータを獲得するため

自社にない技術力を獲得するため

68.7

16.0

3.8

30.5

60.3

5―「同業他社」、「異業種企業」、「その他」についてはIPAウェブサイト（IT人材白書）で提供している集計結果（Excel形式）に収録。当てはまるすべて
の選択肢を回答可能
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6  DXに対応する人材の重要度
重要な人材は「プロダクトマネージャー」、次いで「ビジネスデザイナー」、「テックリード」

図表3-3-17は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材の重要度を尋ねた結果である。
なお、DXに対応する人材の定義は付録（図表2-A-4）に示す。

図表3-3-17	 デジタルビジネス推進企業でDXに対応する人材の重要度

いる/ある程度重要

いないが非常に重要

分からない

いる/非常に重要

いる/それほど重要でない

いないが重要でない

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

N=185

1.15.413.08.134.138.4

5.48.144.3
2.7

19.520.0

8.611.432.43.815.128.6

5.43.833.5
1.6

19.536.2

4.33.831.4
2.7

16.841.1

5.4
2.2

31.4
0.5

15.145.4

2.2
2.2

21.6
2.7

12.458.9



IT人材白書2020 183

第
３
部

第
第
第

デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ
デ

7  DXに対応する人材の所属
DXに対応する人材の所属は「自部門」、次いで自社の「他部門」

図表3-3-18は、図表3-3-17の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材が所属している部門・組織を尋ねた結果である。

図表3-3-18	 デジタルビジネス推進企業でDXに対応する人材が所属している部門・組織6

	 プロダクトマネージャー（N=132）	 ビジネスデザイナー（N=112）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

3.8

6.1

9.1

39.4

73.5

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

4.5

8.0

9.8

46.4

69.6

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=107）	 データサイエンティスト（N=103）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

0.9

15.9

15.0

38.3

64.5

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

4.9

14.6

15.5

47.6

62.1

	 先端技術エンジニア（N=81）	 UI/UXデザイナー（N=73）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

7.4

19.8

13.6

48.1

56.8

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

6.8

24.7

13.7

50.7

47.9

	 エンジニア／プログラマ（N=134）

0% 25% 50% 75%

特定技術を持つ個人
（フリーランスなど）

協力会社

子会社

他部門

自部門

5.2

33.6

21.6

47.8

57.5

6―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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8  �DXに対応する人材の不足／DXに対応する人材を獲得・確保する際に重視す
る人材

DXに対応する人材が「大幅に不足している」割合は、2割台半ばから4割台半ば

図表3-3-19は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材の不足を尋ねた結果である。
図表3-3-20は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する人材を尋ね

た結果である。

図表3-3-19	 デジタルビジネス推進企業でDXに対応する人材の不足

大幅に不足している

特に不足はない

やや不足している

分からない

0% 25% 50% 75% 100%

エンジニア／プログラマ

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

データサイエンティスト

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

ビジネスデザイナー

プロダクトマネージャー

N=185

5.921.147.025.9

11.416.837.334.6

12.413.537.336.8

10.811.437.840.0

11.49.743.835.1

8.68.138.944.3

8.112.440.538.9

図表3-3-20	 デジタルビジネス推進企業がDXに対応する人材を獲得・確保する際に最も重視する人材　無回答を除く

プロダクトマネージャー ビジネスデザイナー

テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

データサイエンティスト

UI/UXデザイナー

先端技術エンジニア

エンジニア／プログラマ

0% 25% 50% 75% 100%

N=183 8.2
1.1

7.18.29.334.431.7
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9  DX人材に対応する人材の獲得・確保方法
人材の獲得・確保方法は「既存人材」の活用、「中途採用（キャリア採用）」

図表3-3-21は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材の獲得・確保方法を尋ねた結果である。

図表3-3-21	 デジタルビジネス推進企業によるDXに対応する人材の獲得・確保方法7　無回答を除く

	 プロダクトマネージャー（N=171）	 ビジネスデザイナー（N=168）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

5.8
14.6

45.0
2.9
11.7

27.5
67.8

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

4.2
22.6

47.0
4.2
8.9

33.9
57.1

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=155）	 データサイエンティスト（N=159）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

4.5
29.7

60.0
4.5

14.2
20.0

46.5

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

5.0
34.6

63.5
21.4

10.7
19.5

48.4

	 先端技術エンジニア（N=153）	 UI/UXデザイナー（N=156）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

6.5
35.3

58.2
15.7
11.8
12.4

36.6

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

8.3
41.7
50.0

14.1
11.5
14.1

36.5

	 エンジニア／プログラマ（N=174）

0% 25% 50% 75%

個人事業主と契約

その他企業（特定技術を持った
企業など）と契約

中途採用（キャリア採用）
新卒採用

関連会社（親会社・情報子会社）
からの転籍、出向

他部門からの異動
既存人材

9.8
39.1

55.7
32.2

19.5
17.8

53.4

7―当てはまるすべての選択肢を回答可能
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10  DXに対応する人材のコンピテンシー
最も重要と考えるコンピテンシーは「臨機応変／柔軟な対応力」

図表3-3-22は、図表3-3-17の設問に「いる/非常に重要」、「いる/ある程度重要」と回答した人材について、DX
に対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシーを尋ねた結果である。

図表3-3-22	 デジタルビジネス推進企業がDXに対応する人材について最も重要と考えるコンピテンシー8　無回答を除く

	 プロダクトマネージャー（N=130）	 ビジネスデザイナー（N=108）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

28.5

41.5

7.7

67.7

53.8

67.7

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

25.0

19.4

11.1

67.6

60.2

77.8

	テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）（N=104）	 データサイエンティスト（N=100）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

53.8

28.8

30.8

31.7

69.2

43.3

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

52.0

21.0

33.0

24.0

67.0

44.0

	 先端技術エンジニア（N=77）	 UI/UXデザイナー（N=70）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

44.2

16.9

31.2

27.3

61.0

58.4

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

40.0

25.7

12.9

28.6

70.0

45.7

	 エンジニア／プログラマ（N=130）

0% 25% 50% 75% 100%

いざという時の自身の突破力

モチベーション／意味づけする力

失敗した時の姿勢／思考

社外や異種の巻き込み力

臨機応変／柔軟な対応力

不確実な未来への創造力

63.8

28.5

40.8

19.2

70.0

16.9

8―3つまで選択肢を回答可能
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11  DXに対応する人材の育成／DXに対応する上での課題
課題は「人材が社内で育成できない」こと、次いで企業全体での「将来への危機感」の不足

図表3-3-23は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する人材を育成するための研修等の実施状況を尋ねた
結果である。

図表3-3-24は、デジタルビジネス推進企業にDXに対応する上での課題を尋ねた結果である。

図表3-3-23	 デジタルビジネス推進企業におけるDXに対応する人材を育成するための研修等の実施状況9

0% 25% 50% 75%

N=185

特になし（上記に当てはまらない、育成していない、
分からないも含む）

上記以外の方法で、自社で独自に実施していること

学会活動への参加の推奨や支援を行っている

育成制度として自社以外の企業への出向や
留職などによる実務経験の場を用意している

社外のコミュニティ活動、勉強会、コンテストへの参加や
教育機関への留学などの支援を行っている※除く学会活動

特定の育成カリキュラムなどはなく、
実業務を通じた経験が中心（OJT）

育成カリキュラムとして社内の研修やセミナー（一斉授業
の形式で行うもの）を用意し、受講させている

社内で勉強会やコンテストなどを適宜開催している

育成制度として自主的な外部講座（通学形式、
Web形式）の受講の推奨や支援を行っている

育成制度として資格取得の推奨や支援を行っている

育成カリキュラムとして社外の研修やセミナー（一斉授業
の形式で行うもの）を用意し、受講させている

5.9 

3.8 

12.4 

18.9 

38.4 

38.9 

39.5 

41.1 

41.1 

42.2 

50.8 

図表3-3-24	 デジタルビジネス推進企業がDXに対応する上での課題10　無回答を除く

0% 25% 50% 75%

N=184

6.0 

7.1 

7.6 

8.2 

9.8 

20.1 

20.1 

22.8 

27.2 

27.7 

32.1 

35.9 

38.0 

その他

成果が挙がらないプロジェクトの中止・撤退の判断が難しい

連携先との間でWin-Winの関係を維持することが難しい

他社や研究機関との連携を実現したいが、
適切な連携先が見つからない

プロジェクト開始時のリスクテイクの判断が難しい

DXを推進するための既存の情報システムの
改修の負担が大きい

DXを担う能力のある人材が、社外から獲得できない

DXを担う人材のための新たな人事評価制度や
給与体系などの整備が不十分である

ビジネスや組織の変革に対する社内の抵抗感が強い

DXを実現する上で、社員全体の
ITリテラシーが不十分である

DXの推進に向けて様々な取り組みを行って
いるものの、なかなか成果・収益があがらない

DXの前提となる将来への危機感が、
企業全体になかなか浸透しない

DXを担う能力のある人材が、社内で育成できない

9―当てはまるすべての選択肢を回答可能
10―3つまで選択肢を回答可能
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12  自社の企業文化・風土
自社に当てはまる割合が最も高いのは「社会や顧客への貢献意識が強い」こと

図表3-3-25は、デジタルビジネス推進企業に自社の企業文化・風土を尋ねた結果である。

図表3-3-25	 デジタルビジネス推進企業の企業文化・風土

0% 25% 50% 75% 100%

意思決定のスピードが早い

仕事を楽しもう・仕事の中にも
遊び心を持とうとする姿勢がある

自社には他社とは違う特徴（長所）がある

実力主義である

果敢にリスクを取り、新しいことにチャレンジ
することが尊重される（ 変革や挑戦を好む）

個人の裁量が大きい

多様な価値観を受け入れる／重んじる

おたがい成長する・学びあう、育てる、助け合う土壌がある

社内の風通しがよく、情報共有がうまくいっている
（メンバー間や上司と部下で意見を言い合える環境）

今後目指すべきビジョンや方向性が明確であり、
従業員に周知されている

社会や顧客への貢献意識が強い

N=185

あまり当てはまらないよく当てはまる

まったく当てはまらない

ある程度当てはまる

無回答

0.010.341.131.916.8

0.05.442.240.012.4

5.421.617.330.824.9

0.0
2.7

41.144.311.9

0.05.933.041.120.0

0.0
2.7

30.847.618.9

0.0
3.2

30.341.624.9

0.0
2.2

26.559.511.9

0.0
2.7

24.357.815.1

0.03.817.346.532.4

0.0
0.5

10.347.042.2
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第4章 IT人材動向
　この章では、ITに携わる人材の動向1を述べる。調査方法や調査期間等の調査概要については28ページに掲載
している。
　図表3-4-1は、回答者の年代の割合2、図表3-4-2は、回答者が所属している企業の従業員規模の割合を示す。
　図表3-4-3は、回答者の中で先端IT従事者としたIT人材の業務内容を示す。

図表3-4-1 回答者の年代 図表3-4-2 回答者が所属している企業の従業員規模

50代30代20代 40代

N=1,000

38.9%

18.4%

4.8%

37.9%

101名以上300名以下

1,001名以上

100名以下

301名以上1,000名以下

N=1,000

31.5%34.8%

17.2% 16.5%

図表3-4-3 回答者の中で先端IT従事者としたIT人材の業務内容

現在、担当している 過去1年以内に担当していたことがあるが、今は担当していない

過去1年より前に担当していたことがあるが、今は担当していない 過去一度も担当したことはない

0% 25% 50% 75% 100%

5G（N=500）

自動運転／MaaS（N=500）

ブロックチェーン（N=500）

AR／VR（N=500）

アジャイル開発／DevOps（N=500）

デジタルビジネス／X-Tech（N=500）

IoT（Internet of Things）（N=500）

AI・人工知能（N=500）

データサイエンス（N=500）

60.67.69.022.8

62.47.010.620.0

66.47.49.416.8

60.08.410.820.8

54.410.411.224.0

58.29.69.223.0

31.88.411.848.0

45.45.813.035.8

45.26.210.238.4

1―�詳細は、「デジタル・トランスフォーメーション（DX)推進に向けた企業とIT人材の実態調査」を参照�
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html

2―回答者の年代の割合が40代と50代の割合が高いことに留意が必要

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
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1  IT人材の属性
先端IT従事者の専攻分野はIT・情報系と理系で6割強を占める

これ以降は、図表3-4-3で示した業務に携わる人材を“先端IT従事者”、それ以外のIT業務に携わる人材を“先
端IT非従事者”として比較していく。

図表3-4-4は回答者が所属している企業の従業員規模、図表3-4-5は、最終学歴、図表3-4-6は、最終学歴での
専攻分野を尋ねたものを先端IT従事者と先端IT非従事者で比較したものである。

図表3-4-4	 先端IT従事者、先端IT非従事者が所属している企業の従業員規模

100名以下 101名以上300名以下 301名以上1,000名以下 1,001名以上

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

30.213.416.440.0

39.421.016.623.0

図表3-4-5	 先端IT従事者、先端IT非従事者の最終学歴

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50% 75%

その他

大学院（博士課程）

大学院（修士課程）

大学

短期大学

高等専門学校（高専）

専門学校

高等学校

中学校

0.4
0.0

0.8
3.6

4.4
14.4

53.2
56.8

4.8
2.4

2.2
3.2

16.8
7.4

16.8
11.8

0.6
0.4

図表3-4-6	 先端IT従事者、先端IT非従事者の最終学歴での専攻分野

IT・情報系 IT・情報系以外の理系IT・情報系以外の文系 上記以外

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

21.218.834.625.4

7.426.430.236.0
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2  IT人材の仕事に対して重視すること
プライベートの時間確保と給与水準の高さを重視し仕事に励む

図表3-4-7は仕事で重視することを先端IT従事者と先端IT非従事者それぞれに尋ねた結果を示す。

図表3-4-7	 先端IT従事者、先端IT非従事者が仕事で重視すること

先端IT従事者

強くそう思う

どちらかと言えばそう思わない

どちらかと言えばそう思う

まったくそう思わない

0% 25% 50% 75% 100%

企業の社風やビジョンに共感できること（N=500）

自分自身のスキルアップを支援する
制度が充実していること（N=500）

給与水準が高いこと（N=500）

きれいなオフィスで仕事ができること（N=500）

スペックの高いIT環境で仕事ができること（N=500）

プライベートの時間を確保しやすいこと（N=500）

仕事を通じて自分自身が成長できること（N=500）

自由な働き方ができること（N=500）

クリエイティブな仕事ができること（N=500）

最先端の仕事ができること（N=500）

4.612.049.034.4

5.217.246.031.6

2.6
7.045.045.4

7.225.043.024.8

4.823.846.824.6

2.4
12.039.246.4

5.49.042.842.8

2.4
10.842.644.2

4.811.643.440.2

5.414.644.036.0

先端IT非従事者

強くそう思う

どちらかと言えばそう思わない

どちらかと言えばそう思う

まったくそう思わない

企業の社風やビジョンに共感できること（N=500）

自分自身のスキルアップを支援する
制度が充実していること（N=500）

給与水準が高いこと（N=500）

きれいなオフィスで仕事ができること（N=500）

スペックの高いIT環境で仕事ができること（N=500）

プライベートの時間を確保しやすいこと（N=500）

仕事を通じて自分自身が成長できること（N=500）

自由な働き方ができること（N=500）

クリエイティブな仕事ができること（N=500）

最先端の仕事ができること（N=500）

0% 25% 50% 75% 100%

12.421.248.817.6

12.825.448.613.2

7.015.248.829.0

15.631.043.010.4

23.633.833.69.0

6.411.447.834.4

11.218.050.020.8

9.016.249.225.6

20.225.037.417.4

28.428.034.09.6
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3  IT人材のスキルアップ方法
先端IT従事者は勉強意欲も高く、外部の情報キャッチ力が高い

図表3-4-8は自主的にどのくらい勉強しているのか、図表3-4-9は、スキルアップやキャリアアップにおける自主
的な取り組みを尋ねたものを先端IT従事者と先端IT非従事者で比較したものである。

図表3-4-8	 先端IT従事者、先端IT非従事者はどのくらい勉強しているか

業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない

業務上必要な内容があれば、業務外（職場以外）でも勉強する

業務で必要かどうかにかかわらず、自主的に勉強している

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

16.032.451.6

20.653.226.2

図表3-4-9	 先端IT従事者、先端IT非従事者のスキルアップやキャリアアップにおける自主的に取り組んでいること3

先端 IT 非従事者（N=500）先端 IT 従事者（N=500）

0% 25% 50% 75% 100%

特にない

サンプルプログラムやアプリなどの実装・試作

データ分析関連のコンペティション
（kaggle等）への参加

学会活動への参加

研修やセミナー等への参加

勉強会やコミュニティ活動等への参加

資格取得のための勉強

オンライン講座等による学習（e-learning／
MOOC等）【海外のコンテンツ】

オンライン講座等による学習（e-learning／
MOOC等）【国内のコンテンツ】

Web上での情報収集

書籍・雑誌による学習

28.2
4.6

6.4
16.2

1.0
10.0

2.6
14.4

17.6
38.4

11.6
24.8

16.4
37.4

3.8
17.4

8.2
36.0

55.0
76.6

43.2
69.0

3―当てはまるすべてを選択可能
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4  IT人材の転職について
転職先は様々な手段で挑む

図表3-4-10は、転職の考え方、図表3-4-11は、転職経験者に転職においての転職先の見つけ方、図表3-4-12は
転職経験者に転職を通じて給与の増減を尋ねたものを先端IT従事者と先端IT非従事者で比較したものであ
る。

図表3-4-10	 先端IT従事者、先端IT非従事者の転職に対する考え方

より良い条件の仕事を求めて、積極的に行いたい より良い条件の仕事が見つかれば、考えてもよい

できる限りしたくないが、必要があればやむを得ない 絶対にしたくない

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=500）

先端IT従事者（N=500）

30.041.019.0

27.448.021.0

10.0

3.6

図表3-4-11	 先端IT従事者、先端IT非従事者の転職先の見つけ方4

先端 IT 非従事者（N=327）先端 IT 従事者（N=319）

その他

転職を希望する企業の採用ページ

その他の転職関連のWebサイト

ハローワーク

Web登録型の人材マッチングサービス

LinkedIn等のSNS

人材サービス企業からの紹介

ヘッドハンティング企業からの打診

友人・知人等の紹介

0% 25% 50%

6.4
3.4

12.2
6.6

21.7
14.7

22.0
22.3

6.1
19.7

1.5
9.7

20.2
34.8

12.8
27.9

37.6
34.2

図表3-4-12	 先端IT従事者、先端IT非従事者の転職時の給与の増減5

＋10％以上20％未満 ±5％未満

－10％以上20％未満

＋20％以上 ＋5％以上10％未満

－5％以上10％未満 －20％以上

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT非従事者（N=327）

先端IT従事者（N=319）

7.64.07.327.519.016.218.3

3.44.16.317.627.622.318.8

4―転職経験者のみ回答。当てはまるすべてを選択可能
5―転職を複数回経験されている方は、転職前後で給与水準はどの程度変化したことが多かったのかを尋ねた
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5  IT人材の年収（現在、目標としている年収）
年収アップを目指すことに意義がある

図表3-4-13は、現在の年収、図表3-4-14は、キャリアにおける現実的な目標としている年収を尋ねたものを先端
IT従事者と先端IT非従事者で比較したものである。

図表3-4-13 先端IT従事者、先端IT非従事者の現在の年収 図表3-4-14 先端IT従事者、先端IT非従事者の目標としてい
る年収

先端 IT 非従事者（N=500）

先端 IT 従事者（N=500）

わからない／答えられない

5,000万円以上

4,500～5,000万円未満

4,000～4,500万円未満

3,500～4,000万円未満

3,000～3,500万円未満

2,500～3,000万円未満

2,000～2,500万円未満

1,500～2,000万円未満

1,000～1,500万円未満

900～1,000万円未満

800～900万円未満

700～800万円未満

600～700万円未満

500～600万円未満

400～500万円未満

300～400万円未満

200～300万円未満

100～200万円未満

100万円未満

0% 10% 20% 30% 40% 10% 20% 30% 40%50%

11.4
7.4

0.0
0.4

0.2
0.0

0.0
0.0
0.0
0.4

0.0
0.8

0.0
0.4

0.0
0.2

1.4
1.8

7.6
15.2

4.6
9.0

5.6
10.8

8.6
10.8

8.0
13.6

15.2
9.4

14.8
8.6

10.0
6.2

6.6
2.8

3.0
1.0

3.0
1.2

先端 IT 非従事者（N=500）

先端 IT 従事者（N=500）

0% 50%

わからない／答えられない

5,000万円以上

4,500～5,000万円未満

4,000～4,500万円未満

3,500～4,000万円未満

3,000～3,500万円未満

2,500～3,000万円未満

2,000～2,500万円未満

1,500～2,000万円未満

1,000～1,500万円未満

900～1,000万円未満

800～900万円未満

700～800万円未満

600～700万円未満

500～600万円未満

400～500万円未満

300～400万円未満

200～300万円未満

100～200万円未満

100万円未満

13.8
8.6

3.0
3.0

0.2
0.4
0.0
0.2

0.0
1.2

0.6
1.4

0.8
1.4

1.6
4.4

3.8
11.6

15.8
23.6

10.4
10.0

5.2
6.6

10.6
7.2

8.8
7.4

11.0
5.6

4.6
3.8

4.4
1.6

2.4
1.4

1.8
0.0

1.2
0.6
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